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序     文 

 

ボリビア農業総合試験場プロジェクトは、ボリビア国サンタクルス県における営農技術改善と

普及の拠点機能の基盤を確立することを目的として、またパラグアイ農業総合試験場プロジェク

トは、パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農業技術の開発を目的として、平成 12年度

から平成 16年度までの間、技術協力が実施されてきました。 

 そこで、それぞれの第 1フェーズの協力期間終了を目前に控えた平成 16 年 11 月 3 日から同年

12月 12日までの期間に、独立行政法人国際協力機構は、運営指導調査団を派遣し、協力実績の総

合的な評価を行うとともに、今後の対応等について協議しました。 

 その後、ボリビア共和国政府及びパラグアイ共和国政府は、それぞれの農業試験場でこれまで

に研究・開発された営農技術と畜産技術を、よりいっそう地域社会に普及させ、営農技術の向上

を目的する技術協力プロジェクトを我が国に要請してきました。 

 独立行政法人国際協力機構は、これらの要請を受けて、平成 17 年 2 月から同年 3 月にかけて、

在外事務所を通じて事前評価調査及び実施協議を実施し、関係機関と協議の下、後継案件のプロ

ジェクトの骨子及びその計画書を策定しました。その合意結果は R/D として、署名を取り交わさ

れております。 

 本報告書は、これらの調査及び協議の結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者に活用

され、日本・ボリビア両国、及び日本・パラグアイ両国の親善及び国際協力の推進に寄与するこ

とを願うものです。 

 最後にこれまでの調査の実施に当たり、ご協力いただいたボリビア共和国関係各位、パラグア

イ共和国関係各位及び我が国関係各位に対し、厚く御礼申し上げるとともに、当機構の業務に対

して今後ともなお一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 17年 6月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農 村 開 発 部        
部 長 古賀 重成 
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評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 
国名：パラグアイ 案件名：パラグアイ農業総合試験場（第 1フェーズ） 

 
分野：農業開発／農村開発－農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部第二グループ 協力金額（評価時点）： 

(R/D): 
(全体): 

先方関係機関：農牧省 

(延長): 日本側協力機関：パラグアイ農業総合試験場国内委員会 
(F/U) : 他の関連協力：パラグアイ小農野菜生産技術改善計画

（97.4.1～02.3.31）、パラグアイ大豆生産技術研究計画
（97.10.1～02.9.30） 

 
 
協力期間 

(E/N)（無償）  
１－１ 協力の背景と概要 
 パラグアイ農業総合試験場は、イグアス移住地に入植した日本人移住者の営農を補完するた 
め 1962年開設されたイグアス指導農場を前身とする農業試験場である。1972年にイグアス試験
農場（1963年指導農場から試験農場に改称）がパラグアイ農業総合試験場に改組され、1985年 
にアルトパラナ分場をイグアス本場へ統合し、現在に至っている。 
当初は、日本人移住者に限定した試験研究機関であったが、移住地の農業発展に従って、1980
年代からパラグアイ人を対象とした活動も行われるようになった。1994 年に移住事業の見直し
／再編に伴い、技術協力事業の場においても積極的に活用されるようになった。2000 年度から
プロジェクト方式技術協力として運営管理され、パラグアイにおける地域の農業の発展に寄与す
るべく本試験場を活用していくことになった。 

 
１－２ 協力内容 
(1) 上位目標 

パラグアイ東部地域における農業の振興を図る。 
 

(2) プロジェクト目標 
パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農業技術が開発される。 
 

(3) 成果 
1. 持続可能な畑作技術が確立される。 
2. テラロッシャ地帯における農牧輪換システムが確立される。 
3. 高品質な野菜の生産技術が開発される。 
4. 土壌保全技術が改善される。 
5. 農家等に対する技術指導が拡充される。 
 

(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 16名 土地 171ha（以前より取得済み） 
短期専門家派遣 11名 施設 一式 
研修員受入 7名 プロジェクト要員配置 20名 
機材供与 0.55億円 プロジェクト運営費 3.26億円 

相手国側： 
派遣専門家及び携行機材に対する特権免除の付与 
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２．評価調査団の概要 
調査者 ①総  括 古賀 重成 JICA農村開発部 部長 

②協力評価 高田 宏仁 JICA農村開発部 第二 G 畑作地帯第一 T チーム長 
③協力計画 野口 伸一 JICA農村開発部 第二 G 畑作地帯第二 T 
④評価分析 西谷 光生 日本技研株式会社 環境開発部 課長 

調査期間 
 

2004年 11月 03日～2004年 12月 12日 
（全体調査期間） 

評価種類：運営指導調査（終了時評価） 

３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
 投入については、ほぼ計画通り投入されたと判断される。専門家派遣については、日本人専門
家に加えて第三国専門家などの登用もなされ、効率的な技術移転がなされた。プロジェクト開始
以前からあった既存の土地や施設、資機材を有効に活用することができた。 

 
 作物、畜産、野菜、土壌、普及に関する所定の活動は、概ね計画通り実施されたと判断される。

 
 全体として、期待された成果が概ね得られたものと判断される。 
・成果 1「持続的畑作技術の確立」については、育種面では十分な成果があったものの、輪
作体系の普及が地域限定的な達成にとどまっている。 
・成果 2「農牧輪換システム技術の確立」については、農牧輪換システムの試験成績がほぼ
目標値に近づいている。 
・成果 3「高品質な野菜生産技術の開発」については、トマトとメロンの品種開発と栽培方
法の改良が完成している。 
・成果 4「土壌保全技術の改善」については、作業の進行に伴い達成される見込みである。 
・成果 5「技術指導の拡充」については、それにかかる指標データが不十分なために明確な
判断が困難である。 
 

プロジェクト目標である「パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農業技術の開発」は
おおむね達成されると考えられる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
(1) 妥当性 
プロジェクトの妥当性は調査時点においても維持されていると判断される。パラグアイの
農業開発政策である、小農支援と持続的農業への転換に合致しており、また、ターゲットグ
ループのニーズとも全体的に整合性がある。日本の援助事業として、国別援助実施計画との
整合性も確保されている。 
 

(2) 有効性 
 プロジェクトの効率性は全体として高いと判断される。前述のようにプロジェクトの投
入、活動が計画に従って適正に実施され、「持続的畑作技術の確立」、「農牧輪換システム技
術の確立」、「高品質な野菜生産技術の開発」、「土壌保全技術の改善」、「技術指導の拡充」と
いう成果が達成されつつあり、その総合的な結果としてプロジェクト目標が概ね達成される
見込みである。 
 

(3) 効率性 
プロジェクトの効率性は、高いと判断される。前述のように投入は成果の達成に向けて有
効に活用された。第三国専門家などの派遣は、効果の発現を促進した。関連プロジェクトや
関連機関との連携事業や共同研究も多く実施され、職員の能力向上に貢献した。 
 

(4) インパクト 
 上位目標である「パラグアイ東部地域における農業の振興」に関連する、正のインパクト
が期待される。また、生産者に対する多くの技術移転がなされ、所得向上に寄与している。
一般市民も、パラグアイ農業総合試験場の改良された農業技術を学習するため、訪れるよう
になった。いくつかのパラグアイ政府機関との共同事業の実施を通じて、試験場における技
術向上に対する意識を強めている。一方、負のインパクトはとくに認められない。 
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(5) 自立発展性 
 2010年 3月に試験場を移管する方針を受け、2005年度からの 5年間は、第 2フェーズ協
力の実施が計画されている。第 2フェーズ協力期間中、移管後の新生パラグアイ農業総合試
験場の運営体制について、財務面も含めたその具体像の検討が求められている。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
パラグアイ農業総合試験場は、技術協力プロジェクトに移行する以前から、試験研究と運
営の実績を積み重ねてきており、また専門家も継続的に派遣されていたことから、全体とし
て実現性のある計画が策定されていた。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
     プロジェクトの実施プロセスに関し、日本側とパラグアイ側双方で合意がなされた計画に
沿って円滑に進めることができた。プロジェクト実施期間中、毎年 JICA本部より運営指導
調査団が派遣され、本試験場本体の活動を確認し、調整が行われ、その結果は、パラグアイ
政府側にも報告がなされた。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
当初計画に含まれていた活動である「土壌改良資材・肥料の評価」に関しては、肥料等の
種類が頻繁に変化していることと、民間業者が効果試験に参入していることにより、試験場
において実施することが不適である、と判断されるに至った。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
とくになし。 
 

３－５ 結論 
 本プロジェクトは、計画通りの投入がなされ、着実に活動を進めた結果、プロジェクト終了時
において、ほぼ所定の成果・目標が達成しうるものと、判断された。 
 5項目評価の視点で、妥当性、有効性、効率性、インパクトの評価は概ね高い評価となった。
自立発展性に関しては、組織面、財政面の点でいくつかの課題が認められた。 
 ただし、プロジェクト終了時までにプロジェクトは目標をほぼ達成することが期待できること
から、本運営指導（終了時評価）調査団は、計画通り 2005年 3月をもって本プロジェクトを終
了すべきと結論づけた。 

 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
① プロジェクトチームは、成果をより高めるために、残されている活動を引き続き実施する
こと。 

② プロジェクトチームは、以下の課題に焦点を当てた後継プロジェクトの実行計画を準備す
ること。 
a) より多くの農家に、開発された技術を普及する 
b) 試験・研究結果を実用的なものにまとめる 
c) パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ東部地区の農業開発の中心的センターとして  
整備される 

③ パラグアイ東部地区の農業開発促進のために、プロジェクトチームと農牧省関係機関との
協調をより強化すること。 
 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、
運営管理に参考となる事柄） 

① PDMの指標については、適切なモニタリングを通じて設定すべきである。また、プロジェ
クトの評価をスムーズかつ明確に実施するために、評価指標のための基本データや情報は
定期的に確認されることが重要である。 
 

３－８ フォローアップ状況 
 第Ⅰフェーズ協力終了後、2005年 4月から 5年間の期間で第 2フェーズ協力の実施を計画し
ている。この期間、2010年 3月末に日系農協中央会に試験場を移管する方針の下、中でも試験
場の自立発展性の確保を考え、プロジェクトを実施する。 
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第１章 運営指導調査（終了時評価）の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経緯 

  南米三農業総合試験場（アルゼンチン園芸総合試験場（以下「CETEFFHO」）、ボ

リビア農業総合試験場（以下「CETABOL」）、パラグアイ農業総合試験場（以下

「CETAPAR」））は、これまで 40 年以上にわたり（アルゼンチンは 25 年間）日系人

移住者の営農安定のために試験研究及び営農指導活動を行ってきた。近年は、移住

事業の再編の中で、南米三農業総合試験場の運営についても見直しが進められ、対

象を日系移住者に加えて、当該国全体の営農に寄与すべく、広く地域住民に貢献す

る技術協力として実施されてきた。  

  係る状況の下、 JICA は 1998 年から運営指導調査団を派遣し、現地の関係機関と

協議の上、南米三農業総合試験場の運営方針及び実施計画を策定した。この一連の

協議の中で、CETEFFHO は 2004 年 12 月まで技術協力を実施し、アルゼンチンの実

施機関である INTA（国立農牧技術院）に、CETEABOL、CETAPAR は 2010 年 3 月

まで技術協力を実施し（2005 年 3 月までを第 1 フェーズ、2010 年 3 月までを第 2

フェーズと、2 つの期間に区分）、現地の日系農協に移管する方針を決定した。その

決定を受け、2000 年度からは、南米三農業総合試験場はプロジェクト方式技術協力

事業として実施することとし、その内容は 2001 年 2 月～3 月の先方政府とのミニッ

ツ（会議議事録）の署名によって合意されている。  

  2000 から 2003 年度の第 1 フェーズの前半期は、PDM（プロジェクト・デザイン・

マトリックス）を策定し、具体的な活動計画を定めるとともに、試験場が取り扱う

べき試験・研究のテーマの絞込み等を行った。併せて、現地ワークショップや移管

先農協との議論を通じて、移管後の体制等について協議を進めてきた。2003 から

2004 年度の第 1 フェーズの後半期は、策定された計画に基づいて試験・研究、普及

活動を進めるとともに、特に CETEFFHO については先方政府への移管の準備を進め

てきた。  

  そこで、今般、CETABOL 及び CETAPAR が、2005 年 3 月末に第 1 フェーズの終

了をむかえるにあたり、かつ同年 4 月から第 2 フェーズへと移行するにあたり、運

営指導調査団を派遣して、第 1 フェーズの終了時評価と、第 2 フェーズの計画策定

を同時に実施した。また、アルゼンチン園芸総合試験場（CETEFFHO）については、

2004 年 12 月 6 日をもって先方実施機関である INTA に移管することが決定してい

ることから、そのための最終的な受入れの確認を行った。  

 

１－１－２ 派遣の目的 

  以下のとおり、それぞれの試験場のステージに対応して調査団派遣の目的を設定

し、対応した。 

(1) 運営指導（第 1 フェーズ終了時評価）（CETABOL、CETAPAR） 

① 第 1 フェーズの協力期間の実績 (調査団訪問後の予定を含む )と計画達成度   
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を、計画策定ミニッツ、活動計画（PO）及びプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）等に基づき、評価 5 項目に沿って総合的に調査、評価

する。 

② 移管先である日系農協の受入れ準備状況を確認し、移管に必要な指導・助  

言を行う。 

③ 案件実施によって得られた教訓と提言抽出する。 

④  上記事項をミニッツに取りまとめ、相手国政府と合意し、署名を行う。 

(2) 運営指導（第 2 フェーズ計画策定）（CETABOL、CETAPAR） 

① 収集した情報及び現地調査に基づいて、第 2 フェーズの協力内容の妥当性  

の確認を行うとともに、プロジェクトの基本計画の検討を行い、第 2 フェー

ズ協力の計画案の策定を行う。 

② 上記①の計画案及び留意事項等をミニッツに取りまとめ、相手国政府と合 

意し、署名を行う。 

③ 評価 5 項目の観点から第 2 フェーズ協力の事前評価に必要な情報を収集す  

る。 

(3) 運営指導調査（CETEFFHO）  

① 先方の受け入れ態勢、条件等を確認し、必要に応じて、提言等を行う。 

＊なお、アルゼンチン CETEFFHO に関する運営指導調査結果については、別途

作成の当該案件「終了時評価調査報告書」を参照のこと。 

 

１－２ 調査団構成と調査期間 

 調査団構成、期間は以下の通りである。（詳細日程は別添資料 1 のとおり） 

分野  氏名  所属  派遣期間  

総 括  古賀重成  JICA 農村開発部 部長  2004 年 11 月 28 日  

～12 月 12 日  

計画評価  高田宏仁  JICA 農村開発部 第二グループ  

畑作地帯第一チーム長  

2004 年 11 月 27 日  

～12 月 12 日  

協力計画  野口伸一  JICA 農村開発部 第二グループ  

畑作地帯第二チーム  

2004 年 11 月 27 日  

～12 月 12 日  

評価分析  西谷光生  日本技研株式会社 海外事業本部

環境開発部 課長  

2004 年 11 月 3 日  

～12 月 12 日  

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ 基本計画 

  パラグアイ農業総合試験場第 1 フェーズプロジェクトの基本計画は以下のとおり

である。 

(1) 上位目標 

       パラグアイ東部地域における農業の振興を図る。 
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(2) プロジェクト目標 

       パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農業技術が開発される。 

(3) 成果 

1. 持続可能な畑作技術が確立される。 

2. テラロッシャ地帯における農牧輪換システムの技術が確立される。 

3. 高品質な野菜の生産技術が開発される。 

4. 土壌保全技術が改善される。 

5. 農家等に対する技術指導が拡充される。 

(4) 活動 

1.持続可能な大豆栽培技術の確立 

1-1  大豆新品種育成のための試験を実施する。  

1-2  不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体系の開発のための試験を実

施する。  

1-3  不耕起栽培における大豆根系分布の改善のための試験を実施する。  

1-4  不耕起栽培における土壌物理性と肥沃度を分析し、土壌改良資材、肥料

を評価する。  

1-5  不耕起栽培における各作物の養分（N・P・K）吸収特性と土壌への還元

率を解明する。 

1-6  大豆病害虫の発生の実態を調査する。  

1-7  大豆病害虫に対する環境保全型防除技術の開発のための試験を実施す

る。 

2.テラロッシャ地帯における農牧輪換システムの確立 

2-1  草地／大豆・飼料作物の輪作体系の確立のための試験（土壌試験を含む）

を実施する。  

2-2  若齢肉牛の肥育技術の確立のための試験を実施する。 

3.高品質野菜の生産技術改善 

3-1  高品質トマトの生産技術の改善のための試験を実施する。  

3-2  高品質メロンの生産技術の改善のための試験を実施する。 

4.土壌保全技術の改善 

4-1  土壌分類調査を実施する。  

4-2  農家圃場の土壌を診断する。 

5.農家への技術サービス普及、及び日系農協中央会や他機関における人材育成 

5-1  普及講習会を開催する。  

5-2  農家実証展示圃場を設置する。  

5-3  営農相談を実施する。 
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１－３－２ 投入計画 

  プロジェクト計画書による日本側、パラグアイ側の投入計画は以下の通りである。 

(1) 日本側 

1. 専門家派遣 

長期専門家 

 ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、業務調整、畑作試験研究、畑作病虫害、畜産、野菜試験研

究、土壌肥料、農業研修計画 

短期専門家 

  必要に応じ 

2. 研修員受入 

  本邦研修    土壌診断、大豆根系 

  第三国研修  大豆病害 

3. 機材供与 

  業務に必要な機材を携行機材として配置する。 

4. 土地 

  本場   115ha 

  分場    56ha 

5. 施設 

  本館、車庫、研究棟、温室、種子用サイロ、宿舎ほか 

6. プロジェクト要員配置 

7. プロジェクト運営経費 

(2) パラグアイ側 

1. 派遣専門家及び携行機材に対する特権免除の付与 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ PDMe（評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス） 

 第 1 フェーズ開始当時は、PDM が設定されていなかったが、その後 2002 年 4 月に

PDM 案が作成され、2002 年 10 月に JICA と相手国政府との間で合意、ミニッツとし

て署名がなされた。  

 本評価のために、以下に示す点について一部修正を加えた評価用 PDMe を作成した。

ただし、指標の変更は行っていない。 

• 西文、英文、和文で作成された PDM に一部齟齬がみられることから、統一した。 

• CETAPAR 職員はプロジェクト要員、カウンターパートは日系農協および中央会

の役職員であると明確に定義した。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 終了時評価に関する主な調査項目は次のとおりである。 

(1) 実績： 

       技術協力の開始時から調査時点までの実績と計画達成度について確認する。 

(2) 実施プロセス： 

 技術協力の開始時から調査時点までの実施プロセスについて確認する。 

(3) 妥当性： 

 相手国側のニーズとの整合性を確認するとともに、日本の援助事業としての

妥当性について資料を検証して整理する。 

(4) 有効性： 

 調査時点でプロジェクト目標の達成度について確認し、プロジェクトが有効

であったかどうかを、資料を検証して整理する。 

(5) 効率性： 

 成果の達成度や投入の活用度などについて確認し、効率的であったかどうか

検討する。 

(6) インパクト： 

 プロジェクトの実施によって、間接的な、あるいは波及的なインパクトはあ

ったかどうか、検証する。 

(7) 自立発展性： 

 第 1 フェーズ終了後も効果が持続していくかについて、組織面、財務面、技

術面において検討する。 

 

それぞれの評価項目に関する情報・データの種類と調査方法を、下表に示す。 
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 

 

情報源 調査方法 

上位目標の達成度

（見込み） 

• PDM 指標の確認 • プロジェクト • 事前資料の検証

プロジェクト目標

達成度 

• PDM 指標の確認 • プロジェクト • 事前資料の検証

成果の達成度 • PDM 指標の確認 • プロジェクト • 事前資料の検証

実績 

投入の実績 • 投入実績の確認  • プロジェクト • 事前資料の検証

活動の進捗状況 • 活動実績の確認 • プロジェクト 
• 各報告書など 

• 事前資料の検証実施プロ

セス 

受益者の事業への

関わり方 

• 日系農協などの
参加の度合い 

• ジェンダー配慮
をしているか 

• プロジェクト • 事前資料の検証

上位目標と相手国

側の開発政策との

整合性が維持され

ているか 

• 相手国の開発政
策など 

• 関係者 • 事前資料の検証
• 事前確認調査 

プロジェクト目標

はターゲットグル

ープのニーズに合

致しているか 

• 対象農作物の需給
状況 

• 対象農家の意向 

• 関係者 • インタビュー 
調査 

• 資料レビュー 

プロジェクト目標

は農協のニーズに

合致しているか 

• 農協の事業計画 
• 組合員の意向 

• 関係者 • 事前確認調査 
• 事前確認事項 

妥当性 

 

被援助国の
ニーズとの
整合性、日
本の援助事
業としての
妥当性があ
るか？ 

プロジェクト目標

は日本の援助政

策・国別事業実施

計画の一環か 

• 国別援助政策、
JICA 国別事業実
施計画での農業

開発の位置づけ 

• 国別援助政策 
• JICA 国別事業 
実施計画 

• 資料レビュー 

プロジェクト目標

は達成の見込みが

あるか 

• 指標の確認 • 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前資料の検証有効性 

 

プロジェク
トの実施に
より、期待
される効果
が得られる
か？プロジ
ェクトは有
効であった
といえる
か？ 

プロジェクト目標

達成に至るまでの

外部条件に変化は

あったか 

• 各外部条件の検証
 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前資料の検証

成果は達成される

見込みがあるか 

• 各指標の確認 • 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 

日本側・相手国側

双方の投入は適正

であったか 

• 投入はタイミン
グよく実施され

たか 

• 投入は成果を上
げるために十分

活用されたか 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前資料の検証
• 事前確認調査 

活動から成果に至

るまでの外部条件

に変化はあったか 

• 各外部条件の検証
 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 

効率性 

 

プロジェク
トは効率的
であった
か？ 

前提条件の影響は

あったか 

• 各前提条件の検証
 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 

 

情報源 調査方法 

プロジェクト実施

によるインパクト

の兆しはあるか 

• 予期しなかった
プラス、マイナス

の影響はあるか 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 インパクト 

 

プロジェク
ト実施によ
り間接的・
波及的効果
はあるか？ 

上位目標に至るま

での外部条件に変

化はあったか 

• 各外部条件の検証
 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 

組織面：運営管理

能力は備わってい

るか 

• 試験場の運営体制
• 対象農協の組織
と運営の概要 

• プロジェクト • 事前確認調査 

財政面：財務的な

自立を目指した取

り組みは順調か 

• 事業の収支 • プロジェクト • 事前確認調査 

自立発展

性 

 

協力終了後
も効果が持
続していく
か？ 技術面：普及され

た技術は対象地域

で適用可能か 

• 対象地域での技術
の定着状況 

• プロジェクト 
• 対象地域の農家 

• インタビュー 
調査 

 

 調査の方法は、事前資料の検証（事前に収集、現地調査時）、インタビュー調査（現

地調査時）、直接観察調査（現地調査時）などの組合せとした。現地調査に先立ち、事

前確認調査（事前に問いかけ、調査時に回収）を行うべきところではあったが、時間

的制約から、現地調査時にインタビューと直接観察を行うことで、これを補うことと

した。 
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第３章 調査結果 

 

３－１ 現地調査結果 

 現地調査期間には、以下の調査を実施した。 

• プロジェクトの事前資料の確認 
• CETAPAR 内関係施設、設備の確認  

• 追加資料の収集と整理・分析 

• プロジェクト専門家とプロジェクト班長へのインタビュー 
• 関係農協の訪問調査 

• 地域内農家の視察とインタビュー 

 これらの調査を通じて、プロジェクトの実績・実施プロセスの確認、評価 5 項目の

視点からの評価に必要な情報・データを収集し、それらを整理・分析した。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 投入実績 

  投入については、その量、質、時期についてほぼ計画通り投入されたと判断され

る。専門家派遣については、日本人専門家に加えて第三国専門家などの登用もなさ

れ、効率的な技術移転がなされた。プロジェクト開始以前からあった既存の土地や

施設、資機材を有効に活用することができた。 

  各項目について概要を以下に述べるが、詳細は付属資料「実績表、評価表」を参

照されたい。 

(1) 日本側 

1) 専門家派遣 

• 長期専門家は、2000 年度より延べ 16 名が派遣された。分野は、場長／  

        ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、次長／業務調整、畑作試験研究、畑作病害虫、畜産、野菜  

試験研究、土壌肥料、農業研修計画の 8 分野で、計画にほぼ準じたもので  

あった。  

• 短期専門家は、必要な分野において 2000 年度より延べ 11 名派遣された。  

• 概して十分な専門能力をもつ人材が、適切な時期に派遣されたと判断され  

る。  

• 南米で適用されている技術を移転するため、ブラジルやアルゼンチンの第 
三国専門家の登用もなされた。 
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表 長期専門家派遣実績 

専門分野 専門家氏名 派遣期間 備 考 

場長／ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 沢地 真 01.07.04～ 03.02.25  

場長／ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 白石 英一 03.02.15～ 05.02.14  

次長／業務調整 中野 久雄 01.09.06～ 03.01.29  

次長／業務調整 大木 智之 03.01.20～ 05.01.19  

畑作試験研究 岩田 文男 97.11.08～ 01.11.07  

畑作技術に係る技術指導 関 節朗 03.03.01～ 05.03.31  

畑作病害虫 三枝 隆夫 98.11.04～ 00.11.03  

畑作病害虫 清水 啓 01.06.04～ 03.06.03  

畑作病害虫 阿部 秀夫 03.11.06～ 05.03.31  

畜産 神田 靖範 97.12.03～ 00.12.02  

畜産 樋口 誠一郎 01.02.05～ 03.02.04  

畜産／有畜複合経営に係る技術指導 堀田 利幸 03.03.01～ 05.03.31  

野菜試験研究 原田 淳之輔 97.05.21～ 01.05.20  

野菜試験研究 柚木 快夫 01.05.09～ 03.05.08  

土壌肥料 久保田 亜希 99.03.31～ 02.03.30  

研究計画 佐藤 忠生 99.04.07～ 01.04.06  

 

表 短期専門家派遣実績（第三国専門家も含む） 

専門分野 専門家氏名 派遣期間 備 考 

土壌物理 福村 一成 00.12.09～ 01.01.19  

不耕起栽培における大豆生理と根系

発達 

辻 博之 01.01.07～ 01.02.04  

農薬適正利用指導 白木 誠 01.11.26～ 02.02.25  

大豆根系分布の改善 塩谷 哲夫 01.11.19～ 01.12.03  

牧畑輪換複合経営経済評価 佐々木 省三 02.08.13～ 02.10.03  

緑肥作物養分還元量推定 宮沢 マリオ 02.08.19～ 02.09.20 ブラジル 

植物寄生線虫分類・同定 Guillermo Cap 02.09.16～ 02.10.30 アルゼンチン 

大豆シストセンチュウ Guillermo Cap 03.08.11～ 03.11.08 アルゼンチン 

土壌地図作成 増田 一稔  03.09.18～ 03.10.13  

肉質評価 Griega Naon 03.09.26～ 03.10.25 アルゼンチン 

除草剤耐性畑作雑草防除 Sergio Adrian 
Cepeda 

04.01.18～ 04.02.21 アルゼンチン 

2) 研修員受入 

• 土壌診断と農協運営分野の研修 3 コースが日本で行われ、CETAPAR スタ   

ッフ 1 名と関係農協職員 5 名が参加した。  

• 大豆病理分野については 1 コースがブラジルにおいて実施され、CETAPAR  

から 1 名が参加した。  

• 日本とブラジルでの研修は研修生に技術面や運営管理面において大きな   

刺激を与え、有効であったと判断される。  

• 農協運営コースにおいては、試験場移管に関する議論の機会をさらに設け   

ることができれば良かったと考える。 
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表 カウンターパート研修受入実績 

研修員氏名 受入期間 協力分野名 研修内容／受入機関 

水野 定敏  01.01.22～ 01.02.25 土壌診断  土壌診断／  
筑波国際センター  

Felicita Fernandez 01.02.05～ 01.02.23 大豆病理  大豆病理／  
ブラジル農牧研究公社  

久保田 洋史  03.08.19～ 03.09.20 農協運営  農協運営／  
東京農業大学・全中  

河野 敏  04.09.06～ 04.09.26 農協運営  農協運営／  
東京農業大学・ JA 士幌  

福井 一朗  04.09.06～ 04.09.26 農協運営  農協運営／  
東京農業大学・ JA 士幌  

小野寺 憲一  04.09.06～ 04.09.26 農協運営  農協運営／  
東京農業大学・ JA 士幌  

原本 功  04.09.06～ 04.09.26 農協運営  農協運営／  
東京農業大学・ JA 士幌  

3) 機材 

• 専門家の携行機材として、2000 年度から 2004 年度までに約 519,807 ドル   

（約 5,458 万円）の機材が配置された。  

• ほぼ適切な資機材が、適切な時期に配置された。  

• 通関等で資機材の納入が遅れたものについても、短期専門家派遣などによ   

る適切なフォローがなされた。  

表 資機材供与実績 

年度 主要資機材名 金額(円) 

2000 年度  土壌 pF 測定器、 pH/イオン計、フィルムスキャナー、など  3,099,500
2001 年度  車輌、コンピュータ、高圧蒸気減菌器、超音波ピペット洗浄器、

小型乾熱減菌器、GPS 装置、など  
1,340,000

10,987,553
2002 年度  顕微鏡、顕微鏡画像解析装置用ビデオカメラ、遺伝子増幅装置、

土壌水分計、ビデオカメラ、など  
7,165,000

2003 年度  トラクター、播種機、牛用消毒機、生物顕微鏡、GPS 装置、実
体顕微鏡、土壌マップ作成用ソフト、など  

11,687,640

2004 年度  ICP 発光分光分析装置、送風乾燥機、試験用とうみ  21,640,000
合計   54,579,693

4) 土地 

• CETAPAR の敷地が継続的に使用できた。  

• プロジェクトの活動を実施するのに十分な土地が確保された。  

 本場  115 ha、分場  56 ha（合計  171 ha）  

 （建物敷地：34 ha、展示圃：6 ha、試験圃：11 ha、飼料圃：4 ha、牧野： 

53 ha、種子生産：55 ha、森林：8 ha） 

• 開始当初より適切な敷地が使用できた。 

5) 施設 

• CETAPAR の施設が継続的に使用できた。（本館、車庫、研究棟、温室、種   

子用サイロ、宿舎、など） 

• 開始当初より適切な施設が使用できた。 
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6) プロジェクト要員配置 

• 2004 年 12 月時点で 5 名の長期派遣専門家を含め、20 名のプロジェクト要   

員が配置されており、その数はプロジェクトを運営するのに適切であった

と考えられる。  

• 開始当初より適切な人材が安定的に配置された。  

表 プロジェクト要員配置実績（2004 年 12 月現在）＊専門家も含む  
班  氏  名  

 白石 英一（専門家）、大木 智之（専門家）  
作物班  阿部 秀夫（専門家）、関 節朗（専門家）、中村 明雄、佐藤 収、Manuel Mayeregger
畜産班  堀田 利幸（専門家）、池田 貴幸、Andrea Gonzalez、  
環境班  園田 八郎（兼務）、干場 健、 Jorge Bordón、Fabio Centurion、Felicita Fernandez、

関 富美男  
総務班  園田 八郎、関 富夫、平野 繁、三浦 りか、白沢 奈美枝  

7) プロジェクト運営経費 

• プロジェクト運営費として、日本側から 2000 年度から 2004 年度までに   

311 万ドル（3 億 2600 万円）が投入された。  

• プロジェクトの年間計画に従い適切に投入された。 

表 プロジェクト運営費投入実績 

（単位：Gs.（約 0.018 円）） 
項  目  2000 年度  2001 年度  2002 年度  2003 年度  2004 年度  

(項)業務管理諸費 950,426,545 1,192,230,630 0 0 0 
(項)ﾌﾟﾛ技協力事業費 1,704,548,000 2,956,000,780 0 0 0 
 (目)現地業務費 1,592,232,000 1,985,820,260    
 (目)派遣諸費 79,016,000 966,246,520    
 (目)実施計画諸費 33,300,000 0    
 (目)調査諸費 0 3,934,000    
(項)技術研修員受入諸費 1,155,000 0 0 0 0 
 (目)調査諸費 1,155,000     
(項)海外技術協力事業費 89,158,645 0 3,925,006,240 4,387,391,407 0 
 (目)派遣諸費 0  0 722,917,000  
 (目)現地業務費 0 0 3,925,006,240 3,664,474,407  
 (目)調査諸費 3,000,000     
 (目)研修諸費 86,158,645     
(項)技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ関係費 0 0 0 0 2,973,080,418 
 (目)技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ経費 0    2,973,080,418 

合  計 2,745,288,190 4,148,231,410 3,925,006,240 4,387,391,407 2,973,080,418 

(2) パラグアイ側 

     1) 派遣専門家及び携行機材に対する特権免除の付与 

• ミニッツに従い必要な措置がとられた。 

 

３－２－２ 成果の達成度 

  全体として、期待された成果が概ね得られたものと判断される。各成果の達成度

を示す指標について以下に述べるが、詳細については付属資料「実績表、評価表」

を参照されたい。 
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「成果１：持続可能な畑作技術の確立」については、育種面では十分な成果があ

ったものの、輪作体系の普及に関しては地域限定的な達成にとどまっている。 

 

指標：大豆の安定多収ならびに食用の有望系統を各 10 系統育成する。  

• 大豆の有望な 17 系統（F8）について、2003/04 年の生産力検定試験に組み  

         入れ有望系統を選定した。2004/05 年には 20 系統以上の有望系統が試験さ  

れている。  

指標：日系農家等の不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体系を大豆栽培

面積の 50％以上に普及する。  

• 緑肥作物の導入は、イグアス移住地については 55～60％の面積に普及して  

いる。  

• しかし、ラパス、ピラポ移住地では、農家が緑肥作物の効果を見守ってい  

ることや小麦作奨励が影響したために緑肥作物の導入面積が 50％に達し

ていない。  

   

「成果２：テラロッシャ地帯における農牧輪換システムの技術の確立」について

は、農牧輪換システムの試験成績がほぼ目標値に近づいている。 

指標：農牧輪換システムにおける草地１ha あたりの放牧頭数を AU4 頭以上と

し 1 頭あたりの平均１日増体量を 600g 以上とする。  

• 04 年 5 月から 8 月、大豆畑へギニアグラスを導入し、交雑肉用牛の増体効  

果調査し、106 日間に 414～488 kg/ha という結果が得られた。  

• この試験において、成牛換算で平均飼養頭数は 46 頭で平均日増体重は      

574g であり、ほぼ目標値の 600g に近い成果があった。  

 

   「成果３：高品質な野菜の生産技術の開発」については、トマトとメロンの品種

開発と栽培方法の改良が完成している。 

指標：高品質トマト（耐病性・貯蔵性等）の株あたり収量を 7 kg 以上とする。 

• 開発した白寒冷紗を用いた雨よけ栽培技術の普及によって、農家実証展示    

圃において株当たり 7 kg 以上の収量を達成した。  

• しかし目標の 7 kg に到達しない地点もみられた。  

指標：高品質メロン（耐病性・貯蔵性・糖度等）の株あたり収量を 12 kg 以上

とする。  

• 育成したメロン新品種を用い、農家実証展示圃において株当たり収量 12 kg  

以上を達成した。  

• 目標の 12 kg に到達しない地点もみられた。  
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「成果４：土壌保全技術の改善」については、作業の進行に伴い達成される見込

みである。 

指標：イグアス移住地約 77,000ha の土壌分類地図を作成する。  

• 調査時点で 88％がほぼ完了している。残り 12％の約 9,000 ha についても  

作業を実施中である。  

 

指標：テラロッシャ土壌における最も適した可給態リン酸分析法を選定する。 

• Bray-II 法がテラロッシャ土壌における最も適した可給態リン酸分析法で     

あることが確認された。  

 

   「成果５：農家等に対する技術指導の拡充」の達成率については、それにかかる

指標データが不十分なために明確な判断が困難である。 

指標：普及講習会に参加したアルトパラナ県内の野菜栽培農家の 60％以上に開

発した野菜生産技術を普及する。  

• 野菜に関する普及講習会では多様な技術の指導がなされたが、技術の実践  

には数年を要する。そのための正確なデータは得られていないが、農家の

聞き取りによると、少なくとも一つの技術を実施した農家は 80％以上とみ

られる。  

 

３－２－３ プロジェクト目標の達成度 

  プロジェクト目標である「パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農業技

術の開発」はおおむね達成されると考えられる。大豆の単収は、平年並みの気象条

件ではほぼ達成されている。農牧輪換システムにおける肉牛の増体重は目標値を達

成した。トマトとメロンの単収はイグアスの生産者では十分に達成されている。プ

ロジェクト目標の各指標の詳細については、付属資料「実績表、評価表」を参照さ

れたい。 

 

指標：日系農家等において、大豆が畑地 1 ha あたり 3 ton 以上で安定して生産さ

れる。  

• 優良品種系統の育成や不耕起栽培方法の改良などの研究成果が日系農家に    

普及されている。  

• 02/03 年の大豆収量は、イグアス 2.9 ton/ha、ピラポ 3.2 ton/ha、ラパス 3.2  

ton/ha で平均 3.1 ton/ha となり、目標値を超えた。  

• ただし、03/04 年は生育後期の干ばつのために 2.4 ton/ha と落ち込む結果と   

なった。  
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表 大豆の平均生産性 

（単位： ton/ha）  
地 区  2001～ 2002 2002～ 2003 2003～ 2004 平均  

イグアス  3.0 2.9 2.3 2.7 
ピラポ  2.3 3.2 2.7 2.7 
ラパス  2.1 3.2 2.1 2.5 
3 地区平均  2.5 3.1 2.4 2.7 
パ国全体  2.4 2.9 - 2.6 

 

指標：農牧輪換システムにおいて、肉牛が草地 1 ha あたり 840 kg／年以上生産さ

れる。  

• CETAPAR 圃場、ラパスの農家圃場において、農牧輪換 3 年目の 03/04 年に  

草地 1ha の肉牛生産性が 1,272 kg/年まで増大した。  

• 農家経営的に有利なシステムとなるようさらなる検討が必要である。  

表 低収大豆畑跡地の牧草による肉牛の生産性 

（単位：kg/年・ha）  
 1 年目（ 2001～ 02）  2 年目（ 2002～ 03）  3 年目（ 2003～ 04）  
肉牛の生産性  547 936 1,272 

指標：野菜生産農家において、2003 年 5 月までにトマトが 1 ha あたり 40 ton 以

上、メロンが 1 ha あたり 20 ton 以上生産される。  

• イグアスでの野菜生産実績によると、トマトは 131 ton/ha（01/02 年）、メロ   

ン 29 ton/ha（02 年）で目標を超えている。  

• イグアスでは、国内の他産地に比べて生産性が高い。  

表 野菜生産の実績平均値  
（単位： ton/ha）  

 オレアリ  マジョルキ

ン  
イグアス  ミンガグア

ス  
その他  

トマト  
（ 2001～ 02 年）  

106 90 131 100 70 

メロン（ 2002 年）  19 14 29 - - 

 

３－２－４ 上位目標の達成度 

  「パラグアイ東部地域における農業の振興を図る」という上位目標に対する指標

を「パラグアイ東部地域における主要農畜産物の生産量が 2000 年（基準年）より

上位安定する」としている。最重要作物である大豆については、前述のように、東

部地域に位置するイグアス、ピラポ、ラパスの日系移住地において拡大する傾向が

認められる。ただし、単位収量や作付面積に対して、干ばつや国際価格変動の影響

などがみられる。  

  CETAPAR では、大規模農家の大豆作、小規模農家の野菜作、肉牛生産を主な対
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象として取り上げており、多くの研究成果を普及していく体制をとっている。その

ため、上位目標達成に向けて貢献しているとみてよい。ただし、その貢献の度合い

を面的に確認することは困難であり、現在のところ明らかではない。  

 

３－３ プロジェクト実施のプロセス 

 プロジェクト実施における活動は、概ね計画通り実施されたと判断される。各活動

項目の実績について以下に述べるが、詳細については付属資料「実績表、評価表」を

参照されたい。 

(1) 持続可能な大豆栽培技術の確立 

     大豆の栽培技術として、品種の育成、大豆・緑肥作物の輪作体系、豆根系分布

の改善、土壌改良資材・肥料の評価、作物の養分吸収特性と土壌への還元率の解

明、大豆病害虫の発生の実態調査、大豆病害虫に対する環境保全型防除技術の開

発を課題として取り組んできた。土壌改良資材・肥料の評価と防除技術の開発に

ついては遅れや、滞りがみられるものの、これらは全体としては計画に沿って進

められてきた。 

1) 大豆新品種育成のための試験を実施する。 

• 大豆新品種育成のための交配を行い、F1「一代交配種」（138）、F2「雑種第   

2 世代」（50）、F3（27）、F4（11）の世代促進と F5（2,200 個体）、F6（374

系統）、F7（50 系統）個体・系統選抜を実施し、種子を確保した。生産力検

定予備試験に供試した 17 系統（F8）については、2003 年生産力検定試験に

組み入れ有望系統を選定した。今期はそれ以上の系統の試験を実施している。 

• 農牧省と共同で小麦の有望品種・系統を選定するために生産力検定試験を実   

        施し、その結果に基づいて Itapua-60 と IAN-10 が新品種として登録された。

また、製パン用に適する材料も 3 系統選定された。  

2) 不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体系の開発のための試験を実施する。 

• 輪作体系として、冬季に白えん麦、ヒマワリ、ベニバナを供試し、当地域で 
の生育特性、収量性を明らかにした。 

3) 不耕起栽培における大豆根系分布の改善のための試験を実施する。 

• 不耕起栽培条件下で大豆の収量低下要因となっている根の伸長阻害要因と 

改善方法を調査した。 

• 豆根の伸長阻害要因として耕盤の形成が最も影響しており、その改善手段と 
してコルターを使用したスリット播種が有効であることを明らかにした。 

4) 不耕起栽培における土壌物理性と肥沃度を分析し、土壌改良資材、肥料を評価

する。 

• 石膏施用による深層土壌の改善効果を調査し、可吸態リン酸及び交換性カル 

シウム濃度を高めること、また深層土壌の改良効果があることが認められた。 

• 肥料の種類・施肥量の評価は、肥料の種類が常に変動しており、また評価試 
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験は民間業者が実施しているため、試験設計の見直しにより中止された。 

5) 不耕起栽培における各作物の養分（N・P・K）吸収特性と土壌への還元率を解

明する。  

• 冬季に栽培する経済作物ならびに緑肥作物の吸収特性と土壌への N、P、K の  

還元率について、小麦、えん麦、紅花、ベッチの 4 作物を用い試験され、そ

れぞれの特性が明らかにされた。  

6) 大豆病害虫の発生の実態を調査する。 

• イグアス地域の大豆圃場における大豆主要病害の発生状況を調査し、現在ま  

でに 11 種の病害を確認した。 

7) 大豆病害虫に対する環境保全型防除技術の開発のための試験を実施する。  

• ダイズゾウムシの発生生態の確認試験が完了し、効果的な防除法を確立のた  

めの試験が実施されている。  

• 2002 年パラグアイで初めてのダイズシストセンチュウを確認し、レースの同  

定を実施し、モニタリング調査を行っている。  

• ダイズネコブセンチュウの発生生態の解明が行われた。  

• ギニアグラスの導入により大豆圃場のネグサレセンチュウの密度が大きく   

軽減される効果が確認された。  

• 各種防除法の開発が現在進められている。 

 

(2) テラロッシャ地帯における農牧輪換システムの確立 

     農牧輪換システムに関する試験は、計画に沿って順調に実施されて、必要な試

験結果が得られている。 

1) 草地／大豆・飼料作物の輪作体系の確立のための試験（土壌試験を含む）を実

施する。 

• 草地からの転換畑において、大豆・冬季飼料作物の生産性を調査した。  

• 大豆畑へのギニアグラス導入による交雑肉用牛の増体効果を調査した。  

• 冬期用一年生飼料作物の適応性試験を、えん麦とイタリアンライグラスの 19 

系統を用いて実施している。 

2) 若齢肉牛の肥育技術の確立のための試験を実施する。 

• 冬期に放牧牛へ補助飼料を給与することにより、増体量が 22～58％増大する  

ことが確認された。 

 

(3) 高品質野菜の生産技術改善 

   トマトとメロンを対象として、高品質野菜の生産技術の開発が進められ、普及活

動の基礎が完成している。 

1) 高品質トマトの生産技術の改善のための試験を実施する。 

• 白寒冷紗を用いた雨よけ栽培技術を開発・普及し、育成されたトマト品種  
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「Super CETAPAR」とともに、農家レベルにおける収量増大に貢献した。 

2) 高品質メロンの生産技術の改善のための試験を実施する。  

• 高品質（耐病性、貯蔵性、高糖度）メロンの新品種「Luna Yguazú」を育成  

した。  

• 育成したメロン新品種を用い、農家実証展示圃において高収量が得られるこ  

とを実証した。  

 

(4) 土壌保全技術の改善 

     イグアス移住地の土壌分類図が完成に向けて作業が続けられている一方、農家

の土壌診断活動が継続的に実施されている。 

1) 土壌分類調査を実施する。 

• イグアス移住地 77,000 ha のうち 88％の土壌分類図がほぼ完成した。  

• 残り 12％については土壌サンプリングが完了し、分析が進められている。 

2) 農家圃場の土壌を診断する。 

• 土壌診断法を検討し、Bray-Ⅱ法がテラロッシャ土壌における可給態リン酸 

分析法に最も適した手法であることを確認した。 

• 年間約 400 点の農家土壌を分析し、施肥、保全等につき指導を実施した。 

 

(5) 農家への技術サービス普及、及び日系農協中央会や他機関における人材育成 

日系人および非日系人を対象とした農業技術普及講習会の開催、農家実証展示圃

場の設置、営農相談の実施などを通じ、技術サービスの普及と人材育成が進めら

れている。 

1) 普及講習会を開催する。 

• 普及講習会が 2001-03 年に日系農家対象 27 回（642 名）、非日系農家対象 26 

回（802 名）が実施された。 

2) 農家実証展示圃場を設置する。 

• 2001-03 年にトマトとメロンの展示圃場が、それぞれ 38 カ所（5 県）、10 カ  

所（1 県）設置された。 

3) 営農相談を実施する。 

• 2001-03 年に約 1,700 件の営農相談を受けた。  
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第４章 評価結果 

 

４－１ 評価 5 項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

  プロジェクトの妥当性は調査時点においても維持されていると判断される。プロ

ジェクト目標は、パラグアイの農業開発政策、すなわち主要農産物の競争力の向上

や小農の活性化と整合性がある。ターゲットグループの全般的なニーズとも整合性

がある。また、日本の援助事業としての妥当性も確保されている。 

 

相手国側の開発政策との整合性 

• パラグアイの基幹産業である農業セクターは小農が基本となっていて、その活性

化のためには小農の農業生産基盤と技術を強化して生産性を向上させるととも

に、生産物の多様化と付加価値の向上を図ることが緊急の課題となっている。 

• 最も重要な輸出産品である大豆の生産は、主に中・大規模農家に依存しているが、

病虫害、連作障害、農薬や化学肥料の多投入による環境汚染、土壌の劣化等諸々

の課題を解決しながら現在の生産量を維持させるとともに、持続的な営農に転換

させることが必要とされている。 

• これら両課題を包含した本プロジェクトの目標は、パラグアイの農業分野の開発
政策と一致している。 

 

ターゲットグループのニーズとの整合性 

• 上記のように、プロジェクト目標はターゲットグループであるパラグアイ東部地

域の畑作・畜産・野菜栽培農家の全般的な問題意識とも一致していると考えられ

る。 

 

日本の援助事業としての妥当性 

• 本プロジェクトで期待されている成果（課題）は、1962 年の設立以来蓄積され

た豊富な研究実績のうえに、新たな技術と知識を積み重ねることによって、より

良い技術が開発され、それらを日系農家に限らず非日系農家にも提供することは、

パ国農業全体の底上げを図るうえで非常に合理的な援助手法であったと考える。 

• 日系社会には優良な農協組織と豊富な営農経験を有する農家が活躍しており、こ

れらの援助リソースを活用した技術協力を実施する意味からも妥当性があった

といえる。  

• JICA パラグアイ事務所が作成した国別援助実施計画（2004 年 7 月）においては、

5 つの援助重点分野とそれらに対する協力プログラムを策定しているが、本プロ

ジェクトは下記の重点分野・プログラムに対応するものであり、わが国の援助方

針に沿った事業であるといえる。 
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重点分野１：メルコスール域内外の競争時代に対応しうる経済競争力強化 

プログラム１－１：品種改良・病害虫・土壌問題への対応を通じた大豆等 

農産物生産支援 

重点分野２：貧困層への社会サービスの充実と収入の維持向上 

プログラム２－４：農業生産技術の教育、農産物の多様化・付加価値化支援、 

大土地所有者・日系農協等大農協との連携を通じた小農の 

自立化支援 

 

４－１－２ 有効性 

  プロジェクトの有効性は全体として高いと判断される。概ね計画に従った成果が

達成されつつあり、その結果としてプロジェクト目標が概ね達成される見込みであ

る。 

プロジェクト目標の達成見込み 

• プロジェクト目標である「パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農業技

術の開発」は概ね達成される見込みである。 

• 主要作物の大豆については、適正品種の選抜や育種開発、不耕起栽培による問題

点の対策など、実用的栽培技術が開発されて、それを活用することにより農民の

生産の改善が進んでいる。 

• 持続可能な農牧輪換システムの開発については、2010 年 3 月を完成目標年次と

して研究を開始したものであり、今後も継続的に調査を行う。  

• 野菜生産技術の開発については、高品質なトマトとメロンの育種開発と生産技術
の改善という目標を達成した。  

成果の目標達成に対する貢献 

• 全体的に活動が円滑に行なわれ、成果が概ね計画どおり効果が発現してきた結果

としてプロジェクト目標が達成されつつあるといえる。  

• 2001 年 2 月に作成された中長期試験研究計画に基づき、合計 45 項目に及ぶ試験

研究を実施してきた。これらの試験研究の成果は、各期の試験成績概要書にとり

まとめるとともに、農家レベルで活用できる新しい技術や情報についてはあらゆ

る広報手段を駆使して技術普及に努めてきた。  

 

４－１－３ 効率性 

  プロジェクトの効率性は高いと判断される。投入が有効に成果の達成に向けて活

用された。第三国専門家などの派遣は効果の発現を促進した。関連プロジェクトや

関連機関との連携事業や共同研究も多く実施され、プロジェクト要員の能力向上に

貢献した。 

成果と投入の関連 

• 期待された成果は、ほぼ達成される見通しであることが確認された。 

• 投入のほぼすべてが日本側の投入であったが、量、質、時期ともに概ね適正であ
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り、成果の達成に向けて有効に活用された。 

投入の構成 

• 専門家派遣、研修員受入、機材供与、土地、施設、要員配置、運営経費からなる
投入の組み合わせは適正であり、成果の達成に向けて有効に活用された。 

• 第三国専門家などの派遣を行なう等工夫したことは効果の発現を促進した。 

• ブラジルにおいて第三国個別研修を実施し、より具体的で現地の課題に密着した
研修成果を得ることができ効果的であった。 

関連協力事業との関連 

• CETAPAR は以下の関連機関との連携事業を実施しており、プロジェクトの効果

的、効率的実施に寄与した。  

・農牧省／ドイツ GTZ／ JICA の三者間での、不耕起栽培技術の確立のための各    

種調査。  

・独立行政法人国際農林水産業研究センター（ JIRCAS）の｢南米大豆広域総合研  

究プロジェクト｣および「持続的農牧輪換システムにおける畑作物・肉牛の生

産性と土壌環境への影響評価」をテーマとした共同研究。  

・「パラグアイ小農野菜生産技術改善計画（パラグアイ国立農業研究所（ IAN））」

との連携事業として、トマトとメロンの優良品種の選定と育種。  

・「パラグアイ大豆生産技術研究計画（パラグアイ国立地域農業研究センター

（CRIA））」と連携した、大豆の品種を育成するための交配、および相互の圃

場にて生産力検定試験。  

・農牧省家畜試験研究局との「冬季補助飼料給与による交雑肉用牛の増体効果試  

験」。  

 

４－１－４ インパクト 

  いくつかの正のインパクトが確認された。パラグアイ東部地域における農業の振

興に対するインパクトが期待される。上位目標であるパラグアイ東部の農業振興に

対して刺激を与えると考えられる。多くの技術普及がなされたため、生産者の収入

向上に貢献している。多くの一般市民が CETAPAR へ農業技術を習うために訪問す

るようになった。また共同試験を通じて、いくつかの政府機関がさらなる技術向上

の必要性を自覚した。なお、負のインパクトは現時点で認められない。  

上位目標達成の見込み 

• 上位目標である「パラグアイ東部地域における農業の振興」に対して、持続可能
な実用技術の開発・普及を目的とする本プロジェクトの貢献が期待される。 

生産者に対するインパクト 

• 大豆、小麦、緑肥作物の良質な種子生産システムが確立され、生産物の成熟期が
均一化されるとともに、生産物個体間の品質上のバラツキがなくなり、より良い

農産物の生産につながるものと期待されている。  

• 生産した純度の高いトマト原種種子を、先導的農家 74 名、農牧省普及員 62 名に
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配布し、併せて自家用種子採取技術の普及が行われた。  

• 育種したトマトの特性として色と形質と貯蔵性に優位性があることから、市場価

格が他品種の約 30％高価格で引き取られ、生産者の収入の向上に大きく寄与し

ている。  

• 育成されたメロンの新品種「Luna Yguazú」の種子が約 350 戸の農家に配布され

た。  

パラグアイ人に対するインパクト 

• CETAPAR における豊富な研究実績や技術力の高さが徐々にパ国内関係者に知れ

渡り、パ国内の研究機関、大学関係者、小学・中学・高校レベルの生徒等が多数

来訪するようになってきている。  

パラグアイ組織に対するインパクト 

• CETAPAR がダイズシストセンチュウの発生を確認したことで、パ国農牧省自ら

が認識しその対応に積極的に乗りだした。  

• 農牧輪換システムに関する技術指導の中で、肉質評価の重要性が指摘され、畜産

行政と民間業者の認識を改めさせる契機となった。  

• CETAPAR で開催された土壌検査基準統一のための研修会において、パ国農牧省

や他の試験研究機関が検査能力の向上と組織体制の整備の必要性を自覚した。  

 

４－１－５ 自立発展性 

  2010年 3月に、試験場をパラグアイ日系農協中央会に移管することを計画し、2010

年までの 5 年間は第 2 フェーズ協力の実施が計画されている。第 2 フェーズ協力の

実施期間中、移管後の新生 CETAPAR の運営体制について、財務面も含めた具体的

な検討が必要と考えられる。 

制度・組織面 

• 本プロジェクトは、2010 年 3 月に日系農協中央会に移管・引継がれるという方

針のもと、試験研究課題のしぼりこみと、移管の方向性や対応策の協議を行なっ

てきた。今後の 5 年間に、試験場組織の自立発展性を高めるために更なる努力が

必要である。  

• 自立発展のための組織能力や運営管理能力については、移管後の試験場における
活動業務内容を確定しつつ、パラグアイ日系農協中央会と各単協（地域農協）の

試験場に対する役割を明確にする必要がある。 

財務面 

• 試験場をパラグアイ日系農協中央会に移管後、財政的にひとり立ちできる体制を

確立することが、最も重要である。幅広い収入源を確保しながらも、体制をスリ

ム化することによって支出を抑えた事業計画を作成することも課題である。 

技術面 

• プロジェクト要員は、移転された技術や、現プロジェクトの管理能力については、
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そのほとんどを習得していると考える。また、施設や資機材の保守管理状況も良

好であり、今後の活用に支障はない。 

• 変化の大きいパラグアイの営農課題を解決し、そのための新技術を導入するため

に、先進的な技術を有する試験研究機関との連携や支援を得られる仕組みを維持

することが必要である。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 効果発現に貢献した要因 

       本件は、技術協力プロジェクトに移行する以前から試験場の試験研究と運営

の実績を積み重ねてきており、また専門家についても継続的に派遣されていた

ことから、全体として実現性のある計画が策定されていた。 

       プロジェクトの実施プロセスに関しては、日本側とパラグアイ側双方で合意

がなされた計画に沿って円滑に進めることができた。プロジェクト実施期間中、

毎年、我が国から運営指導調査団が派遣され、本試験場の活動について調整が

行われていた。その結果はパラグアイ政府側に報告されている。 

(2) 問題点及び問題を惹起した要因 

    活動の当初計画に含まれていた肥料・土壌改良資材の評価に関しては、肥料

等の種類が頻繁に変化していることや民間業者が効果試験に参入していること

により、試験場において実施することが不適であると判断されるに至った。 

 

４－２ 結論 

 本案件は、計画通りの投入がなされ、着実に活動を進められた結果、案件終了時に

おいて、ほぼ所定の成果・目標が達成しうるものと、判断された。  

 5 項目評価の視点で、妥当性、有効性、効率性、インパクトの評価は、概ね高い評

価結果となった。自立発展性に関しては、組織面、財政面の点でいくつかの課題が認

められた。  

 以上により、プロジェクト終了時までにプロジェクトは目標をほぼ達成することが

期待できることから、本運営指導（終了時評価）調査団は、計画通り 2005 年 3 月末を

もって本案件を終了すべきと結論づけた。  
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

(1) プロジェクトチームは、成果をより高めるために、残されている活動を引き続

き実施すること。 

(2) プロジェクトチームは、以下の課題に焦点を当てた後継プロジェクトの実行計

画を準備すること。 

a) より多くの農家に、開発された技術を普及する 

b) 試験・研究結果を実用的なもの（資料として）にまとめる 

c) CETAPAR がパラグアイ東部地区の農業開発の中心的センターとして整備され 

る 

(3) パラグアイ東部地区の農業開発促進のために、プロジェクトチームと農牧省関

係機関との協調をより強化すること。 

 

５－２ 教訓 

(1) PDMの指標については、適切なモニタリングを通じて設定すべきである。また、

案件の評価をスムーズかつ明確に実施するため、評価指標のための基本データや情

報は定期的に確認されることが重要である。  
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第６章 総括（まとめ） 

 

(1) これまで同試験場は移住者への営農支援サービスを主体とし、パラグアイの周辺

地域の農業も対象に営農技術開発および普及活動を展開して来た。しかし、2010 年

の移管を前提に 2000 年からは周辺地域を含め、農協活動を通じた地域活性化事業と

して技術協力プロジェクト化し、『パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農

業技術が開発される』をプロジェクト目標に、5 つの課題について活動を行ってき

た。  

(2) また、第 1 フェーズ協力は、将来の移管を念頭に、これまで JICA 主体で行って

きた活動と体制の整理を行なう期間と位置づけ、活動を行ってきた。  

(3) その結果、5 課題の活動は計画通り進捗し、プロジェクト目標はほぼ達成される

と見込まれることから、本プロジェクトは 2005 年 3 月 31 日をもって当初予定通り

終了し、第 2 フェーズ協力へ移行することが適当と判断した。  

(4) 野菜に関する試験は、第 1 フェーズ協力期間中に所期の目的を達成し、活動を終

了させた。この様に、試験研究活動を整理し、試験場活動のスリム化に努めている。

本邦派遣の専門家および旧在外事務所スタッフであった現地要員は、プロジェクト

開始当初の 25 名から 20 名（派遣専門家 5 名，現地スタッフ 15 名）に減少したもの

の、試験場運営経費に年間約 5,800 万円（平成 16 年度実行計画）を投じており、2010

年の農協への移管に向けて、更なるスリム化が必要である。  

(5) 機材は派遣専門家の携行機材として整理している。一方、建物は移住事業費で建

設されたもので、第 1 フェーズ協力中に新たに建設したものはない。 

(6) 現在の移住地、特にイグアスと南部のピラポ、ラパス移住地は、不耕起栽培によ

るダイズおよびコムギの 2 毛作が行われ、畑作の単一経営に特化している。10 月か

ら 12 月のダイズの播種時期には、移住地内のみならず大豆栽培地帯のほぼ全面で除

草剤が散布されているが、この除草剤散布の影響によって、移住地や周辺地域の野

菜や果樹などの他の作物が栽培できないと言われている。ただし、その因果関係は

確認されていない。また，ダイズシスト線虫やさび病が新たな病害虫として農家の

関心を集めており、これらの病害虫が農家の経営を圧迫する可能性もある。このよ

うな除草剤を用いた単一栽培が自然環境および農業環境に及ぼす影響や、新たな病

虫害などは、パラグアイだけの問題ではなく、南米の畑作地帯における共通の課題

と言える。かかる問題に関しては、移管先たる農協が試験課題として取り組めるも

のではなく、また、南米地域におけるダイズや畑作に関する協力の中で検討すべき

問題である。なお、この理由をもって、農協に対する試験場移管が時期尚早との議

論にはならない。  

(6) 農林水産省、 JIRCAS（独立行政法人国際農林水産業研究センター）、東京農業大

学などは南米における拠点作りを模索しているとの情報もあって、農協活動の側面
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的な支援とする為に、これら機関との連携の可能性を探る必要がある。 
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パラグアイ農業総合試験場プロジェクト第 1 フェーズ  
運営指導調査（終了時評価）  

別   添 資 料  
 

 

1．調査日程  

2．主要面談者リスト  

3．ミニッツ（英）  

4．ミニッツ（西）  

5．PDMe 

6．実績表、評価表（和）  

7．専門家派遣実績（和）  

8．資機材リスト（和）  

9．カウンターパート研修受入実績（和）  

10．プロジェクトスタッフ（和）  

11．日本側ローカルコスト負担実績（和）  

12．関係図・組織図（和）  

13．その他関係機関等との関係（和）  

14．その他活動実績（和）  

 
 



CETEFFHO：ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ園芸総合試験場、CETABOL：ﾎﾞﾘﾋﾞｱ農業総合試験場、CETAPAR：ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ農業総合試験場

日数 月日 曜日 宿泊地

1 11月3日 水 18:45 （発）成田（JL048）→

2 11月4日 木

07:35

10:45

（着）サンパウロ
（発）サンパウロ（RG8880）
（着）サンタクルス

CETABOL打合せ

オキナワ

3
～
13

11月5日
～

11月15日

金
～
月

CETABOL
・終了時評価（現地調査、
■聞き取り、評価分析、結果
■取りまとめ）
・計画策定（聞き取り、PDM
■案作成、活動計画案作成等）

オキナワ

14 11月16日 火
移動：サンタクルス→アスンシ
■■■オン→イグアス

オキナワ

15 11月17日 水
・CETAPAR打合せ・協議
・日系農協中央会との協議

イグアス

16
～
24

11月18日
～

11月26日
木

CETAPAR
・終了時評価（現地調査、聞き
■取り、評価分析、結果取りま
■とめ）
・計画策定（聞き取り、PDM案
■作成、活動計画案作成等）

イグアス

25 11月27日 土
17:00
11:15 ・資料整理 イグアス

26 11月28日 日 18:45 （発）成田（JL048）→

07:10
11:10
12:40
PM

・合流
・調査団内打合せ

イグアス

27 11月29日 月

07:35

11:15
PM
PM

（着）サンパウロ
（09:15発、RG8000）
（着）ブエノスアイレス
・アルゼンチン事務所打合せ
・INTA表敬・打合せ

08:00
09:00
10:30
PM

（総括）
ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ
（その他）
イグアス

28 11月30日 火
・CETEFFHO移管式
・レセプション

終日

（総括）
ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ
（その他）
イグアス

29 12月1日 水

09:40

11:30

16:50
PM
PM

（発）ブエノスアイレス
（PZ702）
（着）アスンシオン
（15:40発、PZ726）
（着）イグアス
・調査団内打合せ
・農協等関係者との懇親会

終日 イグアス

30 12月2日 木

08:00
08:30

AM～PM
16:45
17:25

アスンシオン

31 12月3日 金

AM
11:30
14:30
16:00

アスンシオン

32 12月4日 土

11:50
12:30
PM

サンタクルス

33 12月5日 日 終日 サンタクルス

34 12月6日 月

09:00
14:30
PM

オキナワ

35 12月7日 火

AM
PM
PM

AM
PM

サンファン、
オキナワ

36 12月8日 水

09:00
10:00

11:30

PM

07:00
08:00
09:30
10:30
PM

サンタクルス、
ラパス

37 12月9日 木

07:00
08:00
09:00
10:00
15:00
16:00
20:00
21:00

08:00
09:00 サンタクルス

38 12月10日 金

AM
15:20
20:05

39 12月11日 土 0:35
40 12月12日 日 13:10

南米三農業総合試験場　運営指導調査　日程

（発）成田（JL062）→
（着）ロサンゼルス（13:30発,RG8837）
（着）サンパウロ（10:10発,RG8902）→
（着）アスンシオン（12:00発,PZ710）→
（着）イグアス）
・調査団内打合せ

CETAPAR打合せ
日系農協中央会との協議（於イグアス農協）
イグアス日系人会との協議
CETAPAR打合せ

・調査団内協議
・プロジェクトスタッフからの聞き取り
・ミニッツ（案）作成

・調査団内協議
・プロジェクトスタッフからの聞き取り
・ミニッツ（案）作成
・調査団内打合せ
・農協等関係者との懇親会

イグアス日系人会との協議
日系農協中央会との協議（於：イグアス農協）
CETAPAR施設状況確認、プロジェクトスタッフからの聞き取り、ミニッツ案作成
（発）イグアス（PZ711）
（着）アスンシオン

プロジェクト合同調整員会（JCC）準備
JCC（評価結果報告、署名）
JICAパラグアイ事務所報告
在パラグアイ日本大使館報告

（発）サンタクルス（5L100）
（着）ラ・パス
■JICAボリビア事務所打合せ
■農牧農村省表敬、協議
■ミニッツ（案）作成

（発）アスンシオン（PZ702）
（着）サンタクルス
・CETABOLプロジェクト専門家との打合せ
・調査団内打合せ
・評価分析

CETABOLプロジェクトスタッフとの打合せ
オキナワ農協、サンファン農協との協議（第5回合同移管準備委員会）
ミニッツ案作成

・プロジェクトスタッフとの協議、評価分析、施設見学
・移動：サンタクルス→サンファン
・サンファン農協との協議、サンファン移住地関連施設見学

・プロジェクトスタッフとの協議、評価分析、施設見学
・ミニッツ（案）作成

・資料整理
（発）サンタクルス（RG8881）→
（着）サンパウロ

（発）サンパウロ（JL047）→
（着）成田

①総括 ③協力計画 ②計画評価 ④評価分析

・JICAコーヒー栽培プロジェクト関係者との意見交換
・JICA小規模農家向け優良稲種子普及計画プロジェクト関
■係者との意見交換、施設見学
・JICA小規模畜産農家のための技術普及改善プロジェクト関
■係者との意見交換、対象者農家見学
・移動：サンファン→サンタクルス

（発）サンタクルス（5L100）
（着）ラ・パス
■JICAボリビア事務所打合せ
■プロジェクト合同調整委員会（評価結果報告、署名）
■在ボリビア日本大使館報告
■JICAボリビア事務所報告
（発）ラ・パス（LB869）
（着）サンタクルス

ミニッツ（案）作成
（以下、同左）
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主要面談者リスト（敬称略）  
 
A. アルゼンチン 

1. INTA 
  Carlos Cheppi   総裁  

2. アルゼンチン花卉種苗協会  
  Carlos Gasperi     協会代表  

3. 在アルゼンチン日本大使館  
 永井 慎也        大使  

4. アルゼンチン園芸試験場  
  西山 甲子男       チーフアドバイザー／場長（長期専門家）  
  生駒浩樹ｴｸﾄﾙﾌｧﾋﾞｱﾝ  業務調整（長期専門家）  
  宮島 郁夫        栽培技術（短期専門家）  

5. JICA アルゼンチン事務所  
  高井 正夫        所長  
 
B. パラグアイ 

1. 農牧省（MAG）  
  Antonio Ibanez      農牧大臣  
  Carmen Galdona         企画総局局長  

2. 日系人会、農業協同組合  
  河野 敏               日系農業協同組合中央会 会長  
  久保田 洋史                日系農業協同組合中央会 移管委員会長  
  井上 幸雄                 イグアス農業協同組合 組合長  
  黒沢 貢次                 イグアス農業協同組合 理事  
  堤  広行                 イグアス農業協同組合 理事  
  栄田 祐司                 社団法人イグアス日本人会 会長  
  福井 一朗                 社団法人イグアス日本人会 副会長  

（イグアス振興会）  

3. パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR) 
   白石 英一        チーフアドバイザー／場長（長期専門家）  
   大木 智之    次長／業務調整（長期専門家）  
   阿部 秀夫    畑作業害虫（長期専門家）  
   関  節朗        畑作技術（長期専門家）  
   堀田 利幸    畜産・有畜複合経営（長期専門家）  
   園田 八郎        総務班班長  

4. JICA 個別派遣専門家  
  泉原 明        農牧政策アドバイザー（長期専門家）  

5. 在パラグアイ日本大使館  
  須藤 紀夫    参事官  
  島田 嘉幸    書記官（経済・技術協力班）  
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6. JICA パラグアイ事務所  
  斎藤 寛志    所長  
  福井 康        所員（班長）  
  高倉 潤           所員  
 
C. ボリビア 

1. 農民問題農牧省  
  Victor Barrios      次官  
  Alejandro de Urioste Limarino 農牧食料安全総局 局長  

2. 公共投資海外融資庁  
  Rodorigo Castro O.      次官  

3. 日系農業協同組合  
  安里 ディオニシオ        コロニアオキナワ農牧総合協同組合 組合長  
          （移管準備委員会委員長）  
  西沢 篤視                 サンファン農牧総合協同組合 組合長  
                （移管準備委員会副委員長）  
   福地 清                コロニアオキナワ農牧総合協同組合 総支配人  

  （移管準備委員会書記）  
   近藤 勇                  サンファン農牧総合協同組合 総支配人  
                （移管準備委員会監事）  
   屋良   朝昭                  コロニアオキナワ農牧総合協同組合  
                （移管準備委員会委員）  
   島袋   義和           コ ロ ニ ア オ キ ナ ワ 農 牧 総 合 協 同 組 合  副 組 合 長  
          （移管準備委員会委員）  
  津嘉山 朝英         コロニアオキナワ農牧総合協同組合  

（移管準備委員会委員）  
  具志堅 オスカル         コロニアオキナワ農牧総合協同組合  

（移管準備委員会委員）  
  喜久山 盛善        コロニアオキナワ農牧総合協同組合  

（移管準備委員会委員）  
  大西 和重       サンファン農牧総合協同組合副組合長  

（移管準備委員会委員）  
  大塚 正明            サンファン農牧総合協同組合  

（移管準備委員会委員）  
  大堀 悟             サンファン農牧総合協同組合  

（移管準備委員会委員）  
  吉永 克則      サンファン農牧総合協同組合  

（移管準備委員会委員）  
  池田 潤           サンファン農牧総合協同組合  

（移管準備委員会委員）  
  米倉 清治            サンファン農牧総合協同組合 幹事長  

4. ボリビア農業総合試験場（CETABOL）  
  高木 繁           チーフアドバイザー／場長（長期専門家）  
  小林 伸行       次長／業務調整（長期専門家）  
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  坂口 功                 家畜飼料管理（長期専門家）  
   河野 満                 植物病理（長期専門家）  
   久保田  大輔          土壌肥料（長期専門家）  
   ブラボ岸本研治                企画・調整班 班長  
   大田 勉                 畜産班 班長  
   宮里   幸弘                 作物班 班長  

5. JICA 個別派遣専門家、シニアボランティア  
  吾郷 秀雄      農牧開発計画（ JICA 個別派遣長期専門家）  
  西内 士郎          農協経営（ JICA 日系社会シニアボランティア） 
  岩崎 寿光          農業（ JICA 日系社会シニアボランティア）  

6. 在ボリビア日本大使館  
  中村 一博           参事官  
  野津 裕之           書記官  

7. JICA ボリビア事務所  
  蔵元 文吉           所長  
  前田 英男            次長  
  登野 城優          職員（担当）  

8. 小規模農家向け優良稲種子普及計画プロジェクト  
  利光 浩三          チーフアドバイザー（長期専門家）  
  Emilio Chileno I.          Responsable C.R.I. Yapacani, Centro de 
                                   Investigacion Agricola Tropical（CIAT）  
   Demetrio Llanos Gomez        Assitente tecnico C.R.I Yapacani, Centro de 
                 Investigacion Agricola Tropical（CIAT）  

9. 小規模畜産農家のための技術普及改善計画プロジェクト  
  小林 進介          チーフアドバイザー（長期専門家）  
  北野 日士          業務調整・研修（長期専門家）  
  Daniel O. Calderon B.     MVZ Director Ejecutivo, Centro Nacional de 

  Mejoramiento de Ganado Bovino Uagrm-JICA 
                                  Leoncio Parra Oropeza Profesor, Universiad 
                                   Autonoma Gabriel Rene Moreno 

10. コーヒー栽培プロジェクト  
  Jose Ualverdo      Responsable Are Prodacion, CEPAC 
  Alfredo Moya         Coordinator Project Cafe, CEPAC 
 



























































































































 
１．PDMe 
プロジェクト名：パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR） 期間：2000年 4月 1日～2005年 3月 31日 
対象地域：アルトパラナ県ほか（パラグアイ東部地域） ターゲットグループ：畑作・畜産・野菜栽培農家、日系農協職員 
 作成日：2004年 12月 3日 

プロジェクトの要約 指  標 指標データ入手手段 外部条件 
上位目標 
   パラグァイ東部地域における農業の
振興を図る。 

 
パラグァイ東部地域における主要農畜産物

の生産量が 2000年（基準年）より上位安定
する。 

 
1. 国連食糧農業機関
（FAO）農業統計 

2. パラグァイ農牧省農業 
統計 

 
パラグァイにおける農業

政策が現状より悪化しな

い。 

プロジェクト目標 
パラグァイ東部地域における持続可

能な実用的農業技術が開発される。

 
1. 日系農家等において、大豆が畑地 1haあ
たり 3t以上安定して生産される。 

2. 農牧輪換システムにおいて、肉牛が草地
1haあたり 840kg／年以上生産される。 

3. 野菜生産農家において、2003年 5月まで
にトマトが１haあたり 40t以上、メロン
が 1haあたり 20t以上生産される。 

 
1. パラグァイ農牧省農業 
統計 

2. 日系農協農業統計 
3. 移住地農家経済調査報 
告書 

 
異常気象が発生しない。

病虫害が大発生しない。

成果 
1. 持続可能な畑作技術が確立される。 
2. テラロッシャ地帯における農牧輪 
換システムの技術が確立される。 

3. 高品質な野菜の生産技術が開発さ 
れる。 

4. 土壌保全技術が改善される。 
5. 農家等に対する技術指導が拡充さ 
れる。 

 
1-1 大豆の安定多収ならびに食用の有望系
統を各 10系統育成する。 

1-2 日系農家等の不耕起栽培における大
豆・緑肥作物の輪作体系を大豆栽培面

積の 50％以上に普及する。 
2-1 農牧輪換システムにおける草地１haあ
たりの放牧頭数をAU4頭以上とし１頭
あたりの平均 1日増体量を 600g以上と
する。 

3-1 高品質トマト（耐病性・貯蔵性等）の
株あたり収量を 7kg以上とする。 

3-2 高品質メロン（耐病性・貯蔵性・糖度
等）の株あたり収量を 12kg以上とする。

4-1 イグアス移住地約 77,000haの土壌分類
地図を作成する。 

4-2 テラロッシャ土壌における最も適した
可給態リン酸分析法を選定する。 

5-1 普及講習会に参加したアルトパラナ県
内の野菜栽培農家の 60％以上に開発し
た野菜生産技術を普及する。 

 
1. パラグァイ農業総合試 
験場年報 

2. パラグァイ業総合試験 
場試験設計書および試 
験成績概要書 

3. トマト、メロンの品種 
登録認定書 

4. 日系農協農業統計 

 
1. 大豆の国際的な需要 
が減少しない。 

2. 肥育素牛（交雑牛）が
安定して供給される。

3. 肉牛の伝染病に対する
予防が実行される。

4. 南米南部共同市場（メ
ルコスール）域内に

おけるメロンの輸出

が円滑に実施され

る。 

 
1. プロジェクト要員 
（C/P）が継続して勤 
務する。 

2. 大豆の遺伝資源が継 
続して導入できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動 
1-1 大豆新品種育成のための試験を実

施する。 
1-2 不耕起栽培における大豆・緑肥作

物の輪作体系の開発のための試験

を実施する。 
1–3 不耕起栽培における大豆根系分布

の改善のための試験を実施する。 
1–4 不耕起栽培における土壌物理性と

肥沃度を分析し、土壌改良資材、

肥料を評価する。 
1–5 不耕起栽培における各作物の養分

（N・P・K）吸収特性と土壌への
還元率を解明する。 

1–6 大豆病害虫の発生の実態を調査す
る。 

1–7 大豆病害虫に対する環境保全型防
除技術の開発のための試験を実施

する。 
2-1 草地／大豆・飼料作物の輪作体系

の確立のための試験（土壌試験を

含む）を実施する。 
2-2 若齢肉牛の肥育技術の確立のため

の試験を実施する。 
3-1 高品質トマトの生産技術の改善の

ための試験を実施する。 
3-2 高品質メロンの生産技術の改善の

ための試験を実施する。 
4-1 土壌分類調査を実施する。 
4-2 農家圃場の土壌を診断する。 
5-1 普及講習会を開催する。 
5-2 農家実証展示圃場を設置する。 
5-3 営農相談を実施する。 

投 入   
日本 
1. 専門家派遣 
 長期専門家 
 ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、業務調整、畑作試験

研究、畑作病虫害、畜産、野菜試験

研究、土壌肥料、農業研修計画 
 短期専門家 
 必要に応じ 
2. 研修員受入 
 本邦 土壌診断、大豆根系 
 第三国 大豆病害 
3. 機材供与 
 業務に必要な機材を携行機材として

配置する。 
4. 土地 
 本場 115ha 
 分場 56ha 
5. 施設 
 本館、車庫、研究棟、温室、 

種子用サイロ、宿舎ほか 
6. プロジェクト要員配置 
7. プロジェクト運営経費 

 
パラグァイ 
1. 派遣専門家及び携行機 
材に対する特権免除 
の付与 

前提条件 
 

1. 本プロジェクト対し 
パラグアイ農牧省お 
よび日系農協の理解

が得られる。 
2. 不耕起栽培が慣行技 
術として継続実施さ

れる。 
3. 関連プロ技との連携 
が促進される。 
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２．実績表、評価表 
 
投入 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

投入 日本側     
J-1 専門家派遣     
J-1-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー

• 2000年度より、長期専門家は延べ 16名が派遣された。分野は、
場長／ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、次長／業務調整、畑作試験研究、畑作病

害虫、畜産、野菜試験研究、土壌肥料、農業研修計画の 8分野
の計画にほぼ準じたものである。 

• 2000年度より、短期専門家は必要な分野において延べ 11名派
遣された。 

高 

J-1-1 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 概して十分な専門能力をもつ人材が、適切な時期に派遣された
と判断される。 

• 南米で適用されている技術を移転するため、ブラジルやアルゼ
ンチンの第三国専門家の登用もなされた。 

中高

J-2 研修員受入     
J-2-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー

• 土壌診断と農協運営分野の研修 3コースが日本で行われ、
CETAPARスタッフ 1名と関係農協職員 5名が参加した。 

• 大豆病理分野については 1コースがブラジルにおいて実施さ
れ、CETAPARから 1名が参加した。 

高 

J-2-1 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 日本とブラジルでの研修は研修生に技術面や運営管理面にお
いて大きな刺激を与え、有効であったと判断される。 

• 農協運営コースにおいては、試験場移管に関する議論が不十分
であった。 

中 

J-3 資機材供与     
J-3-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー

• 専門家の携行機材費として、2000年度から 2004年度までに約
519,807ドル（約 5500万円）供与された。 

高 

J-3-1 質、時期 J/E、C/P インタビュー • ほぼ適切な資機材が適切な時期に供与された。 
• 資機材の納入が遅れたものについても、適切なフォローがなさ
れた。 

中高

J-4 土地     
J-4-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー

• CETAPARの敷地が継続的に使用できた。 
• プロジェクトの活動を実施するのに十分な土地が確保された。

高 

J-4-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 開始当初より適切な敷地が使用できた。 高 
J-5 施設     
J-5-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー

• CETAPARの施設が継続的に使用できた。 高 

J-5-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 開始当初より適切な施設が使用できた。 高 
J-6 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要員配置     
J-6-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー

• 20名のプロジェクト要員が配置されており、その数はプロジェ
クトを運営するのに適切であったと考えられる。 

高 

J-6-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 開始当初より適切な人材が安定的に配置された。 高 
J-7 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ運営費     
J-7-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー

• プロジェクト運営費として、日本側から 2000年度から 2004年
度までに 311万ドル（3億 2600万円）投入された。 

高 

J-7-2 時期 J/E、C/P インタビュー • プロジェクトの年間計画に従い適切に投入された。 高 
 パラグアイ側     
P-1 特権免除     
P-1-1 内容 J/E、C/P インタビュー • ミニッツに従い必要な措置が問題なくとられた。 高 
 投入の達成度の総合判定 高 
 投入の達成度の要約 

投入のほとんどは日本側によるものであり、その量、質、時期についてほぼ計画通り投入されたと判断される。専門家派

遣については、日本人専門家に加えて第三国専門家などの登用もなされ、効率的な技術移転がなされた。プロジェクト開

始以前からあった既存の土地や施設、資機材を有効に活用することができた。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 

 

別添資料Ⅰ－6　実績表、評価表（和）
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活動 
項目 活動内容 データ 調査方法 評価結果 判定

1-1 大豆新品種育成のため

の試験を実施する。 
試験場報告書、 
J/E、C/P 

資料・情報

の検証 
• 大豆新品種育成のための交配を行い、F1（138）、F2（50）、F3（27）、

F4（11）の世代促進と F5（2200個体）、F6（374系統）、F7（50
系統）個体・系統選抜を実施し、種子を確保した。生産力検定予

備試験に供試した 17系統（F8）については、2003年生産力検定
試験に組み入れ有望系統を選定した。今期はそれ以上の系統の試

験を実施している。 
• 農牧省と共同で小麦の有望品種・系統を選定するために生産力検
定試験を実施し、その結果に基づいて Itapua-60と IAN-10が新品
種として登録された。また、製パン用に適する材料も３系統選定

された。 

高 

1-2 不耕起栽培における大

豆・緑肥作物の輪作体

系の開発のための試験

を実施する。 

同上 同上 • 輪作体系として、冬季に白えん麦、ヒマワリ、ベニバナを供試し、
当地域での生育特性、収量性を明らかにした。 

高 

1–3 不耕起栽培における大

豆根系分布の改善のた

めの試験を実施する。 

同上 同上 • 不耕起栽培条件下で大豆の収量低下要因となっている根の伸長
阻害要因と改善方法を調査した。 

• 大豆根の伸長阻害要因として耕盤の形成が最も影響しており、そ
の改善手段としてコルターを使用したスリット播種が有効であ

ることを明らかにした。 

高 

1–4 不耕起栽培における土

壌物理性と肥沃度を分

析し、土壌改良資材、

肥料を評価する。 

同上 同上 • 石膏施用による深層土壌の改善効果を調査し、可吸態リン酸及び
交換性カルシウム濃度を高めること、また深層土壌の改良効果が

あることが認められた。 
• 肥料の種類・施肥量の評価は、肥料の種類が常に変動しており、
また評価試験は民間業者が実施しているため、試験設計の見直し

により中止された。 

中 

1–5 不耕起栽培における各

作物の養分（N・P・K）
吸収特性と土壌への還

元率を解明する。 

同上 同上 • 冬季に栽培する経済作物ならびに緑肥作物の吸収特性と土壌へ
の N、P、Kの還元率について、小麦、えん麦、紅花、ベッチの
４作物を用い試験され、それぞれの特性が明らかにされた。 

高 

1–6 大豆病害虫の発生の実

態を調査する。 
同上 同上 • イグアス地域の大豆圃場における大豆主要病害の発生状況を調

査し、現在までに 11種の病害を確認した。 
高 

1-7 大豆病害虫に対する環

境保全型防除技術の開

発のための試験を実施

する。 

同上 同上 • ダイズゾウムシの発生生態の確認試験が完了し、効果的な防除法
を確立のための試験が実施されている。 

• 02年パラグアイで初めてのダイズシストセンチュウを確認し、
レースを同定を実施し、モニタリング調査を行っている。 

• ダイズネコブセンチュウの発生生態の解明が行われた。 
• ギニアグラスの導入により大豆圃場のネグサレセンチュウの密
度が大きく軽減される効果が確認された。 

• 各種防除法の開発が現在進められている。 

中高

2-1 草地／大豆・飼料作物

の輪作体系の確立のた

めの試験（土壌試験を

含む）を実施する。 

同上 同上 • 草地からの転換畑において、大豆・冬季飼料作物の生産性を調査
した。 

• 大豆畑へのギニアグラス導入による交雑肉用牛の増体効果を調
査した。 

• 冬期用一年生飼料作物の適応性試験を、えん麦とイタリアンライ
グラスの 19系統を用いて実施している。 

高 

2-2 若齢肉牛の肥育技術の

確立のための試験を実

施する。 

同上 同上 • 冬期に放牧牛へ補助飼料を給与することにより、増体量が 22～
58％増大することが確認された。 

高 

3-1 高品質トマトの生産技

術の改善のための試験

を実施する。 

同上 同上 • 白寒冷紗を用いた雨よけ栽培技術を開発・普及し、育成されたト
マト品種「Super CETAPAR」とともに、農家レベルにおける収量
増大に貢献した。 

高 

3-2 高品質メロンの生産技

術の改善のための試験

を実施する。 

同上 同上 • 高品質（耐病性、貯蔵性、高糖度）メロンの新品種「Luna Yguazú」
を育成した。 

• 育成したメロン新品種を用い、農家実証展示圃において高収量が
得られることを実証した。 

高 

4-1 土壌分類調査を実施す

る。 
同上 同上 • イグアス移住地 77,000 haのうち 88％の土壌分類図がほぼ完成し

た。 
• 残り 12％については土壌サンプリングが完了し、分析が進めら
れている。 

高 

4-2 農家圃場の土壌を診断

する。 
同上 同上 • 土壌診断法を検討し、Bray-Ⅱがテラロッシャ土壌における可給

態リン酸分析法に最も適した手法であることを確認した。 
• 年間約 400点の農家土壌を分析し、施肥、保全等につき指導を実
施した。 

高 
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項目 活動内容 データ 調査方法 評価結果 判定

5-1 普及講習会を開催す

る。 
同上 同上 • 普及講習会が 01-03年に日系対象 27回（642名）、非日系対象 26

回（802名）が実施された。 
高 

5-2 農家実証展示圃場を設

置する。 
同上 同上 • 01-03年にトマトとメロンの展示圃場が、それぞれ 38カ所（5県）、

10カ所（1県）設置された。 
高 

5-3 営農相談を実施する。 同上 同上 • 01-03年に約 1,700件の営農相談を受けた。 高 
 活動の達成度の総合判定 高 
 活動の達成度の要約 

作物、畜産、野菜、土壌、普及に関する所定の活動は、概ね計画通り実施されたと判断される。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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成果 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

1-1 大豆の安定多収な
らびに食用の有望系統を

各 10系統育成する。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 大豆の有望な 17系統（F8）について、2003/04年の
生産力検定試験に組み入れ有望系統を選定した。

2004/05年には 20系統以上の有望系統が試験されて
いる。 

高 1. 持続可能
な畑作技術

が確立され

る。 
1-2 日系農家等の不耕
起栽培における大豆・緑

肥作物の輪作体系を大豆

栽培面積の 50％以上に普
及する。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

農協資料、J/E、
C/P 

資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 緑肥作物の導入は、イグアス移住地については 55～

60％の面積に普及している。 
• しかし、ラパス、ピラポ移住地では、緑肥作物の効
果を見守っていることや小麦作奨励などために緑肥

作物の導入が遅れている。 

中高

2. テラロッ
シャ地帯に

おける農牧

輪換システ

ムの技術が

確立され

る。 

2-1 農牧輪換システム
における草地１haあたり
の放牧頭数をAU4頭以上
とし１頭あたりの平均１

日増体量を 600g以上と
する。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 04年 5月から 8月、大豆畑へギニアグラス導入し、
交雑肉用牛の増体効果調査し、106日間に 414kg/ha
～488kg/haという結果が得られた。 

• この試験において、成牛換算で平均飼養頭数は 46頭
で平均日増体重は 574gであり、ほぼ目標値の 600g
に近い成果があった。 

中高

3-1 高品質トマト（耐病
性・貯蔵性等）の株あた

り収量を 7kg以上とす
る。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 開発した白寒冷紗を用いた雨よけ栽培技術の普及に
よって、農家実証展示圃において株当たり 7kg以上
の収量を達成した。 

• しかし目標の 7kgに到達しない地点もみられた。 

中高3. 高品質な
野菜の生産

技術が開発

される。 
3-2 高品質メロン（耐病
性・貯蔵性・糖度等）の

株あたり収量を 12kg以
上とする。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 育成したメロン新品種を用い、農家実証展示圃にお
いて株当たり収量 12kg以上を達成した。 

• しかし目標の 12kgに到達しない地点もみられた。 

中高

4-1 イグアス移住地約
77,000haの土壌分類地図
を作成する。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 調査時点で 88％がほぼ完了している。残り 12％の約

9,000 haについても作業を実施中である。 
高 4. 土壌保全

技術が改善

される。 
4-2 テラロッシャ土壌
における最も適した可給

態リン酸分析法を選定す

る。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• Bray-II法がテラロッシャ土壌における最も適した可
給態リン酸分析法であることが確認された。 

高 

5. 農家等に
対する技術

指導が拡充

される。 

5-1 普及講習会に参加
したアルトパラナ県内の

野菜栽培農家の 60％以上
に開発した野菜生産技術

を普及する。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 野菜に関する普及講習会では多様な技術の指導がな
されたが、技術の実践には数年を要する。そのため

正確なデータはないが、農家聞き取りによると、い

くつかの技術を実施した農家は 80％以上とみられ
る。 

中 

 成果の達成度の総合判定 中高

 成果の達成度の要約 
全体として、期待された成果が概ね得られたものと判断される。成果 1については、育種面では十分な成果があった
ものの、輪作体系の普及が地域限定的な達成にとどまっている。成果 2については、農牧輪換システムの試験成績が
ほぼ目標値に近づいている。成果 3については、トマトとメロンの品種開発と栽培方法の改良が完成している。成果 4
については、作業の進行に伴い達成される見込みである。成果 5の達成率については、それにかかる指標データが不
十分なために明確な判断が困難である。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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プロジェクト目標 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

日系農家等において、

大豆が畑地 1haあたり
3t以上安定して生産
される。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資

料、農協資

料、J/E、C/P 

資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 優良品種系統の育成や不耕起栽培方法の改良などの研究成果
が日系農家に普及されている。 

• 02/03年の大豆収量は、イグアス 2.9 ton/ha、ピラポ 3.2 ton/ha、
ラパス 3.2 ton/haで平均 3.1 ton/haとなり、目標値を超えた。

• ただし、03/04年は生育後期の干ばつのために 2.4 ton/haと落
ち込む結果となった。 

中高

農牧輪換システムに

おいて、肉牛が草地

1haあたり 840kg／年
以上生産される。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資

料、J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• CETAPAR圃場、ラパスの農家圃場において、農牧輪換 3年目
の 03/04年に草地１haの肉牛生産性が 1,272 kg/yearまで増大
した。 

• 農家経営的に有利なシステムとなるようさらなる検討が必要
である。 

中高

パラグア

イ東部地

域におけ

る持続可

能な実用

的農業技

術が開発

される。 

野菜生産農家におい

て、2003年 5月までに
トマトが 1haあたり
40t以上、メロンが 1ha
あたり 20t以上生産さ
れる。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資

料、農協資

料、J/E、C/P 

資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• イグアスでの野菜生産実績によると、トマトは 131 ton/ha
（01/02年）、メロン 29 ton/ha（02年）で目標を超えている。

• イグアスでは、国内の他産地に比べて生産性が高い。 

高 

 プロジェクト目標の達成度の総合判定 中高

 プロジェクト目標の達成度の要約 
プロジェクト目標である「パラグアイ東部地域における持続可能な実用的農業技術の開発」はおおむね達成されると考え

られる。大豆の単収は、平年並みの気象条件ではほぼ達成されている。農牧輪間システムにおける肉牛の増体重は目標値

を達成した。トマトとメロンの単収はイグアスの生産者では十分に達成されている。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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評価 5項目 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

相手国側の開発

政策との整合性 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• パ国の基幹産業である農業セクターは小農が基本となってい
て、その活性化のためには小農の農業生産基盤と技術を強化し

て生産性を向上させるとともに、生産物の多様化と付加価値の

向上を図ることが緊急の課題となっている。 
• 最も重要な輸出産品である大豆の生産は、主に中・大規模農家
に依存しているが、病虫害、連作障害、農薬や化学肥料の多投

入による環境汚染、土壌の劣化等諸々の課題を解決しながら現

在の生産量を維持させるとともに、持続的な営農に転換させる

ことが必要とされている。 
• これら両課題を包含した本プロジェクトの目標は、パ国の農業
分野の開発政策と一致している。 

高 

ﾀｰｹﾞｯﾄｸﾞﾙｰﾌﾟの 
ﾆｰｽﾞとの整合性 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 上記のように、プロジェクト目標はターゲットグループである
パラグアイ東部地域の畑作・畜産・野菜栽培農家の全般的な問

題意識とも一致していると考えられる。 

高 

日本の援助事業

としての妥当性 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 本プロジェクトで期待されている成果（課題）は、1962年の設
立以来蓄積された豊富な研究実績のうえに、新たな技術と知識

を積み重ねることによって、より良い技術が開発され、それら

を日系農家に限らず非日系農家にも提供することは、パ国農業

全体の底上げを図るうえで非常に合理的な援助手法であった

と考える。 
• 日系社会には優良な農協組織と豊富な営農経験を有する農家
が活躍しており、これらの援助リソースを活用した技術協力を

実施する意味からも妥当性があったといえる。 
• JICAパラグアイ事務所が作成した国別援助実施計画において
は、開発課題と事業計画の 5つの重点分野のプログラムの中で、
小農に対する支援と大豆生産技術に対する支援が明記されて

おり、わが国の援助方針に沿った事業といえる。 

高 

妥当性の総合判定 高 

妥当性 

妥当性の要約 
プロジェクトの妥当性は調査時点においても維持されていると判断される。プロジェクト目標は、パラグアイの農業開発

政策、すなわち主要農産物の競争力の向上や小農の活性化と整合性がある。ターゲットグループの全般的なニーズとも整

合性がある。また、日本の援助事業としての妥当性も確保されている。 
 

プロジェクト目

標の達成見込み 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• プロジェクト目標である「パラグアイ東部地域における持続可
能な実用的農業技術の開発」は概ね達成される見込みである。

• 主要作物の大豆については、適正品種の選抜や育種開発、不耕
起栽培による問題点の対策など、実用的栽培技術が開発され

て、それを活用することにより農民の生産の改善が進んでい

る。 
• 持続可能な農牧輪換システムの開発については、2010年 3月を
完成目標年次として研究を開始したものであり、今後も継続的

に調査を行う。 
• 野菜生産技術の開発については、高品質なトマトとメロンの育
種開発と生産技術の改善という目標を達成した。 

高 

成果の目標達成

に対する貢献 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 全体的に活動が円滑に行なわれ、成果が概ね計画どおり効果が
発現してきた結果としてプロジェクト目標が達成されつつあ

るといえる。 
• 2001 年 2 月に作成された中長期試験研究計画に基づき、合計

45項目に及ぶ試験研究を実施してきた。これらの試験研究の成
果は、各期の試験成績概要書にとりまとめるとともに、農家レ

ベルで活用できる新しい技術や情報についてはあらゆる広報

手段を駆使して技術普及に努めてきた。 

高 

有効性の総合判定 高 

有効性 

有効性の要約 
プロジェクトの有効性は全体として高いと判断される。概ね計画に従った成果が達成されつつあり、その結果としてプロ

ジェクト目標が概ね達成される見込みである。 
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項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

成果と投入の関

連 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 期待された成果は、ほぼ達成される見通しであることが確認さ
れた。 

• 投入のほぼすべてが日本側の投入であったが、量、質、時期と
もに概ね適正であり、成果の達成に向けて有効に活用された。

高 

投入の構成 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 専門家派遣、研修員受入、機材供与、土地、施設、要員配置、
運営経費からなる投入の組み合わせは適正であり、成果の達成

に向けて有効に活用された。 
• 第三国専門家などの派遣を行なう等工夫したことは効果の発
現を促進した。 

• ブラジルにおいて第三国個別研修を実施し、より具体的で現地
の課題に密着した研修成果を得ることができ効果的であった。

高 

関連協力事業と

の関連 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• CETAPARは以下の関連機関との連携事業を実施しており、プ
ロジェクトの効果的、効率的実施に寄与した。 

• 農牧省/ドイツ GTZ/JICAの三者間での、不耕起栽培技術の確立
のための各種調査。 

• 農林水産省国際農林水産業研究センター（JIRCAS）の｢南米大
豆広域総合研究プロジェクト｣および「持続的農牧輪換システ

ムにおける畑作物・肉牛の生産性と土壌環境への影響評価」を

テーマとした共同研究。 
• 「パラグアイ小農野菜生産技術改善計画（パラグアイ国立農業
研究所（IAN））」との連携事業として、トマトとメロンの優良
品種の選定と育種。 

• 「パラグアイ大豆生産技術研究計画（パラグアイ国立地域農業
研究センター（CRIA））」と連携した、大豆の品種を育成する
ための交配、および相互の圃場にて生産力検定試験。 

• 農牧省家畜試験研究局との「冬季補助飼料給与による交雑肉用
牛の増体効果試験」。 

高 

効率性の総合判定 高 

効率性 

効率性の要約 
プロジェクトの効率性は高いと判断される。投入が有効に成果の達成に向けて活用された。第三国専門家などの派遣は効

果の発現を促進した。関連プロジェクトや関連機関との連携事業や共同研究も多く実施され、職員の能力向上に貢献した。
 

上位目標達成の

見込み 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 上位目標である「パラグアイ東部地域における農業の振興」に
対して、持続可能な実用技術の開発・普及を目的とする本プロ

ジェクトの貢献が期待される。 

高 

生産者に対する

インパクト 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 大豆、小麦、緑肥作物の良質な種子生産システムの確立され、
生産物の成熟期が均一化されるとともに、生産物個体間の品質

上のバラツキがなくなり、より良い農産物の生産につながるも

のと期待されている。 
• 生産した純度の高いトマト原種種子を、先導的農家 74名、農
牧省普及員 62名に配布し、併せて自家用種子採取技術の普及
が行われた。 

• 育種したトマトの特性として色と形質と貯蔵性に優位性があ
ることから、市場価格が他品種の約 30％高価格で引き取られ、
生産者の収入の向上に大きく寄与している。 

• 育成されたメロンの新品種「Luna Yguazú」の種子が約 350戸
の農家に配布された。 

高 

パラグアイ人に

対するインパク

ト 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• CETAPARにおける豊富な研究実績や技術力の高さが徐々にパ
国内関係者に知れ渡り、パ国内の研究機関、大学関係者、小学・

中学・高校レベルの生徒等が多数来訪するようになってきてい

る。 

高 

パラグアイ組織

に対するインパ

クト 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• CETAPARがダイズシストセンチュウの発生を確認したこと
で、パ国農牧省自らが認識しその対応に積極的に乗りだした。

• 農牧輪換システムに関する技術指導の中で、肉質評価の重要性
が指摘され、畜産行政と民間業者の認識を改めさせる契機とな

った。 
• CETAPARで開催された土壌検査基準統一のための研修会にお
いて、パ国農牧省や他の試験研究機関が検査能力の向上と組織

体制の整備の必要性を自覚した。 

高 

インパクトの総合判定 高 

インパ

クト 

インパクトの要約 
いくつかの正のインパクトが確認された。パラグアイ東部地域における農業の振興に対するインパクトが期待される。上

位目標であるパラグアイ東部の農業振興に対して刺激を与えると考えられる。多くの技術普及がなされたため、生産者の

収入向上に貢献している。多くの一般市民が CETAPARへ農業技術を習うために訪問するようになった。共同試験を通じて、
いくつかの政府機関がさらなる技術向上の必要性を自覚した。なお、負のインパクトは特に認められない。 
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項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

制度・組織面 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 本プロジェクトは、2010年 3月に日系農協中央会に移管・引継
がれるという方針のもと、試験研究課題のしぼりこみと、移管

の方向性や対応策の協議を行なってきた。今後の 5年間に組織
の自立発展性を高めるために更なる努力が必要がある。 

• 自立発展のための組織能力や運営管理能力については、今後新
生 CETAPARの活動業務内容を確定しつつ、日系農協中央会と
各単協の役割を定義していく必要がある。 

中高

財務面 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• 日系農協中央会に移管後、財政的にひとり立ちできる体制を確
立することが、最も重要である。幅広い収入源を確保しながら

も、体制をスリム化することによって支出を抑えた事業計画を

作成することが課題である。 

中 

技術面 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

• プロジェクト要員は、移転された技術や、現プロジェクトの管
理能力については、そのほとんどを習得していると考える。ま

た、施設や資機材の保守管理状況も良好であり、今後の活用に

支障はない。 
• 常に変化している営農課題を解決し新技術を導入するために、
先進的な技術を有する試験研究機関との連携や支援を得られ

る仕組みを維持することが必要である。 

高 

自立発展性の総合判定 中高

自立発

展性 

自立発展性の要約 
2010年 3月に日系農協中央会に移管されるまでの 5年間のプロジェクトの実施が計画されている。現在のところ、移管後
の運営に向けて必要な準備が進められている。次のプロジェクトでは、移管後の新生 CETAPARの運営体制について、財務
面も含めた具体的な検討が今後必要である。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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３．専門家派遣実績 
 
長期専門家 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 
原田 淳之輔 野菜試験研究 97.5.21～01.5.20 JICA専門家（ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ IAN）
岩田 文男 畑作試験研究 97.11.8～01.11.7 JICA専門家（ﾊﾟﾗｸﾞｱｲCRIA）
神田 靖範 畜産 97.12.3～00.12.2 JATACO 
三枝 隆夫 畑作病害虫 98.11.4～00.11.3 農水省 
久保田 亜希 土壌肥料 99.03.31～02.03.30 JICA筑波国際センター 
佐藤 忠生 研究計画 99.04.07～01.04.06 JICA 
樋口 誠一郎 畜産 01.2.5～03.2.4 農水省 
柚木 快夫 野菜試験研究 01.5.9～03.5.8 JICA筑波国際センター 
清水 啓 畑作病害虫 01.6.4～03.6.3 JIRCAS 
沢地 真 場長/ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ  ー 01.7.4～03.2.25 JICA 
中野 久雄 次長/業務調整 01.9.6～03.1.29 JICA 
大木 智之 次長/業務調整 03.1.20～05.1.19 JICA 
白石 英一 場長/ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ  ー 03.2.15～05.2.14 JICA 
関 節朗 畑作技術に係る技術指導 03.3.1～05.3.31 CETAPAR 
堀田 利幸 畜産/有畜複合経営に係る技術指導 03.3.1～05.3.31 CETAPAR 
阿部 秀夫 畑作病害虫 03.11.6～05.3.31 北海道立農業試験場 
 
短期専門家 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 
福村 一成 土壌物理 00.12.9～01.1.19 - 
辻 博之 不耕起栽培における大豆生理と 

根系発達 
01.1.7～01.2.4 北海道農業試験場 

白木 誠 農薬適正利用指導 01.11.26～02.2.25 住友化学工業㈱ 

塩谷 哲夫 大豆根系分布の改善 01.11.19～01.12.3 北陸農業試験場 
佐々木 省三 牧畑輪換複合経営経済評価 02.8.13～02.10.3 香川県庁 
宮沢 マリオ 緑肥作物養分還元量推定 02.8.19～02.9.20 IAPAR,Brasil 
Guillermo Cap 植物寄生線虫分類・同定 02.9.16～02.10.30 INTA 
Guillermo Cap 大豆シストセンチュウ 03.8.11～03.11.8 INTA 
増田 一稔 土壌地図作成 03.9.18～03.10.13 国際航業㈱ 
Griega Naon 肉質評価 03.9.26～03.10.25 ブエノスアイレス大学 
Sergio Adrian Cepeda 除草剤耐性畑作雑草防除 04.1.18～04.2.21 INTA 
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４．資機材リスト 

 

機材

番号 
現地到着 
時期 

機材名 形式 メーカー 購入価格 
(Gs.) 

購入価格 
(¥) 

使用 
ｾｸｼｮﾝ 

設置

場所

現在稼動

有無 

1 01.02.28 フィルムスキャナー LS 2000 DOS/V ニコン  173,000 畜産班 畜産班 有 

2 01.02.28 pH／イオン計 IOL-30 DKK CORP.  278,000 土壌班 土壌班 有 

3 01.02.28 山中式土壌硬度計 A-12024 DAIKI  49,000 土壌班 土壌班 有 

4 01.02.28 超音波洗浄機 SUS-103 SHIMATZU  59,500 土壌班 土壌班 有 

5 01.02.28 土壌 pF測定器 pF meter 744 METROHM  2,489,000 土壌班 土壌班 有 

6 01.02.28 ラミネート機 PLJ-325A3 ナカバヤシ  51,000 畜産班 畜産班 有 

7 01.10 高圧蒸気減菌器 PT-12S 220V/50Hz いすず製作所  480,000 環境班 環境班 有 

8 01.10 超音波ピペット洗浄器 CA-3320T KAIJO Co.  380,000 環境班 環境班 有 

9 01.10 小型乾熱減菌器 KCD-60H 220V/7A ALP Co.  285,000 環境班 環境班 有 

10 01.10 pHメーター HM30G 東亜電波  195,000 環境班 環境班 有 

11 01.12.26 車両 ﾗﾝﾄﾞｸﾙｰｻﾞ青 chasis4005902.Toyota 
(TOYOTOSHI)

220,747,800 総務班 総務班 有 

12 02.02.11 コピー機 MINOLTA EP-2030  COPYFAX 20,580,000 総務班 総務班 有 

13 02.02.19 発電機 YAMAHA EF-1600 AUTOPAR 
COMERCIAL 
S.A. 

7,345,760 総務班 総務班 有 

14 02.02.20 電子秤量器 SERIE No.2116176567 ALVOG S.A. 
PARAGUAY 

15,114,990 畑作班 畑作班 有 

15 02.03.06 コンピュータ ノートブック TOSHIBA 
Satellite 

PC TRONIC 
S.A. 

9,780,000 総務班 総務班 有 

16 02.03.06 コンピュータ ノートブック TOSHIBA 
Satellite 

PC TRONIC 
S.A. 

9,780,000 総務班 総務班 有 

17 02.03.06 コンピュータ ノートブック TOSHIBA 
Satellite 

PC TRONIC 
S.A. 

9,780,000 総務班 総務班 有 

18 02.03.06 コンピュータ ノートブック TOSHIBA 
Satellite 

PC TRONIC 
S.A. 

9,780,000 総務班 総務班 有 

19 02.03.15 車両 ﾗﾝﾄﾞｸﾙｰｻﾞ緑
Jieha05J60-1000785 

Toyota 
(TOYOTOSHI)

226,200,000 総務班 総務班 有 

20 02.03.20 GPS装置 GARMIN street Pilot 
III160X305pixel,32MB 

PC TRONIC 
S.A. 

8,398,000 土壌班 土壌班 有 

21 03.03.31 顕微鏡（一式） BX5034-DIC オリンパス  1,574,000 環境班 環境班 有 

22 03.03.31 遺伝子増幅装置 Gene Amp PCR-9700 オリンパス  705,000 環境班 環境班 有 

23 03.03.31 紫外線検出装置 Gene Amp PCR-9700 オリンパス  135,000 環境班 環境班 有 

24 03.03.31 フィルターレンズＦ201 Gene Amp PCR-9700 オリンパス  15,000 環境班 環境班 有 

25 03.03.31 フィルターレンズＦ002 Gene Amp PCR-9700 オリンパス  24,000 環境班 環境班 有 

26 03.03.31 遠心分離機 KR-100 船越  90,000 環境班 環境班 有 

27 03.03.31 ビデオスケール VW-60Sの 1 オリンパス  580,000 環境班 環境班 有 

28 03.03.31 ビデオカメラ VW-60Sの 2 オリンパス  710,000 環境班 環境班 有 

29 03.03.31 ビデオモニター VW-60Sの 3 オリンパス  210,000 環境班 環境班 有 

30 03.03.31 顕微鏡画像解析装置用 
ビデオカメラ 

CS-900の 1 オリンパス  730,000 環境班 環境班 有 

31 03.03.31 顕微鏡画像解析装置用 
モニター 

CS-900の 2 オリンパス  220,000 環境班 環境班 有 

32 03.03.31 スキャンコンバーター CS-900の 3 オリンパス  650,000 環境班 環境班 有 

33 03.03.31 パスチャープローブ mk-3j サージミヤワキ  250,000 畜産班 畜産班 有 

34 03.03.31 集塵機 mub062 マキタ  23,000 畜産班 畜産班 有 

35 03.03.31 電気草刈機 UM161DW マキタ  19,000 畜産班 畜産班 有 
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機材

番号 
現地到着 
時期 

機材名 形式 メーカー 購入価格 
(Gs.) 

購入価格 
(¥) 

使用 
ｾｸｼｮﾝ 

設置

場所

現在稼動

有無 

36 03.03.31 土壌水分計 CR10X TDR.  842,000 土壌班 土壌班 有 

37 03.03.31 葉緑素計 SPDA502 MINOLTA   120,000 畜産班 畜産班 有 

38 03.03.31 統計ソフト CD CD  268,000 畜産班 畜産班 有 

39 03.09.26 トラクター JOHNDEERE5705 JOHNDEERE 148,520,000 畜産班 畜産班 有 

40 03.09.30 ファクシミリ KM-F650 MITA-Kyocera 12,335,400 総務班 総務班 有 

41 03.09.30 牛用消毒機 M. Yanmar M. Yanmar 59,000,000 畜産班 畜産班 有 

42 03.09.30 大型プリンター DesignJet500ps HP  47,502,000 土壌班 土壌班 有 

43 03.09.30 播種機用バキューム Tatu cop Tatu cop 23,674,000 作物班 作物班 有 

44 03.09.30 播種機 MARCA TATU  Tatu cop Tatu cop 80,990,000 作物班 作物班 有 

45 04.03.15 WINDOWS XP 
ライセンス 

MicrosoftXpProf.(Spanish) 
E85-01323 

Microsoft 13,700,000 総務班 総務班 有 

46 04.03.16 土壌マップ作成用 
ソフト 

mips6.8. TNT 66,267,000 土壌班 土壌班 有 

47 04.03.22 生物顕微鏡 Bx51T Olympus  44,880,000 環境班 環境班 有 

48 04.03.22 デジタルカメラ C5050Z Olympus  19,140,000 環境班 環境班 有 

49 04.03.22 実体顕微鏡 SZX-7 Olympus  21,000,000 環境班 環境班 有 

50 04.03.22 光源 SZX-D1-S SZX-D1 Olympus  10,320,000 環境班 環境班 有 

51 04.03.25 コピー機 KM2030 MITA  35,241,481 総務班 総務班 有 

52 04.03.26 バッテリー 
（無停電装置用） 

MGE581736276/81 MGE 1,809,608 総務班 総務班 有 

53 04.03.26 DGPS ProXRS Pathfinder 66,789,000 土壌班 土壌班 有 

54 04.11.04 ICP発光分光分析装置 Optima5300DV Perkin Elmer  18,667,500 土壌班 土壌班 有 

55 04.11.04 送風乾燥機 KHD213 小林製作所  2,122,500 畜産班 畜産班 有 

56 04.11.04 試験用とうみ JT20 Shirakawa  850,000 作物班 作物班 有 
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５．カウンターパート研修受入実績 

 

研修員氏名 受入期間 協力分野名 研修内容/ 

受入機関 

当時の役職 現在の役職/ 

離職年月日 

水野 定敏 01.1.22- 

01.2.25 

土壌診断 土壌診断/ 

筑波国際センター 

CETAPAR職員 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ調整員/ 

01.12.29 

Felicita Fernandez 01.2.5- 

01.2.23 

大豆病理 大豆病理/ 

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ農牧研究公社 

CETAPAR職員 同左 

久保田 洋史 03.8.19- 

03.9.20 

農協運営 農協運営/ 

東京農業大学・全中 

移管対策委員長 同左 

河野 敏 04.9.6- 

04.9.26 

農協運営 農協運営/ 

東京農業大学・JA士幌

移管対策委員 同左 

福井 一朗 04.9.6- 

04.9.26 

農協運営 農協運営/ 

東京農業大学・JA士幌

移管対策委員 同左 

小野寺 憲一 04.9.6- 

04.9.26 

農協運営 農協運営/ 

東京農業大学・JA士幌

移管対策委員 同左 

原本 功 04.9.6- 

04.9.26 

農協運営 農協運営/ 

東京農業大学・JA士幌

移管対策委員 同左 
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６．プロジェクトスタッフ 

 

2004年 12月現在 

 氏  名 班 専門分野 備  考 

1 白石 英一  場長/ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 専門家 

2 大木 智之  次長/業務調整 専門家 

3 阿部 秀夫 作物班 畑作病害虫 専門家 

4 園田 八郎 総務班兼環境班 総務  

5 堀田 利幸 畜産班 畜産 専門家 

6 関  節朗 作物班 畑作 専門家 

7 関  富夫 総務班 総務  

8 平野  繁 総務班 運転、物品管理  

9 三浦 りか 総務班 経理  

10 白沢奈美枝 総務班 文書管理  

11 中村 明雄 作物班 野菜  

12 佐藤  収 作物班 畑作  

13 Manuel Mageregger 作物班 畑作  

14 池田 貴幸 畜産班 畜産  

15 Andrez Gonzales 畜産班 畜産  

16 干場  健 環境班 土壌（化学）  

17 Jorge Bordon 環境班 土壌（物理）  

18 Felicita Fernandez 環境班 植物病理  

19 Fabio Centurion 環境班 植物害虫  

20 関 富美男 環境班 病害虫防除  
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実施機関関係図及び実施機関組織図

　パラグアイ農牧省組織図

大臣顧問

管理・経理局 特別委員会

総務課 秘書課 企画総局 ジェンダー室

法律顧問室 国立農業図書館 流通局 国際流通・統合特別委員会

内部監査室 綿・ﾀﾊﾞｺ検査事務局 協同組合院 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実行技術会合

国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ調整運営局 国家森林局 ｾﾝｻｽ・統計局 チャコ国家委員会

ﾊﾞｲｵｾｷｭﾘﾃｨｰ委員会

畜産次官 農業次官

家畜繁殖・研究局 農業研究局

食糧企画管理局 種子局

家畜保護局 農業普及局

農業教育局

植物防疫局

農牧大臣

別添資料Ⅰ－12　関係図・組織図（和）
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他の機関等との関係

(1) JICAによる他の関連事業

事業名 期間 主な専門家等

1 ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ小農野菜生産技術改善計画（IAN) 1997.4.1-2002.3.31 ﾘｰﾀﾞｰ、調整員、野菜栽培、
作物保護、虫害、野菜育種、
他

2 ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ大豆生産技術研究計画（CRIA) 1997.10.1-2002.9.30 ﾘｰﾀﾞｰ、調整員、土壌肥料、
大豆栽培　他

(2) 他援助機関の関連事業

事業名 期間 主な専門家等 実施機関

1 ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ国東部地域における持続的農業体
系に関する技術研究と移転強化に関する協
定

1993.5.7-2001.5.3 土壌保全、他 GTZ-
JICA-
MAG

2 持続的農牧輪換ｼｽﾃﾑにおける畑作物・肉牛
の生産性と土壌環境への影響評価

2003.9.1-2007.3.31 窒素循環、農牧輪換経営評
価、他

JIRCAS-
JICA
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その他活動実績

(1) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に作成された成果品・論文・テキスト一覧

成果品 作成年度

1 「パラグアイ国の肉牛生産事情と試験研究の今後の方向性」 2000

2 「えいのう通信第32号」 2000

3 「えいのう通信第33号」 2000

4 「えいのう通信第34号」 2000

5 「パラグアイ農業総合試験場研究報告　第1号」 2001

6 「Características y técnica de producción de Luna Yguazu」（西語パンフレット） 2001

7 「輸出用育成メロン新品種ルナイグアスの特性と栽培技術」(日本語、西語パンフレット） 2001

8 「Producción de mudas en bandejas」（西語パンフレット） 2001

9 「El pasto elefante」（西語パンフレット） 2001

10 「えいのう通信第35号」 2001

11 「えいのう通信第36号」 2001

12 「えいのう通信第37号」 2001

13 「えいのう通信第38号」 2001

14 「ダイズシストセンチュウ“見えない敵”（日本語CD-ROM） 2002

15 「えいのう通信第39号」 2002

16 「えいのう通信第40号」 2002

17 「えいのう通信第41号」 2002

18 「えいのう通信第42号」 2002

19 「Nematodo Quiste de la soja "El Enemigo Oculto"」（西語CD-ROM） 2003

20 「えいのう通信第43号」 2003

21 「えいのう通信第44号」 2003

22 「えいのう通信第45号」 2003

23 「えいのう通信第46号」 2003

24 「ダイズゾウムシ」（日本語、西語パンフレット） 2004

25 「CARTAMO～紅花」（西語ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ） 2004

26 「Como aprovechar la soja」（西語ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ） 2004

27 「Desperidicios de soja y heno de colonial～大豆屑とコロニアル牧草」（西語ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ） 2004

28 「えいのう通信第47号」 2004

29 「えいのう通信第48号」 2004

30 「大豆病虫害防除マニュアル」（日本語、西語） 2004

31 「除草剤抵抗性雑草」（西語CD-ROM） 2004

別添資料Ⅰ－14　その他活動実績（和）
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その他活動実績

(2) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に実施されたｾﾐﾅｰ等（2000年度）

分野 対象者 日系/非日系 人数 指導方法 回数 実施内容

1 畑作 ｲｸﾞｱｽ農協 日系 40 講習会 1
不耕起栽培土壌における大豆
の根系分布

2 ｱﾏﾝﾊﾞｲ農協 日系 12 講習会 1
不耕起栽培土壌における大豆
の根系分布

小計 52 2

3 畜産 ラパス農協 日系 40 講習会 1

牧畑輪換による持続的農業生
産技術。大豆屑利用肉牛肥育
技術

4 イグアス肉牛部会 日系 24 研究会 3

牧畑輪換による持続的農業生
産技術。大豆屑利用肉牛肥育
技術

5 ピラール畜産農家 非日系 30 講習会 1 肉牛肥育技術

小計 94 5

6 園芸 イグアス野菜部会 日系 3 講習会 10
メロンF1種子採種技術（除
雄・交配技術）

7 園芸 小農コミュニティ 非日系 32 講習会 1 トマト被覆栽培技術

8 園芸 農牧省技術者 非日系 40 講習会 1 トマトSUPER CETAPAR発表

小計 75 12

9 土壌 アマンバイ農協 日系 12 講習会 1

不耕起栽培畑における土壌理
化学性の実態。作物による養
分吸収と還元。

小計 12 1

10 害虫 アマンバイ農協 日系 12 講習会 1 ｱﾏﾝﾊﾞｲ線虫調査結果と防除

小計 12 1

11 その他 大学教師・技術者・学生 非日系 33 講演 1 マカダミアナッツについて

小計 33 1

合計 278 22
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その他活動実績

(2) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に実施されたｾﾐﾅｰ等（2001年度）

分野 対象者 日系/非日系 人数 指導方法 回数 実施内容

1 畑作 ｲｸﾞｱｽ農協 日系 40 講習会 1
不耕起栽培土壌における大豆
の根系分布

2 ﾗﾊﾟｽ農協 日系 10 講習会 1
不耕起栽培土壌における大豆
の根系分布

3 ｱｽﾝｼｵﾝ大学農学部学生 非日系 7 講習会 1 雑草防除技術

4 ｱｽﾝｼｵﾝ大学農学部学生 非日系 52 講習会 1 雑草防除技術及び農業生産

小計 109 4

5 畜産 ラパス農協 日系 36 講習会 2
牧畑輪換による持続的農業生
産技術。

6
ラパス・サンタロサ地区農
家 日系 32 講習会 1

牧畑輪換による持続的農業生
産技術。

7 UNICOOP農家 非日系 150 講習会 1
牧畑輪換による持続的農業生
産技術。

8 ｴｽﾃ大学学生 非日系 10 講習会 1 牧草について

小計 228 5

9 園芸 イグアス野菜部会 日系 3 講習会 10 メロンF1種子採種技術

10 小農農家及び技術者 非日系 33 講習会 2 トマト・メロン栽培技術

11 農牧省技術者 非日系 40 講習会 1
トマトSUPER CETAPAR栽培
技術

12 農牧省技術者と農家 非日系 40 講習会 1 メロン栽培技術

13 トマト実証展示農家 非日系 1 巡回指導 1 トマト栽培技術

小計 117 15

14 土壌 ｴｽﾃ大学学生 非日系 2 卒論指導 2
不耕起栽培畑における土壌理
化学性の実態。

15 ｲｸﾞｱｽ農協 日系 30 講習会 1 イグアス地域の土壌実態

16 ﾗﾊﾟｽ農協 日系 30 講習会 1
牧畑輪換による持続的農業生
産技術における土壌

17 ｱｽﾝｼｵﾝ大学学生 非日系 1 卒論指導 1
不耕起栽培畑における土壌有
機物還元

18 イグアス中学校学生 非日系 30 講習会 1 理科学習：土壌の種類と特性

小計 93 6

19 害虫
ラパス・サンタロサ地区農
家 日系 32 講習会 1 牧畑輪換における線虫防除

20 カグアス県教員養成学校 非日系 20 実習 1 各種作物害虫顕微鏡観察

21 ｱｽﾝｼｵﾝ/ｴｽﾃ大学学生 非日系 20 指導 3 害虫・線虫同定技術

小計 72 5

22 病害 ﾗﾊﾟｽ農協 日系 10 講習会 1 大豆主要病害

23 ｱｽﾝｼｵﾝ近郊ﾄﾏﾄ実証展示園 非日系 1 巡回指導 1 ﾄﾏﾄ・ﾒﾛﾝ病害

24 ｱｽﾝｼｵﾝ/ｴｽﾃ大学学生 非日系 1 指導 3 大豆・野菜病害同定技術

小計 12 5

合計 631 40
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その他活動実績

(2) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に実施されたｾﾐﾅｰ等（2002年度）

分野 対象者 日系/非日系 人数 指導方法 回数 実施内容

1 畑作 永続農法研究会 日系 35 講習会 1 大豆品種育成

2 高校生 非日系 20 講習会 1 大豆品種育成
3 エステ大学学生 非日系 25 講習会 1 大豆品種育成

小計 80 3

4 畜産 ラパス農協 日系 28 講習会 1
牧畑輪換による持続的農業生
産技術。

5 イグアス農家 日系 36 講習会 1
牧畑輪換による持続的農業生
産技術。

6 ラパス農家 日系 30 巡回指導 1
牧畑輪換による持続的農業生
産技術。

7 永続農法研究会 日系 35 講習会 1
牧畑輪換による持続的農業生
産技術。

8 イグアス農家 日系 13 講習会 1 これからの農家経営

9 イグアス農家 日系 9 講習会 1 牧畑輪換試験結果について

小計 151

10 園芸 ｱﾙﾄﾊﾟﾗﾅ高校理科教師 非日系 20 講習会 2 野菜栽培基礎

11 エステ大学学生 非日系 25 講習会 1 トマト・メロン育種

12 カアサパ農学部学生 非日系 23 講習会 1 トマト・メロン育種

13 JOCV野菜部会 日系 5 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

14 小農先導農家 非日系 19 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

15 農牧省技術者 非日系 23 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

16 農業高校生徒 非日系 6 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

17
農家と農牧省ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
技術者 非日系 63 巡回指導 1 メロン栽培技術

18
農家と農牧省ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
技術者 非日系 76 巡回指導 1 トマト雨除け栽培技術

小計 260 10

19 土壌 高校理科教師 非日系 8 講習会 1 土壌分析と肥料

20 イグアス農家 日系 19 講習会 1 緑肥による土壌肥沃度改善

21 イグアス農家 日系 40 講習会 1 土壌分析結果について

22 ラパス農協 日系 30 卒論指導 1
牧畑輪換による持続的農業生
産技術における土壌

23 ｱｽﾝｼｵﾝ大学学生 非日系 23 講習会 1 土壌分析技術

小計 120 5
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24 害虫 ラパス農協 日系 20 講習会 1 牧畑輪換における線虫防除

25 アマンバイ農協 日系 12 実習 1 線虫

26 エステ大学学生 非日系 3 指導 3 害虫・線虫同定技術

27 エステ中学・高校生 非日系 93 指導 1 畑作害虫と顕微鏡観察

小計 128 6

28 病害 エステ中学・高校生 非日系 93 講習会 1 畑作主要病害

小計 93 1

合計 832 25
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その他活動実績

(2) プロジェクト期間中に実施されたｾﾐﾅｰ等（2003年度）

分野 対象者 日系/非日系 人数 指導方法 回数 実施内容

1 畑作 イグアス農家 日系 9 講習会 1 除草剤耐性雑草防除

2 ラパス農協青年部 日系 22 講習会 1 大豆品種育成

3 CADEP高校生 非日系 14 理科実習 1 大豆品種育成

4 CADEP高校生 非日系 20 理科実習 1 大豆品種育成

5 エステ大学学生 非日系 2 講義 1 卒論ﾃｰﾏ研修

6 パラナ州日系2農協 日系 21 講義 1 大豆栽培

7 MG州ドラドス農協 非日系 40 講習会 1 畑作一般

小計 128 7

8 畜産 ｴｽﾃ大学学生 非日系 2 指導 1 卒論ﾃｰﾏ研修

9 ラパス農協 日系 20 講習会 1 肉牛肉質評価

10 イグアス農家 日系 13 巡回指導 1 肉牛肉質評価

11 ラコルメナ農協 日系 10 講習会 1 肉牛飼養技術と牧草

12 ラコルメナ農協 日系 3 巡回指導 1 肉牛飼養技術と牧草

13 SANTA RITA農家 非日系 30 講習会 1 牧畑輪換試験結果

小計 78 6

14 園芸 CADEP高校生 非日系 14 理科実習 1 トマト・メロン育種

15 CADEP高校生 非日系 20 理科実習 1 トマト・メロン育種

16 JOCV野菜部会 日系 10 実地指導 1 トマト・メロン栽培技術

17 小農先導農家 非日系 18 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

18 農牧省技術者 非日系 20 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

19
農家と農牧省ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
技術者 非日系 65 移動講習会 1 トマト・メロン栽培技術

小計 147 6

20 土壌 ラコルメナ農協 日系 10 講習会 1 土壌分析とサンプリング

21 ラコルメナ農協 日系 3 巡回指導 1 土壌分析とサンプリング

22 CADEP高校生 非日系 14 理科実習 1 土壌一般

23 CADEP高校生 非日系 20 理科実習 1 土壌一般

24 エステ大学学生 非日系 2 指導 1 卒論テーマ研修

小計 49 5
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25 害虫 エステ大学学生 非日系 2 指導 1 卒論テーマ研修

26 CADEP高校生 非日系 14 理科実習 1 線虫顕微鏡観察

27 CADEP高校生 非日系 20 理科実習 1 線虫顕微鏡観察

28 エステ大学学生 非日系 30 理科実習 1 畑作害虫と顕微鏡観察

小計 66 4

29 病害 エステ大学学生 非日系 30 理科実習 1 畑作害虫と顕微鏡観察

30 エステ大学学生 非日系 2 指導 1 卒論テーマ研修

31 CADEP高校生 非日系 14 理科実習 1 病菌と顕微鏡観察

32 CADEP高校生 非日系 20 理科実習 1 病菌と顕微鏡観察

小計 66 4

合計 534 32
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その他活動実績

(2) プロジェクト期間中に実施されたｾﾐﾅｰ等（2004年度）

分野 対象者 日系/非日系 人数 指導方法 回数 実施内容

1 畑作 イグアス農家 日系 17 巡回指導 2 採種用小麦圃場選抜

小計 34 2

2 畜産 イグアス農家 日系 13 講習会 1 農牧輪換経営

3 ｱｽﾝｼｵﾝ大学獣医学部 非日系 2 指導 2 卒論テーマ研修

4 ｱｽﾝｼｵﾝ大学獣医学部 非日系 20 講習会 1 農牧輪換

5 農牧業研究会 非日系 10 講習会 1 農牧輪換

6 農牧業研究会 非日系 8 講習会 1 農牧輪換

小計 53 6

7 園芸 JOCV果樹・野菜部会 日系 10 実地指導 1 トマト・メロン栽培技術

8 小農コミッティ農家 非日系 13 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

9 ｶｱｻﾊﾟ県普及員/農家 非日系 5 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

10 ｻﾝﾍﾟﾄﾞﾛ県3農協組合員 非日系 40 講習会 1 トマト・メロン栽培技術

11 エステ大学学生 非日系 1 実地指導 1 卒論テーマ研修

小計 69 5

12 土壌 Carlos sfanel農業高校 非日系 84 理科実習 1 土壌一般

13 小農コミッティ農家 非日系 22 講習会 1 土壌分析とサンプリング

14 イグアス農家 日系 13 巡回指導 1 土壌養分

小計 119 3

15 害虫 エステ大学学生 非日系 30 理科実習 1 NQS

16 CADEP高校生 非日系 40 理科実習 1 イグアス主要病害

小計 70 2

17 病害 エステ大学学生 非日系 30 理科実習 1 大豆害虫と顕微鏡観察

18 CADEP高校生 非日系 40 理科実習 1 病原菌顕微鏡観察

小計 70 2

19 その他 Espititu Santos高校生 非日系 70 課外授業 1 CETAPAR概況

20 メノニタ小学校 非日系 36 課外授業 1 CETAPAR概況

21 Dr.Roberto Peteit高校 非日系 4 研究 1 CETAPAR概況

小計 110 3

合計 525 23
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その他活動実績

(3) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に実施された技術相談等（2000年度）

分野 相談内容

件数 人数 件数 人数 件数 人数

1 畑作（大豆） 種子生産技術 4 15 0 0 4 15
2 種子管理技術 1 5 0 0 1 5
3 品種と栽培技術 1 2 0 0 1 2
4 畑作（小麦） 種子管理技術 3 7 1 1 4 8

小計 9 29 1 1 10 30
5 園芸（トマト） 栽培技術 0 0 3 7 3 7
6 品種 2 2 2 3 4 5
7 園芸（メロン） 栽培技術 0 0 3 5 3 5
8 種子生産技術 3 4 1 2 4 6
9 園芸（イチゴ） 育苗技術 1 1 1 1 2 2

小計 6 7 10 18 16 25

10 畜産 草地管理技術 5 5 3 7 8 12
11 牧畑輪換技術 2 16 1 6 3 22
12 飼料 3 3 2 3 5 6

小計 10 24 6 16 16 40

13 土壌・肥料 土壌分析・診断（野菜） 9 19 21 54 30 73
14 土壌分析・診断（大豆） 3 3 12 12 15 15
15 土壌分析・診断（牧野） 3 3 1 1 4 4
16 土壌分析・診断（森林） 0 0 1 3 1 3
17 土壌分析・診断（その他） 0 0 1 2 1 2
18 肥料 0 0 3 3 3 3
19 水分（分析・診断） 3 3 1 1 4 4

小計 18 28 40 76 58 104

20 病害 大豆 2 2 5 5 7 7
21 小麦 0 0 1 1 1 1
22 トマト 2 2 12 12 14 14
23 メロン 7 7 0 0 7 7
24 その他野菜 4 4 0 0 4 4
25 その他 1 2 5 5 6 7

小計 16 17 23 23 39 40

26 害虫 トマト害虫 0 0 1 1 1 1
27 柑橘害虫 0 0 3 3 3 3
28 野菜線虫 1 1 0 0 1 1
29 大豆線虫 0 0 1 1 1 1
30 その他 1 1 1 2 2 3

小計 2 2 6 7 8 9

合計 61 107 86 141 147 248

日系 非日系 合計
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その他活動実績

(3) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に実施された技術相談等（2001年度）

分野 相談内容

件数 人数 件数 人数 件数 人数

1 畑作（大豆） 種子生産技術 2 15 0 0 2 15
2 種子管理技術 1 5 0 0 1 5
3 品種と栽培技術 10 15 0 0 10 15
4 成分分析 10 15 0 0 10 15
5 畑作（小麦） 種子管理技術 2 20 0 0 2 20

小計 25 70 0 0 25 70
6 園芸（トマト） 栽培技術 2 2 10 17 12 19
7 品種 5 9 8 15 12 24
8 園芸（メロン） 栽培技術 2 3 5 8 7 11
9 種子生産技術 5 7 3 4 8 11

10 園芸（その他） 栽培技術 2 2 3 5 5 7
小計 16 23 29 49 44 72

11 畜産 草地管理技術 4 4 6 6 10 10
12 牧畑輪換技術 1 5 2 6 3 11
13 飼料 3 3 4 5 7 8

小計 8 12 12 17 20 29

14 土壌・肥料 土壌分析・診断（野菜） 14 4 60 55 74 59
15 土壌分析・診断（大豆） 102 46 138 134 240 180
16 土壌分析・診断（牧野） 3 1 3 3 6 4
17 土壌分析・診断（森林） 0 0 6 1 6 1
18 土壌分析・診断（その他） 0 0 42 33 42 33
19 肥料 0 0 2 4 2 4

小計 119 51 251 230 370 281

20 病害 大豆 6 1 8 2 14 3
21 小麦 0 0 4 2 4 2
22 トマト 2 1 8 1 10 2
23 メロン 2 1 5 1 7 2
24 その他野菜 0 0 7 2 7 2
25 その他 0 0 0 0 0 0

小計 10 3 32 8 42 11

26 害虫 大豆ｶﾒﾑｼ 1 1 0 0 1 1
27 大豆線虫 10 4 3 3 13 7
28 野菜線虫 0 0 4 3 4 3

小計 11 5 7 6 18 11
29 その他 ﾏｶﾀﾞﾐｱﾅｯﾂ 0 0 3 9 3 9

小計 0 0 3 9 3 9

合計 189 164 334 319 522 483

日系 非日系 合計
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その他活動実績

(3) プロジェクト期間中に実施された技術相談等（2002年度）

分野 相談内容

件数 人数 件数 人数 件数 人数

1 畑作（大豆） 種子生産技術 15 15 0 0 15 15
2 品種と栽培技術 0 0 1 2 1 2
3 畑作（小麦） 種子生産管理 10 10 0 0 10 10

小計 25 25 1 2 26 27
4 園芸（トマト） 品種・種子 5 8 12 39 17 47
5 栽培技術 5 20 25 224 30 244
6 園芸（メロン） 栽培技術 4 4 8 30 12 34
7 種子生産技術 6 15 20 100 26 115
8 園芸（その他） 栽培技術 4 4 5 20 9 24

小計 24 51 70 413 94 464

9 畜産 草地管理技術 4 4 10 15 14 19
10 牧畑輪換技術 3 8 4 8 7 16
11 飼料 2 4 4 6 6 10

小計 9 16 18 29 27 45

12 土壌・肥料 土壌分析・診断（野菜） 4 2 19 5 23 7
13 土壌分析・診断（大豆） 114 22 91 35 205 57
14 土壌分析・診断（牧野） 5 2 9 2 14 4
15 土壌分析・診断（森林） 18 3 3 1 3 1
16 土壌分析・診断（その他） 5 1 0 0 18 3
17 水質分析・診断 0 0 0 4 5 1

小計 146 30 122 47 268 73

18 病害 大豆 20 5 35 7 55 12
19 小麦 15 4 30 4 45 8
20 トマト 0 0 3 1 3 1
21 メロン 8 3 6 2 14 5
22 その他野菜 0 0 2 1 2 1
23 その他 0 0 2 1 2 1

小計 43 12 78 16 121 28

合計 247 134 289 507 536 637

日系 非日系 合計
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その他活動実績

(3) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間中に実施された技術相談等（2003年度）

分野 相談内容

件数 人数 件数 人数 件数 人数

1 畑作（大豆） 種子生産技術 1 15 0 0 1 15
2 品種と栽培技術 2 5 0 0 2 5
3 畑作（小麦） 種子生産管理 1 10 0 0 1 10
4 緑肥作物、その他 5 5 2 2 7 7

小計 9 35 2 2 11 37
5 園芸（トマト） 品種・種子 2 2 10 16 12 18
6 栽培技術 0 0 5 10 5 10
7 園芸（メロン） 栽培技術 0 0 4 8 4 8
8 品種・種子 2 2 6 12 8 14
9 園芸（その他） 栽培技術 2 2 3 3 5 5

小計 6 6 28 49 34 55

10 畜産 草地管理技術 5 5 11 15 16 20
11 牧畑輪換技術 2 2 10 12 12 14
12 飼料 0 0 8 8 8 8
13 その他 3 3 4 4 7 7

小計 10 10 33 39 43 49

14 土壌・肥料 土壌分析・診断（野菜） 10 5 11 6 21 11
15 土壌分析・診断（大豆） 31 7 232 161 263 168
16 土壌分析・診断（牧野） 1 1 38 6 39 7
17 土壌分析・診断（森林） 0 0 68 23 68 23
18 土壌分析・診断（その他） 0 0 0 0 0 0
19 水質分析・診断 0 0 0 0 0 0

小計 42 13 349 196 391 209

20 病害 大豆 10 1 20 10 30 11
21 小麦 3 1 8 2 11 3
22 トマト 7 7 10 10 17 27
23 メロン 1 1 5 5 6 6
24 緑肥・その他野菜 0 0 10 10 10 10

小計 21 10 53 37 74 57

25 害虫 大豆 78 2 10 2 88 4
26 トマト 2 2 0 0 0 0
27 その他 1 1 0 0 0 0

小計 81 5 10 2 88 4

合計 169 79 475 325 641 411

日系 非日系 合計
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その他活動実績

(3) プロジェクト期間中に実施された技術相談等（2004年度）

分野 相談内容

件数 人数 件数 人数 件数 人数

1 畑作（大豆） 種子生産技術 0 0 2 2 2 2
2 品種と栽培技術 0 0 0 0 0 0
3 畑作（小麦） 種子生産管理 7 7 0 0 7 7
4 緑肥作物 0 0 3 3 3 3
5 その他 5 5 0 0 5 5

小計 12 12 5 5 17 17
6 園芸（トマト） 栽培技術 0 0 24 48 24 48
7 園芸（メロン） 栽培技術 0 0 15 30 15 30
8 園芸（その他） 栽培技術 3 3 10 10 13 13

小計 3 3 49 88 52 91

9 畜産 草地管理技術 2 3 4 5 6 8
10 牧畑輪換技術 3 3 5 12 8 15
11 飼料 1 1 3 3 4 4

小計 6 7 12 20 18 27

12 土壌・肥料 土壌分析・診断（野菜） 3 3 35 35 38 38
13 土壌分析・診断（大豆） 375 375 172 172 547 547
14 土壌分析・診断（その他） 9 9 137 137 146 146

小計 387 387 344 344 731 731

15 病害 大豆 0 0 0 0 0 0
16 小麦 3 7 8 30 11 37
17 野菜 0 0 2 4 2 4
18 その他 0 0 2 2 2 2

小計 3 7 12 36 15 43

19 害虫 大豆（線虫） 2 93 0 0 2 93

20 大豆（その他） 0 0 2 2 2 2
21 野菜（線虫） 0 0 5 17 5 17

小計 2 93 7 19 9 112

合計 413 509 429 512 842 1,021

日系 非日系 合計
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第１章 調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（パラグアイ農業総合試験場第 1 フェーズ運営指導調査（終了時評価）報告書「1-1」

を参照のこと）  

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（パラグアイ農業総合試験場第 1 フェーズ運営指導調査（終了時評価）報告書「1-2」

を参照のこと）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅱ－6 

第２章 要約 

  

本調査団は、2004 年 11 月 27 日から同年 12 月 4 日までの日程で、パラグアイ国を

訪問し、パラグアイ農業総合試験場第 2 フェーズ協力に係る運営指導（計画策定）調

査にあたった。調査団は、パラグアイ農牧省（MAG）、パラグアイ日系農協中央会等

関係者とプロジェクトの内容に関して協議の上、プロジェクト名称を確定するととも

に、プロジェクトの骨子（案）及び活動計画（案）等を策定し、関係機関に説明を行

った。その合意結果は、討議議事録（M/M）としてまとめられ、2004 年 12 月 3 日に、

パラグアイ側と署名を取り交わした。  

 本運営指導（計画策定）調査で決定されたプロジェクトの概要は以下のとおりであ

る。  

(1) プロジェクト名 

    パラグアイ農業総合試験場プロジェクト 第 2 フェーズ 

(2) パラグアイ関係機関 

農牧省試験普及局（DEAG）、日系農協中央会 /各日系農協、国立農業研究所（ IAN）、

地域農業研究センター（CRIA）  

(3) 対象地域 

    パラグアイ国東部地域 

(4) 協力期間 

    2005 年 4 月 1 日から 5 年間  

(5) 基本計画 

  1) 上位目標 

パラグアイ東部地域において持続的な農業が普及される。 

  2) プロジェクト目標 

パラグアイ国東部地域における農業振興の拠点の基盤がパラグアイ農業総合

試験場に整備される。 

  3) プロジェクトの成果 

1. パラグアイ東部地域に適した持続可能な畑作技術が確立される 

2. 農家・普及員等に対する技術指導が拡充される。 

3. 公的認証機関として検査、分析等が行える体制が整備される。 

4. 安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される。 

  4) プロジェクト活動 

1-1  大豆新品種の育成・導入選定を行う。 

1-2  不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体系を開発するための試験を実

施する。 
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1-3 大豆の病虫害に対する環境保全型の防除技術を開発するための調査・試験

を実施する。 

1-4 テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換システムを確立するための試験を

実施する。 

2-1 技術講習会・研修会を開催する。 

2-2 営農相談・指導、情報提供を実施する。 

3-1 検査・検定制度を調査する。 

3-2 標準規格にあった分析が実施できるラボ（機材、人材、マニュアル等）を

整備する。 

3-3 認証を取得する。 

4-1 大豆・小麦・緑肥作物の優良品種の種子生産・配布する体制を整える。 

4-2 土壌に関する検査・検定事業を実施する体制を整備する。 

(6) 長期専門家の分野 

①場長／チーフアドバイザー ②次長／業務調整 

(7) プロジェクトの実施体制 

     試験場の運営については、JICA 本部および JICA パラグアイ事務所の管轄の下、

パラグアイ農牧省の（普及局（DEAG）、国立農業研究所（ IAN）、地域農業研究セ

ンター（CRIA）の連携・協力を得て実施する。試験場は日系農業協同組合中央会

に 2010 年 3 月に移管される計画であり、第 2 フェーズ中は、日系農業協同組合中

央会はプロジェクトのカウンターパートとして、試験場の運営・管理、各種課題

の試験研究に関係する。  

(8) その他 

 第 2 フェーズ実施中の試験場運営に日系農協中央会の参画を求めることとし、

技術部門に加え運営管理に関わる人材の育成などを実施し、試験場の体制と機能

強化を行ない、2010 年のスムーズな移管を目指す。  
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第３章 案件の背景 

 

３－１ 経緯 

 パラグアイ農業総合試験場はイグアス移住地に入植した日本人移住者の営農を補完

するため、1962 年開設されたイグアス指導農場を前身として設立された試験場である。

1972 年には、イグアス試験農場（1963 年指導農場から試験農場に改称）がパラグアイ

農業総合試験場（CETAPAR）に改組され、1985 年にアルトパラナ分場をイグアス本

場へ統合し、現在に至っている。  

 当初の日本人移住者に限定した試験研究機関であったが、移住地の農業発展に従っ

て、1980 年代からパラグアイ人を対象とした活動も行われるようになった。1994 年に

移住事業の見直し／再編に伴い、技術協力事業の場においても積極的に活用されるよ

うになった。この方針に基づき、2000 年度からプロジェクト方式技術協力として運営

されることになり、パラグアイ農業の発展に寄与するべく本試験場を活用していくこ

とになった。  

 2000 年度から 2004 年度にかけて、研究課題の絞込みを内容とする第 1 フェーズ協

力が実施され、その運営指導調査（終了時評価）において所定の協力の成果が認めら

れ、2005 年 3 月 31 日に予定通り終了することが両国間で合意された。さらに、2010

年 3 月に CETAPAR を日系農協中央会に移管するまでの 5 年間、これまでの研究成果

のまとめと普及、および移管後の自立発展性の確保を内容とする協力の実施が必要と

認められた。  

 

３－２ 相手国の国家計画等 

 2003 年の農業セクターの GDP は 31％を占め、農業部門の輸出総額は総輸出額の

85％を占めている。農業人口比率は 48％で農業が経済活動・雇用の中心となっている。

このように、パラグアイ国においては農業セクターが基幹産業であるが、小農が基本

となっているために体質が脆弱であり競争力も弱いのが現状である。農業セクターの

活性化のためには、小農の農業生産基盤と技術を強化して生産性を向上させるととも

に、生産物の多様化と付加価値の向上を図ることが緊急の課題となっている。  

 他方、大豆は輸出総額の内で 50％を超える比率を占めており、メルコスール経済域

内における唯一の輸出競争力を有する最も重要な輸出産品となっている。大豆の生産

は、主に中・大規模農家に依存しているが、近年さび病やダイズシストセンチュウ等

新たな病虫害の発生、大豆と小麦を連作することによる障害の発生、農薬や化学肥料

の多投入による環境汚染、土壌の劣化等諸々の課題が顕在化している。このため、こ

れらの課題を解決しながら現在の生産量を維持させるとともに、併せて持続的な農業

が可能となるような営農に転換させることが必要とされている。  

 2003 年 8 月に発足したドゥアルテ政権において策定された国家開発計画の主要な 5

本柱は前政権時代に策定された「経済社会発展戦略（PEES）」を実質的に踏襲してい

る。この「経済社会発展戦略（PEES）」において、プロジェクトの第 1 フェーズは経

済競争力強化のための重要な課題である「品種改良・病虫害・土壌問題への対応を通
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じたダイズ等農産物生産支援」に貢献するもの、とパ国側から期待されていた。引き

続き第 2 フェーズとなる本案件も、現政権の国家開発計画の「競争力強化による経済

開発」と合致している。  

 

３－３ 日本の援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

 CETAPAR は、1962 年日本人移住者の営農の安定と振興を図るために開設され 42 年

の研究実績を有している。これまで畜産、蔬菜、畑作を中心とした試験研究を行なっ

てきており、具体的な研究目標としては、年次を追って若干の変更はあるが、畜産の

生産性向上と安定、野菜栽培技術の改善と品質向上、畑作の生産性向上と安定、及び

パラグアイ東部・南部地域における地力維持と増強の 4 項目であった。  

 これらの研究目標は、本プロジェクトで期待されている成果（課題）とほとんど一

致しており、蓄積された豊富な研究実績を転用することが可能であった。そして、プ

ロジェクト発足前の研究基盤のうえに、プロジェクト活動を通じて得られた新たな技

術と知識を積み重ねることによって、より良い技術が開発され、それらを日系農家に

限らず非日系農家にも提供することは、パ国農業全体の底上げを図るうえで非常に合

理的な援助手法であったと考える。  

また、日系社会には優良な農協組織と豊富な営農経験を有する農家が活躍しており、

これら日系社会の援助リソースを活用した技術協力を実施する意味からもわが国の援

助として妥当性があったといえる。  

 なお、パラグアイ国に対する援助実施計画を定めた JICA 国別援助実施計画では、5

つの援助重点分野とそれらに対する協力プログラムを策定しており、本案件はこの内

の 1 つである重点分野「メルコスール域内外の競争時代に対応しうる経済競争力強化」

に対応するものである。  
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第４章 当該国関係機関の組織及び事業概要 

 

(1) 農牧省 

   パラグアイの農牧省の組織図は以下のとおりである。本案件に関係する農業普及

局、加えて付属機関である国立農業研究所及び地域農業研究センターについて、説

明する。 

 

 

 

1) 農業普及局（DEAG）  

    農業普及局の主な業務・活動は、生産者に対する総合的技術指導・普及である。

現場での実地指導等（セミナー、講習会、展示圃場設置等）を実施して、生産者が

生産に関する一連の知識（生産資源や環境の保全技術、収穫物の管理・流通、又生

産に有利な資材や農業技術等）を習得・実施に向けての活動を行っている。 

 

2) 国立農業研究所（ IAN）  

    国立農業研究所（ Instituto Agronomico Nacional, IAN）は、1943 年に米国 STICA

（アメリカ農業技術行機構）の 1 試験場として創立され、1967 年にパラグアイ政

府に引き渡され今日に至っている。  

    IAN は農牧省の付属研究機関であり、パラグアイの農業技術の発展・向上を担う

中核的試験場でもあり、特に野菜、果樹、綿などの生産性向上と高品質化にかかわ

る研究や、小農に対する種子の生産、配布なども行われている。敷地面積は 320ha

で、60％が研究用に使用され、残りの 40％は原生林で環境保全の役割を担ってい

家畜生産研究局

農業官房

大臣官房

図書室

綿花・タバコ検定

林野庁

流通局

農牧統計局

法律顧問室

農牧大臣

秘書室 企画総局

財務総局

総務

諮問委員会

                                                                          図　農牧省　組織図

特別委員会

監査室

国家プロジェクト調整・

運営局

ジェンダー事務所

国際貿易・統合特別委員会

プロジェクト実施技術

ユニット

チャコ国家委員会

バイオ・セキュリティ委員会

植物防疫局

畜産官房

家畜加工食品企画

管理局
農牧普及局 農牧教育局種子局農業試験局家畜防疫局
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る。分野別には工芸作物、園芸作物を主体とする作物部門と土壌、病害虫、組織培

養等の共通研究部門があり、これ等と総務部門からとなっている。  

    JICA は IAN を主カウンターパート機関として、1997 年 4 月から 2002 年 3 月迄

の 5 年間にわたり「小農野菜生産技術改善計画」プロジェクトによる技術協力を実

施した。  

 

3) 地域農業研究センター（CRIA） 

    地域農業研究センター（Centro Regional de Inestigacion Agricola, CRIA）は、農牧

省農業研究局の一国立研究機関であり、南部穀倉地帯であるイタプア県のカピタ

ン・ミランダ市に設置されている。CRIA は、パラグアイ農牧省とインターアメリ

カ農業技術協力との協定に基づいて 1952 年にアメリカ政府の支援で設立されたカ

ピタン・ミランダ試験農場を起源とし、1967 年にパラグアイ農牧省へ地域農業研

究センターとして移管・改組された。1979 年に日本政府の無償援助によって現在

の主要施設が建設され、以来 JICA の技術協力によって、南部パラグアイ農林業開

発計画（1979.3 - 1988.3）、主要穀物生産強化計画（1990.6 - 1997.3）、大豆生産技術

研究プロジェクト（1997.10 - 2002.9）が実施された。  

    CRIA は、 IAN（国立農業研究所）と並んでパラグアイ農業研究の中心的役割を

果たしており、とくに最重要作物である大豆、トウモロコシ、小麦などの主要穀物

の研究はすべて CRIA を中心として行われている。組織は事務部と研究部からなり、

研究部には 12の研究室があり、約 40名の技師および研究補助員が配置されている。

この他に、小麦、トウモロコシ・ヒマワリ・モロコシ、大豆の、3 つの国家プロジ

ェクトの中心となって、研究調整を行っている。敷地（118.5 ha）に、研究管理棟、

種子庫、温室、修理工場、実験圃場が配置され、育種、栽培、土壌分析、病害虫防

除など、基本的な農業研究を実施する機器・装置が備えられている。 

 

(2) 日系農業協同組合中央会（日系農協中央会） 

   日系農業協同組合中央会は、パラグアイの日系農協の連合組織として 1980 年に創

立された。事業内容は、1)農牧省などからの農業融資の借入と加盟農協への貸付な

どの信用事業、2)加盟農協の事業代行、3)渉外事業、4)研修事業、5)青果物の卸売販

売である。現在、ピラポ農業協同組合、ラパス農業協同組合、イグアス農業協同組

合、アマンバイ農業協同組合、およびラコルメナ農業協同組合とアスンセーナ園芸

協同組合が合併する農協の 5 農協が加盟している。本部はアスンシオン首都圏の南

部フェルナンド・デ・ラ・モラ市にあり、アスンシオン、エステ、エンカルナシオ

ンに販売所を設けている。  

   2000 年の資料によると、中央会の職員数は 25 名、加盟農協の組合員数は合計 372

名である。生産物の取扱高は、大豆 113,100 t と小麦 42,400 t で大半を占め、ほかに

トウモロコシ、ヒマワリ、蔬菜などが取り扱われている。  

 

 

(3) イグアス農業協同組合 
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   イグアス農業協同組合は、1961 年に日本人の入植とともに設立された。2004 年

11 月の調査時点の組合員数は 92 名であり、組合の役員数は 12 名、職員数は 38 名

である。イグアス農協の事業内容は、1)貯金と貸付からなる信用事業、2)生産資材、

ガソリンスタンド、生活資材などの購買事業、3)大豆、小麦などの輸出を含む販売

事業、 4)種子・サイロ事業、 5)小麦製粉の加工事業、6)マカダミアナッツの直営農

場事業、7)営農指導と大豆育種からなる農事事業、8)広報事業である。  

   組合員は畑作農家や畑作牧畜などの複合経営農家が大半を占め、主要畑作物は大

豆と小麦である。農協管轄内の 2002/03 年の大豆生産は、栽培面積 16,387 ha、生産

量 49,095 t、生産者数は 61 戸である。2003 年の小麦生産は、栽培面積 6,537 ha、生

産量 13,681 t、生産者数は 52 戸である。  
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第５章 当該国における他プロジェクト、他機関の状況 

 

５－１ 日本の他プロジェクトとの連携 

 関連プロジェクトとして、国立農林水産業研究センター（ JIRCAS）が実施している

「南米における農牧輪換を利用した大豆の持続的な生産技術の開発」プロジェクト

（1998 年 2 月から 10 年間）との連携事業を継続して実施する。  

 

５－２ 第三国機関（国際機関含む）との連携 

 現時点で、第三国機関との具体的な連携案は策定されていないものの、試験場には、

例えば、農薬汚染、地力低下、土壌汚染などの分野で第三国機関と連携して試験研究

を行うだけの人材、機材を有している。 
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第６章 プロジェクトの枠組み 

  

プロジェクト目標、期待される成果、活動、実施体制等は以下のとおりである。 

 

６－１ プロジェクト目標 

 [プロジェクト目標] 

パラグアイ国東部地域における農業振興の拠点の基盤がパラグアイ農業総合試

験場に整備される。 

 [指標] 

1. 新生 CETAPAR の業務実施規定が策定される。 

2. 管理運営計画（組織図、人員の配置計画、予算書、収支計画書等）が策定さ

れる。 

3. 上記規定及び計画書が移管先機関に承認される。 

 [対象者] 

日系農協中央会／日系農協の役職員、パラグアイ農牧省、対象地域主要農民 

 [対象地域] 

パラグアイ東部地域 

 

６－２ 上位目標 

 [上位目標] 

パラグアイ東部地域において持続的な農業が普及される。 

 [指標] 

1. パラグアイ東部地域における主要農畜産物の生産性が 2010 年（基準年）のレ

ベルで維持される｡ 

 

６－３ 成果、そのための活動、指標 

 [成果 1] 

1. パラグアイ東部地域に適した持続可能な畑作技術が確立される。 

 [活動] 

1-1 大豆新品種の育成・導入選定を行う。 

1-2 不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体系を開発するための試験を実

施する。 

1-3 大豆の病虫害に対する環境保全型の防除技術を開発するための調査・試験

を実施する。 

1-4 テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換システムを確立するための試験を

実施する。 

 [指標] 

1-1 大豆の安定多収ならびに食用の有望品種･系統を各 10 選定する。 

1-2 日系農家等において、大豆の収量が 3 t/ha 以上で安定する。 
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1-3 日系農家等の不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体系が、大豆栽培

面積の 50％以上に普及する。 

1-4 大豆の病虫害に対する環境保全型の防除技術マニュアルが 5 種類以上作成

される。 

1-5 農牧輪換システムの実証展示圃場において、肉牛が草地 1 ha 当り 840 kg/

年、大豆が 3 t/ha 以上生産される。 

 [成果 2] 

2. 農家・普及員等に対する技術指導が拡充される。 

 [活動] 

2-1 技術講習会・研修会を開催する。 

2-2 営農相談・指導、情報提供を実施する。 

 [指標] 

2-1 技術講習会・研修会が年間 4 回以上開催される。 

2-2 各年度の営農相談件数が前年度より増加する。 

 [成果 3] 

3. 公的認証機関として検査、分析等が行える体制が整備される。 

 [活動] 

3-1 検査・検定制度を調査する。 

3-2 標準規格にあった分析が実施できるラボ（機材、人材、マニュアル等）を

整備する。 

3-3 認証を取得する。 

 [指標] 

3-1 評価・分析ラボの機能が公的認証機関としての要求を満たす。 

 [成果 4] 

4. 安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される。 

 [活動] 

4-1 大豆・小麦・緑肥作物の優良品種の種子生産・配布する体制を整える。 

4-2 土壌に関する検査・検定事業を実施する体制を整備する。 

 [指標] 

4‒1 大豆の種子生産圃場が 90ha 以上整備される。 

4‒2 各年度の土壌分析の点数が前年度より増加する。 

 

６－４ 投入 

① 日本側の投入 

1. 専門家派遣 

長期専門家 

 場長／チーフアドバイザー、次長／業務調整 
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短期専門家 

  必要に応じ 

2. 研修員受入 

本邦および第三国 

3. 機材供与 

携行機材として整備 

4. 土地 

本場 115 ha 

分場 56 ha 

5. 施設 

本館、車庫、研究棟、温室、種子用サイロ、宿舎、他 

6. プロジェクト要員の配置 

7. プロジェクト運営の経費 

 

② パラグアイ国側 

1. 派遣専門家及び携行機材に対する特権免除の付与 

2. カウンターパートの配置 

日系農協役職員 

 

６－５ プロジェクトの実施体制 

 パラグアイ農業総合試験場は、以下に示す体制で実施する。  

 試験場の運営については、 JICA 本部および JICA パラグアイ事務所の管轄の下、パ

ラグアイ農牧省の（普及局（DEAG）、国立農業研究所（ IAN）、地域農業研究センター

（CRIA）の連携・協力を得て実施する。試験場は日系農業協同組合中央会に 2010 年

3 月に移管される計画であり、第 2 フェーズ中は、日系農業協同組合中央会はプロジ

ェクトのカウンターパートとして、試験場の運営・管理、各種課題の試験研究に関係

する。  

 また、関連プロジェクトとして国立農林水産業研究センター（ JIRCAS）が実施して

いる「南米における農牧輪換を利用した大豆の持続的な生産技術の開発」プロジェク

トとの連携事業も実施する。  

 プロジェクトの運営に関して、合同調整委員会（ Joint Coordinating Committee, JCC）

を組織して調整を行う。委員会は原則として年 1 回の会合をもつこととし、ほかに必

要であれば臨時会合を開く。委員会の機能は、1)プロジェクトのフレームワークに基

づき年間活動計画を承認すること、2)年間活動計画の達成度とプロジェクト全体の進

捗を確認することである。委員長をパラグアイ農牧省副大臣、副委員長を CETAPAR

場長とし、パラグアイ側メンバーは、農牧省の計画局長、農業研究局長、農業普及局

長、国際協力局長、アスンシオン大学農学部の代表者、日系農協中央会代表、イグア

ス農協組合長とし、日本側メンバーは、プロジェクト派遣専門家、JICA の指名者、JICA

パラグアイ事務所所長とする。  
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図 プロジェクトの実施体制  
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第７章 プロジェクト実施上の留意点 

 

(1) 第 1 フェーズとの継続性  

   2005 年 3 月に終了する「パラグアイ農業総合試験場プロジェクト」第 1 フェーズ

の成果と運営結果を考慮して、案件を実施することが重要である。なお、第 2 フェ

ーズ協力期間においては、試験・研究活動を必要最小限に絞り、これまでの試験・

研究結果を農家への普及において実用的なものにとりまとめ、情報を発信する活動

に重点を置くこととする。 

 

(2) パラグアイ側関係機関との協調 

   試験場で開発された技術をより多くの農家に普及し、広くパラグアイ東部地域の

農業開発を促進するためには、試験場と農牧省関係機関との協調をより強化するこ

とが重要である。加えて、試験場の活動を面的に拡大するには、パラグアイ国内の

関係機関と直接・間接的に連携することが有効である。 

 

(3) 日系農協との連携 

   試験場は 2010年 3月末に日系農業協同組合中央会に移管される予定であることか

ら、本プロジェクトでは日系農協中央会およびその構成員であるイグアス農業協同

組合をはじめとする単協との連携を一層深めていく必要がある。  

   日系農協中央会と日系農協は、プロジェクトのカウンターパートとして位置づけ

られており、人員配置などにおいて相応の負担をすることとなる。プロジェクトの

中では、移管後の運営にかかる人材を育成することも課題となっている。  

   なお、すでに日系農協中央会幹部などをメンバーとする移管対策委員会が組織さ

れ、定期的な会合が開かれている。ここで、移管後の運営方針などに加えて本プロ

ジェクトの内容についても議論されている。  
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第８章 評価 5 項目による評価 

 

８－１ 妥当性 

 本プロジェクトは以下の点から妥当性が高いと判断される。 

• パラグアイにおいては農業セクターが基幹産業であるが、小農が多数を占めるた

めに体質が脆弱であり競争力も弱いのが現状である。農業セクターの活性化のた

めには、小農の農業生産基盤と技術を強化して生産性を向上させるとともに、生

産物の多様化と付加価値の向上を図ることが緊急の課題となっている。本プロジ

ェクトは研修や技術支援サービスを通じてこの課題に対して取り組むものであ

り、妥当性が認められる。 

• 大豆はパラグアイ国の輸出総額の 50％を超える比率を占める、メルコスール経

済域内における唯一の輸出競争力を有する最も重要な輸出産品となっている。大

豆の生産は、主に中・大規模農家に依存しているが、近年さび病やダイズシスト

センチュウ等新たな病虫害の発生、大豆と小麦を連作することによる障害の発生、

農薬や化学肥料の多投入による環境汚染、土壌の劣化等諸々の課題が顕在化して

いる。このため、これらの課題を解決しながら現在の生産量を維持させるととも

に、併せて持続的な農業が可能となるような営農に転換させることが必要とされ

ている。本プロジェクトはこの課題に対して試験研究や技術普及などを通じて取

り組むものであり、妥当性が認められる。  

• CETAPAR は、設立以来、畜産の生産性向上と安定、野菜栽培技術の改善と品質

向上、畑作の生産性向上と安定、及びパラグアイ東部・南部地域における地力維

持と増強の 4 項目の研究課題に取り組んできた。本プロジェクトでは、これまで

の試験場の活動成果を土台にし、さらに新たな知見を加え、それらを日系農家に

限らず非日系農家にも提供することを目指しており、パラグアイ国農業全体の底

上げを図る上で非常に効果があると考える。  

• 日系社会には優良な農協組織と豊富な営農経験を有する農家が活躍しており、こ

れら日系社会の援助リソースを活用したパラグアイ地域社会への技術協力を実

施することからも、わが国の援助として妥当性が認められる。  

• 対パラグアイ国別援助実施計画においては、開発課題と事業計画の 5 つの重点分

野のプログラムの中で、小農に対する支援と大豆生産技術に対する支援が抽出さ

れており、援助方針に沿った事業ということができる。  

 

８－２ 有効性 

 本プロジェクトは以下の点から有効性が認められる。 

• CETAPAR が日系農協中央会に移管されることを前提条件に、かつ移管後の管理

運営計画の策定と承認をプロジェクト目標の達成度を測定する指標とすること

で、CETAPAR に農業振興の拠点基盤を整備するという目標の到達点が明確に設

定されている。  

• プロジェクトのアウトプット（成果）として、1)持続的畑作技術の確立、2)農家・
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普及員に対する技術指導の拡充、3)公的認証機関としての体制整備、4)農業技術

支援サービスの体制整備、を設定している。技術力の強化と、試験場の運営能力

強化という双方の強化が求められており、これらはプロジェクト目標を達成する

ために必要な内容であると考えられる。  

• プロジェクトの外部条件である、日系農協中央会／日系農協の支援が得られるこ

とについては、プロジェクト側と日系農協とが密接な関係を維持していくことに

より、満たされる可能性が高い。  

 

８－３ 効率性 

 本プロジェクトは以下の点から効率的な実施が見込める。  

• 本案件は、1962 年に開設された試験場を前身とする CETAPAR におけるプロジェ

クトである。既存の施設や資機材を有効に活用することができ、新規の設備投資

や大型機材供与を最小限にし、プロジェクト実施にかかる費用は低く抑えること

ができる。  

• CETAPAR に蓄積されてきた試験・研究成果を、本プロジェクトでさらに普及員

や農家へ伝達・普及することを念頭におき、活動を整理していくことにより、技

術や知識が多くの普及関係者や農民に共有されることが期待される。  

• CETAPAR はこれまでもパラグアイ国立農業研究所（ IAN）やパラグアイ国立地

域農業研究センター（CRIA）などの国内関連機関、ドイツ技術協力公社（GTZ）

あるいはわが国の国際農林水産業研究センター（ JIRCAS）などの国外機関との

連携事業を多く実施してきており、このような活動を継続することは、関係者の

人材育成の面で効率的であると考えられる。  

 

８－４ インパクト 

 本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

• 協力終了後は、CETAPAR を日系農協中央会に移管し、日系農協関係者のニーズ

に従った活動を実施できるよう、第 2 フェーズ協力期間内に人材育成や組織の整

備などの面において支援活動を行うこととしている。そのため、日系農家の生産

活動に対しても、直接的な効果を発揮するものと考えられる。  

• 日系農協中央会に移管後、日系農家のみならず非日系農家に対しても技術支援サ

ービスを提供できるような体制を作るよう計画しており、地域経済への貢献を通

じて、日系・非日系社会間のつながりを強化する効果が期待できる。  

• 対象地域であるパラグアイ東部地域はパラグアイ国内の農牧業セクターの中心

地であり、本案件の農牧業開発に貢献するという上位目標は、パラグアイの農牧

業に対して大きなインパクトがあると考えられる。  

• CETAPAR における豊富な研究実績や技術力の高さが徐々にパラグアイ国内関係

者に知れ渡るようになり、国内の研究機関や農業技術者はもとより、大学関係者、

小・中・高校レベルの生徒等も多数来訪するようになってきている。本プロジェ

クト期間においても、関係機関に対する技術的なインパクトや、一般若年層に対

する教育的なインパクトも期待できる。  
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８－５ 自立発展性 

 本プロジェクトの自立発展性の見込みは以下のように予測できる。  

• 制度的側面に関し、CETAPAR は、本プロジェクト終了後の 2010 年 3 月に日系農

協中央会に移管・引継がれる方針のもと、組織の自立発展性を高めるための方策

を関係者と協議し、そのための活動を強化する必要が認められる。自立発展のた

めの組織能力や運営管理能力については、今後 2010 年以降の新生 CETAPAR の

活動業務内容を確定しつつ、日系農協中央会と単協、特にイグアス農協との関係

を整理しながら醸成していくことが重要である。  

• 財政的側面に関し、日系農協中央会に移管後、財政的にひとり立ちできる体制を

確立することが重要であり、また困難を伴う点である。幅広い収入源を確保しな

がらも、体制をスリム化することによって支出を抑えた事業計画を作成すること

が課題である。協力終了後の CETAPAR の財務状況を可能な限り良好にできるよ

う、自己収入の拡大を目指す活動を取り込んでいる。日系農協中央会が試験場の

機能を維持していくことができるように、第 2 フェーズ協力期間内に試験場の財

務シュミュレーションを行う計画である。  

• 技術的側面に関し、プロジェクト要員は、各種試験研究技術と試験場の管理能力
について、そのほとんどを習得していると考える。また、施設や資機材の保守管

理状況も良好であり、今後の活用に支障はない。ただし、現地の営農上の課題や

技術的ニーズは常に変化しており、これに応えるためには、先進的な技術を有す

る EMBRAPAや JIRCASなどの試験研究機関との連携や支援を得られる仕組みを

維持することが不可欠であろう。  
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第９章 団長所感 

 

９－１ 第 2 フェーズ実施に向けて 

(1) パラグアイにおいては、移管先を各日系農協の連合会である日系農協中央会と

している。本運営指導調査においても日系農協中央会（以下中央会）に意向を再

度確認し、その受け入れ体制についても協議した。同中央会として、試験場の移

管を受けることについては決定しているものの、現段階では場長のカウンターパ

ートを誰にするのか、試験場の活動を何にするのかなど、具体的なものは決定に

至っていない。2010 年までの試験場は JICA だけで運営するもの、という考えか

ら完全に脱却できていない。 

(2) 日系移住地が発展していく為には、パラグアイ人の発展抜きには考えられない。

ほとんどの移住地に見られるように、日系移住地といえども人口は非日系人が多

い。例えば、イグアス移住地では 8 万 7 千 ha の移住地内に約 1 万人が住んでいる

が、その人口に占める日系人の割合は 10％ほどである。日系人のみが裕福になれ

ば良いという考えでは成り立たない。  

(3) 移管先としての日系農協は、経営上の負担増を懸念するため、引き受ける活動

は収益事業に限定したがる傾向が見られた。 

(4) しかし、地域住民へのサービスと、日系移住者の持続的な営農を実現させる為

には、利益事業のみならず、例えば、病害診断サービスや営農技術の普及会の実

施など、非営利事業を取り込んだ活動が不可欠である。また、移住地内のみなら

ず周辺地域で営農するパラグアイ人農家に対する営農技術サービスを伴ってこそ、

本プロジェクトの目的が達成されると考えられる。 

(5) 本調査において，日系農協中央会の意向を確認した上で移管後の運営体制を睨

み、第 2 フェーズ協力の活動計画案を策定した。プロジェクト目標は、第 1 フェ

ーズの『実用的農業技術が開発される』であったものから、第 2 フェーズは『営

農技術改善と普及の拠点整備』に変更した。具体的には、①畑作分野（種子生産、

生産力検定、選抜試験）、②土壌・分析分野（土壌診断、葉面分析等）、③普及分

野（圃場観察、講習会、営農指導等）の 3 分野の活動を行うこととし、普及活動、

営農安定のための活動に、その重点を移していくこととした。 

(6) また、移管後の組織の運営体制として、日系農協中央会側は、試験場運営のた

めに 3～4 名（雇用労働者を除く常勤職員）の配置を想定していることも併せて示

され、特に技術系として想定している 2 名程度の職員の確保、育成が重要との認

識が示された。  

(7) 移管後の組織の持続的な運営のためには、日系農協中央会の主体性が不可欠で

ある。そのためにも第 2 フェーズの実施段階における、日系農協中央会側の「負

担（投入）」を求めた。日系農協中央会からは、現時点では明確な回答はなかった
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ものの、当方の意図を理解した上で、今後、日系農協中央会及び日系農協の各単

協レベルでの合意形成をはかり、試験場要員の派遣を含め、具体的な計画作りを

急ぎたいとしている。 

(8) パラグアイの日系農協は 5 単協によって構成されている。各移住地は畑作を中

心としつつも、地理的に散在しており、各農協の目指すところは微妙に異なる。

特に、今回の移管に関しては、地理的に最も近いイグアス農協と他農協の間には

温度差があり、具体的な管理運営をどこが行うのか、運営経費負担をどこがする

のか（各単協が均等に負担するのか）、試験場の要員はどこ所属とするのか、財産

としての施設の登記と管理はどこが行うのかなど、2010 年までに解決すべき問題

は多い。また、JICA としても、活動のスリム化を行うとともに、施設や機材の改

修・更新を 2010 年の移管にあわせ、計画的に進めていく必要がある。  

 

９－２ 課題（パラグアイ、ボリビア共通） 

(1) 本運営指導調査（終了時評価および計画策定調査）の結果を、それぞれの国の

農牧省に、合同調整委員会の中で報告した。パラグアイ、ボリビア両政府とも、

本プロジェクトが日系移住者支援事業の延長線上にあること、2010 年 3 月に JICA

試験場が日系農協に移管されること、日系農協を通じた活動がそれぞれの国の地

域の活性化に有効であることなど、本プロジェクトの理解と後継協力の実施への

積極的な支持を表明した。ただし、本プロジェクトの実施形態を技術協力プロジ

ェクトとしていることもあり、試験場は、相手国の試験研究機関や普及機関へも

情報を積極的に提供し、普及研修会への参加を呼びかけるなど、移管後の関係を

見据え、日系農協とこれらの機関との連携がはかられるような関係を構築してお

くことが重要である。 

(2) これまで、試験場の現地スタッフをプロジェクトのカウンターパートと位置付

け、試験研究・普及活動を行ってきたが、厳密に言えばこれらのスタッフは JICA

側が雇用している要員である。そのため、農協によるカウンターパートの任命と、

その者の試験場への配置が求められる。特に、任命のためには、日系農協が移管

後の試験場において行う課題（テーマ）と、その活動を誰が担うのかを早急に決

定してもらうことが前提となるので、これらについては早急な対応が必要である。

なお、その結果、仮に試験場の現地スタッフ（の一部）が、日系農協によって 2010

年以降に雇用することが決定されれば、その決定時点で、その現地スタッフは技

術移転の対象となるカウンターパートである。試験場は、任命されたカウターパ

ートに対して、人材育成を行うことになる。  

(3) 以上の活動項目とそのスタッフを決めること以外にも、①財産としての試験場

を譲り受ける団体、②それを維持・管理する機関、③運営費の負担元（方法）な

どを決定する必要があり、日系農協側の決定を促進することが求められる。 

(4) パラグアイ農業総合試験場の土地と建物はともに JICA の所有であるが、ボリ

ビア農牧技術センターの建物は JICA の所有である一方、土地は日ボ協会から借
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用しているものである。ボリビアに関して、農協が新設する機関が移管後の試験

場を運営する形態を想定しており、その借地契約についても支援する必要がある。 

(5) また、第 2 フェーズ協力期間中に移管後の活動内容、運営体制が決定されれば，

2010 年以降に必要となるスタッフと施設が明確になる。一部のスタッフについて

は在外事務所要員からプロジェクト要員に切り替えたときに、2010 年 3 月まで試

験場が存続することを前提とし、その期間までは退職者の補充はないとしても、

解嘱はできない。しかし、重要財産については取り壊しを含め、前倒し処分の可

能性も検討する必要がある。  

(6) 本プロジェクトが 2010 年に確実に移管され、移管後も持続的に活動が実施さ

れるためには、移管後の活動を日系農協が主体的に決めるような、農協の意識醸

成が重要である。 

(7) 試験場のスムーズな移管を達成するため、JICA 本部、事務所および試験場スタ

ッフは、2000 年 2 月の機関決定を遵守し、移管に関する意思の統一が不可欠とい

える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅱ－25 

第１０章 その他 

 

１０－１ 貧困 

 本案件は協力の対象者に地域主要農民を含めている。農業収入が少ないパラグアイ

人農民も対象とし、直接的な研修・講習会・技術サービスの提供を通じて、営農技術

の指導を行うことを計画するなど、貧困層への支援も含む。 

 

１０－２ 環境などへの配慮 

 本案件では、パラグアイ東部地域に適した持続可能な農業の技術開発として、ダイ

ズの病虫害に対する環境保全型の防除技術マニュアルの作成が組み込まれており、農

薬の使用量を抑えた適正な病虫害防除法の開発と普及を強化する。また、土壌診断サ

ービスの充実なども含み、適正な土壌管理を指導し、持続的な農業技術の普及に努め

る計画である。 

 なお、試験場で行われるこれらの活動は、環境に配慮しつつ持続可能な農業を考慮

したものであり、そのため環境へのマイナスの影響はないと見込まれる。  
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プロジェクト名：パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR）計画　第2フェーズ 国名：パラグアイ共和国

対象地域：パラグアイ東部地域 協力期間：2005年4月1日～2010年3月31日
ターゲットグループ：日系農協中央会/日系農協の役職員、パラグアイ農牧省、対象地域主要農民 作成日：2004年12月3日

プロジェクトの要約 指　　標 指標データ入手手段 外部条件
上位目標
　パラグアイ東部地域において持 パラグアイ東部地域における主要農畜産物 国連食糧農業機関 ・パラグアイにおける農業
　続的な農業が普及される。 の生産性が2010年（基準年）のレベルで維 （FAO）／パラグアイ   政策に大きな変更がない。

持される｡ 農牧省の農業統計 ・日系農協や関係機関の方
  針が大きく変更されない。
・農産物の需要や価格が現
  状より悪化しない。

プロジェクト目標
　パラグアイ国東部地域における 1. 新生CETAPARの業務実施規定が策定される。 1. 日系農協の定款 ・日系農協中央会／日系
　農業振興の拠点の基盤がパラグ 2. 管理運営計画（組織図、人員の配置計画、 2. 日系農協の総会資料   農協の経営が悪化しない。
　アイ農業総合試験場に整備され   予算書、収支計画書等）が策定される。 ・パラグアイ東部地域の
　る。 3. 上記規定及び計画書が移管先機関に承認 3. 移管関係会議議事録   営農形態が大きく変わ

　される。   らない。
アウトプット
1. パラグアイ東部地域に適した持 1-1 大豆の安定多収ならびに食用の有望品種 1-1 CETAPAR年報／ ・大豆の国際需要が減少
  続可能な畑作技術が確立される。 　  ･系統を各10選定する。 　 試験成績概要書   しない。

1-2 日系農家等において、大豆の収量が3 t/ha 1-2 日系農協の農業統計 ・日系農家の営農形態が
     以上で安定する。    ／農牧省の農業統計   大きく変わらない。

1-3 日系農家等の不耕起栽培における大豆・ 1-3 日系農協の農業統計 ・異常気象が発生しない。
   緑肥作物の輪作体系が、大豆栽培面積の ・病虫害が異常発生しない。
     50％以上に普及する。 ・肥育素牛（交雑牛）が
1-4 大豆の病虫害に対する環境保全型の防除 1-4 CETAPAR年報／ 　安定して供給される。
     技術マニュアルが5種類以上作成される。 　 防除技術マニュアル ・土地利用に大きな変化が

1-5 農牧輪換システムの実証展示圃場におい 1-5 CETAPAR年報／ 　ない。
     て、肉牛が草地1 ha当り840 kg/年、大豆 　 試験成績概要書 ・認定制度に大きな変更が
      が3 t/ha以上生産される。 　ない。

2. 農家・普及員等に対する技術指 2-1 技術講習会・研修会が年間4回以上開催 2-1 CETAPAR年報
　導が拡充される。    される。

2-2 各年度の営農相談件数が前年度より増加 2-2 CETAPAR年報
   する。

3. 公的認証機関として検査、分析 3-1 評価・分析ラボの機能が公的認証機関と 3-1 CETAPAR年報
　等が行える体制が整備される。    しての要求を満たす。
4. 安定的な農業生産のための技術 4-1 大豆の種子生産圃場が90ha以上整備される。 4-1 CETAPAR年報／
　支援サービスの実施体制が整備    試験成績概要書
　される。 4-2 各年度の土壌分析の点数が前年度より 4-2 CETAPAR年報

   増加する。
活動
1-1 大豆新品種の育成・導入選定を 日本側 パラグアイ側 ・CETAPARのプロジェクﾄ
　 行う。 1. 専門家派遣 1. 派遣専門家及び携行 　要員が勤務を続ける。
1-2 不耕起栽培における大豆・緑肥   長期専門家   機材に対する特権免除 ・日系農協中央会／日系
   作物の輪作体系を開発するため     場長／チーフアドバイザー   の付与 　農協の支援が得られる。
   の試験を実施する。     次長／業務調整 2. C/Pの配置 ・パラグアイ国側の関係
1-3 大豆の病虫害に対する環境保全   短期専門家   日系農協役職員    　諸機関の支援が得られる。
   型の防除技術を開発するための     必要に応じ
   調査・試験を実施する。 2. 研修員受入
1-4 テラロッシャ土壌地帯における 本邦および第三国
   農牧輪換システムを確立するた 3. 機材供与
   めの試験を実施する。 携行機材として整備

4. 土地
2-1 技術講習会・研修会を開催する。 本場　115 ha
2-2 営農相談・指導、情報提供を実 分場　 56 ha
　 施する。 5. 施設

本館、車庫、研究棟、温室、種子
3-1 検査・検定制度を調査する。 用サイロ、宿舎、他 前提条件
3-2 標準規格にあった分析が実施で 6. プロジェクト要員の配置
   きるラボ（機材、人材、マニュ 7. プロジェクト運営の経費 ・日系農協中央会が
   アル等）を整備する。 　 CETAPARの移管を引き
3-3 認証を取得する。   受けることが変更されない。

4-1 大豆・小麦・緑肥作物の優良品
   種の種子生産・配布する体制を
   整える。
4-2 土壌に関する検査・検定事業を
   実施する体制を整備する。

PDM

投　入
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別添資料Ⅱ－3　PDM（和）

y.okada
長方形



パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR）計画 第 2フェーズ 

活動計画表 

作成日：2004年 12月 3日 
活動期間（予算年度） 活動内容 

2005 2006 2007 2008 2009 
担当班 備  考 

 「パラグアイ東部地域に適し
た持続的畑作技術が確立され
る」 

       

1-1 大豆新品種の育成・導入選定を
行う 

========================================作物、環境  

1-2 不耕起栽培における大豆・緑肥
作物の輪作体系を開発するた

めの試験を実施する 

========================  環境  

1-3 大豆の病虫害に対する環境保
全型の防除技術を開発するた

めの調査・試験を実施する 

========================================環境  

1-4 テラロッシャ土壌地帯におけ
る農牧輪換システムを確立す

るための試験を実施する 
 

========================================畜産、環境  

 「農家・普及員等に対する技術
指導が拡充される」 

       

2-1 技術講習会・研修会を開催する 
 

========================================総務  

2-2 営農相談・指導、情報提供を実
施する 
 

========================================関係班  

 「公的認証機関として検査、分

析等が行える体制が整備され

る」 

       

3-1 検査・検定制度を調査する 
 

================================ 各班  

3-2 標準規格にあった分析が実施
できるラボ（機材、人材、マニ

ュアル等）を整備する 

================================ 各班  

3-3 認証を取得する 
 

  ========================各班  

 「安定的な農業生産のための
技術支援サービスの実施体制
が整備される」 

       

4-1 大豆・小麦・緑肥作物の優良品
種の種子生産・配布する体制を

整える 

========================================作物  

4-2 土壌に関する検査・検定事業を
実施する体制を整備する 
 

========================================環境  
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別添資料Ⅱ－4　活動計画（和）

y.okada
長方形
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第１章 実施協議、事前評価調査 

 

 本案件の事前評価調査及び実施協議は、 JICA パラグアイ事務所によって 2005 年 2

月から同年 3 月にかけて実施された。  

 この一連の過程において、JICA パラグアイ事務所は、2004 年 12 月に実施された運

営指導（計画策定）調査の合意事項（ミニッツとして署名）を基に、パラグアイ農牧

省（MAG）、パラグアイ日系農協中央会等関係者とプロジェクトの内容に関して協議

し、意見を検討した上で、プロジェクトの骨子及び活動計画等を取りまとめた。  

 その合意結果は、実施協議（R/D、付属資料）及び討議議事録（M/M、付属資料）

としてまとめられ、2005 年 3 月 30 日に、JICA パラグアイ事務所長を代表する日本側

と、農牧省大臣代理を代表とするパラグアイ側と署名を取り交わした。  

 事前評価調査及び実施協議を通じて加筆、変更された点は以下のとおりである。  

 なお、これらの加筆、変更に伴い、英文、西文の書きぶりも変更したが、英語、西

語の単語によっては変更せずに使えるものもあるため、一部は以前の文言のままとし

た。  

加筆・変更  
項目  

a）運営指導（計画策定）
時の .3 記述  

2004 年 12 月  

b）実施協議時  
の記述  

2005 年 3 月  

変更理由  

ターゲットグルー

プ  
日系農協中央会 /各日
系農協、パラグアイ農

牧省、対象地域主要農

民  

日系農協中央会 /各日
系農協、対象地域農業

従事者、パラグアイ農

牧省職員・普及員  

・地域の農民を広く対象

とすることから、書き

振りを「地域の農業従

事者」とした  
・農牧省の中でも、「職

員」、「普及員」と記述

し、その対象を明確に

した  
上位目標  パラグアイ東部地域に

おいて持続的な農業が

普及される  

パラグアイ東部地域に

おいて持続的な農業技

術が普及される  

・普及されるのは農業技

術である  

上位目標の指標  パラグアイ東部地域に

おける主要農畜産物の

生産性が 2010 年（基準
年）のレベルで維持さ

れる  

2010 年の値を基準値
とするパラグアイ東部

地域における主要農畜

産物の生産性が、それ

以降も基準値以上で安

定的に維持される  

・基準値以上で維持され

るだけでなく、その安

定性も重要であるため

上位目標の外部条

件  
・パラグアイにおける

農業政策に大きな変

更がない。  
・日系農協や関係機関

の方針が大きく変更

されない。  
・農産物の需要や価格

が現状より悪化しな

い。  

・パラグアイにおける

農業政策に大きな変

更がない  
・日系農協や関係機関

の方針が大きく変更

されない  

・適切でない事項を削除

した  
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プロジェクト目標  パラグアイ国東部地域

における農業振興の拠

点の基盤がパラグアイ

農業総合試験場に整備

される  

パラグアイ農業総合試

験場がパラグアイ国東

部地域における農業振

興の拠点として基盤整

備される  

・文意は変えず、理解し

やすいように書き換え

た  

プロジェクト目標

の外部条件  
・日系農協中央会／日

系農協の経営が悪化

しない  
・パラグアイ東部地域

の営農形態が大きく

変わらない  

・パラグアイ東部地域

の営農形態が大きく

変わらない  

・適切でない事項を削除

した  

成果 1 パラグアイ東部地域に

適した持続可能な畑作

技術が確立される  

パラグアイ東部地域に

適した持続可能な畑作

技術が実証される  

・「確立される」が不適当

であるため、書き換え

た  

成果 2 農家・普及員等に対す

る技術指導が拡充され

る  

農家・普及員等に対す

る技術指導が強化され

る  

・英文に合わせて和訳を

変更した  

成果 3 公的認証機関として検

査、分析等が行える体

制が整備される  

試験場が、検査、分析

等が行える公的認証機

関として登録される  

・達成レベルを「登録さ

れる」として、明確に

した  

成果の外部条件  ・大豆の国際需要が減

少しない  
・日系農家の営農形態

が大きく変わらない

・異常気象が発生しな

い  
・病虫害が異常発生し

ない  
・肥育素牛（交雑牛）

が安定して供給され

る  
・土地利用に大きな変

化がない  
・認定制度に大きな変

更がない  

・パラグアイ国側の関

係諸機関の支援が得

られる  

・目標達成にいたる外部

条件を再検討して、再

整理した  

活動 2-1 技術講習会・研修会を

開催する  
技術講習会・研修会等

を開催する体制を整え

る  

・体制を整える活動とし

 た  

活動 2-2 営農相談・指導、情報

提供を実施する  
実証された技術を、研

修会、営農相談等にお

いて指導する  

・指導される内容を明確

にした  

活動 2-3 （記載無し）  ・移住地及び現地のニ

ーズに対応した試験

場の運営を行う  

・試験場の運営という活

動を加え、案件がすべ

き活動を明確にした  

活動 4-2 土壌に関する検査・検

定事業を実施する体制

を整備する  

土壌認証機関として土

壌検査サービス事業を

実施する体制を整備す

る  
 
 
 

・書き振りを変更した  
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活動の外部条件  ・CETAPAR のプロジ  
ェクト要員が勤務を

続ける  
・日系農協中央会／日

系農協の支援が得ら

れる  
・パラグアイ国側の関

係諸機関の支援が得

られる  

・日系農家の営農形態

が大きく変わらない

・異常気象が発生しな

い  
・病害虫が発生しない

・農牧輪換システムに

使用される肥育素牛

（交雑牛）が安定し

て供給される  
・認定制度に大きな変

更がない  

・活動から成果につなが

る際の外部条件を再整

理した  

5 項目評価（妥当
性、有効性、効率

性、インパクト、

自立発展性）  

 評 価 結 果 を 再 整 理 し

た。その結果は、付属

資料「事業事前評価表」

を参照のこと  

・重複、不足を確認して、

再整理した  

 



 

Ⅲ－8 

第２章 プロジェクトの概要 

  

パラグアイ関係機関との一連の協議結果を受けて、実施協議において決定されたプロ

ジェクトの概要は以下のとおりである。 

(1) プロジェクト名 

   パラグアイ農業総合試験場プロジェクト 第 2 フェーズ 

(2) パラグアイ関係機関 

農牧省試験普及局（DEAG）、日系農協中央会 /各日系農協、国立農業研究所（ IAN）、

地域農業研究センター（CRIA）  

(3) 対象地域 

   パラグアイ国東部地域 

(4) 協力期間 

  2005 年 4 月 1 日から 5 年間  

(5) 基本計画 

 1) 上位目標 

パラグアイ東部地域において持続的な農業技術が普及される 

 2) プロジェクト目標 

パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ国東部地域における農業振興の拠点と

して基盤整備される 

 3) プロジェクトの成果 

1. パラグアイ東部地域に適した持続可能な畑作技術が実証される 

2. 農家・普及員等に対する技術指導が強化される 

3. 試験場が、検査、分析等が行える公的認証機関として登録される 

4. 安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される 

 4) プロジェクト活動 

1-1 大豆新品種の育成・導入選定を行う 

1-2 不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体系を開発するための試験を実施す

る 

1-3 大豆の病虫害に対する環境保全型の防除技術を開発するための調査・試験を実

施する 

1-4 テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換システムを確立するための試験を実

施する 

2-1 技術講習会・研修会等を開催する体制を整える 

2-2 実証された技術を、研修会、営農相談等において指導する 

2-3 移住地及び現地のニーズに対応した試験場の運営を行う 

3-1 検査・検定制度を調査する 
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3-2 標準規格にあった分析が実施できるラボ（機材、人材、マニュアル等）を整備

する 

3-3 認証を取得する 

4-1 大豆・小麦・緑肥作物の優良品種の種子生産・配布する体制を整える 

4-2 土壌認証機関として土壌検査サービス事業を実施する体制を整備する 

(6) 長期専門家の分野 

①場長／チーフアドバイザー ②次長／業務調整 

(7) プロジェクトの実施体制 

  試験場の運営については、 JICA 本部および JICA パラグアイ事務所の管轄の下、

パラグアイ農牧省の（普及局（DEAG）、国立農業研究所（ IAN）、地域農業研究セン

ター（CRIA）の連携・協力を得て実施する。試験場は日系農業協同組合中央会に

2010 年 3 月に移管される計画であり、第 2 フェーズ中は、日系農業協同組合中央会

はプロジェクトのカウンターパートとして、試験場の運営・管理、各種課題の試験

研究に関係する。  
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第３章 討議議事録（ミニッツ） 

 

 実施協議の結果、本プロジェクトの計画書（プロジェクト・デザイン・マトリック

ス及び活動計画）を策定した。また、試験場の移管に関して、パラグアイ関係機関で

確認された内容を記述することとした。  

 これらについては以下の内容とし、討議議事録（ミニッツ）として署名された。 

 

I. THE PROJECT DESIGN MATRIX （プロジェクト・デザイン・マトリックス）  

The Project Design Matrix, which is given in Annex I, has been prepared for monitoring and 

evaluating the Project. 

（プロジェクト・デザイン・マトリックス（別添資料 6）は、プロジェクトをモニタ

リング、評価するために策定された。）  

 

II. THE PLAN OF OPERATION（活動計画）  

The Team and Paraguayan authorities concerned have jointly prepared the Plan of Operation 

of the Project, which is given in Annex II. The Plan of Operation is subject to change within 

the framework of the Record of Discussion (R/D) when necessity arises in the course of the 

implementation of the Project. 

（調査団とパラグアイ関係者は、共同で活動計画（別添資料 7）を策定した。プロジ

ェクト実施中、必要に応じて、活動計画は実施協議（R/D）の枠組みの範囲で変更さ

れうる。）  

 

III. TRANSFER OF THE TECHNOLOGICAL CENTER（試験場の移管）  

By the end of the Project, the Technological Center on Agriculture in Paraguay (CETAPAR) 

is expected to function as a core center for agriculture development in the eastern region of 

Paraguay, which can provide investigations, researches, technique developments and 

extensions activities in considering the social needs. In 2010, the activities, functions and 

facilities of CETRPAR are being transferred to Nikkei Central Cooperative, and then 

CETAPAR will be utilized continually for the agriculture development in Paraguay. 

（農業総合試験場は、プロジェクト実施後に、地域社会のニーズに沿った試験研究、

技術開発、普及活動を行う、パラグアイ東部地域における『農業振興』の拠点となる

ことが期待されている。2010 年、日系農協中央会に試験場の活動、機能、施設は移管

され、試験場はプロジェクト終了後も継続的にパラグアイの農業発展のために活用さ

れる。）  
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パラグアイ農業総合試験場プロジェクト第 2 フェーズ  
実施協議  

別   添 資 料  
 

 

 

1．事業事前評価表  

2．R/D（英）  

3．R/D（西）  

4．ミニッツ（英）  

5．ミニッツ（西）  

6．PDM（和）  

7．活動計画（和）  

8．10 カ年計画表・実績表  
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日  ：平成 17 年 3 月 3 日  

担当部・課：農村開発部第二Ｇ  

畑作地帯第二Ｔ  

１．案件名 

パラグアイ農業総合試験場プロジェクト 第 2 フェーズ 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述  

  本案件は、日系移住者の定着・安定を支援するために設置されたパラグアイ農業

総合試験場において、これまで長年実施されてきた試験研究の成果を、日系移住地

を取り巻く周辺地域にも波及させるともに、2010 年に同試験場の機能と施設を日系

農協に移管した後に、同試験場が同国東部地域を中心とする湿潤亜熱帯地域での農

業振興の拠点となるように、その体制と機能の強化を図ることを目標とする。  

(2) 協力期間  

2005 年 4 月 1 日～2010 年 3 月 31 日（5 年間）  

(3) 協力総額（日本側）  

約 4 億円  

(4) 協力相手先機関  

農牧省試験普及局（DEAG）、日系農協中央会 /各日系農協、国立農業研究所（ IAN）、

地域農業研究センター（CRIA）  

(5) 国内協力機関  

農林水産省  

(6) 裨益対象者及び規模、等  

日系農協中央会／日系農協の役職員（171 名）  

対象地域農業従事戸数（約 60,000 戸）  

対象移住地農家戸数（4,050 戸）  

パラグアイ農牧省 職員、普及員（約 2,000 名） 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 経緯  

     パラグアイ国（人口：578 万人（2002 年）、一人当たり GNI：US$1100 、以下『パ

国』という）への日本人の移住は、戦前のラ・コルメナ移住地（1936 年）に始まり、

戦後はアマンバイ移住地、チャベス移住地、JICA の前身組織のひとつである海外移

住事業団の直営の移住地として開設されたラ・パス移住地（1955 年）、ピラポ移住

地（1960 年）、イグアス移住地（1961 年）等に約 9600 名が移住した。 JICA 直営移

住地では現在それぞれ 144 戸（ラ･パス）、235 戸（ピラポ）、186 戸（イグアス）の

日系人が、主に農業によって生計を立てており、この 3 移住地に加え、アマンバイ、

ラ・コルメナ、アスンシオン移住地の日系農業関係者が日系農協中央会を組織して

いる。  

別添資料Ⅲ－１　事業事前評価表

y.okada
長方形
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     パラグアイ農業総合試験場（以下『試験場』という）は、JICA 直営 3 移住地にお

いて日系移住者の営農技術を支援する目的で設けられた指導農場が統合・再編を経

て、1985 年イグアス移住地にパラグアイ農業総合試験場として改組された JICA 直

営の試験場である。  

     パ国は典型的な農業国で，GDP の 28％，輸出の 61％はダイズをはじめとする農

畜産物で占められている。主要農産物であるダイズ，コムギは主に東部地域で生産

されており、その地域において日系農家は輸出作物としてのダイズ栽培を同国で初

めて導入する等，パ国の農業生産の先導的な役割を果たしてきた。  

日系移住地における農家一戸あたりの平均土地所有面積は 202.7ha（ラ･パス）、  

300.4ha（ピラポ）、286.1ha（イグアス）で、近隣のブラジルやアルゼンチンの日系

移住地と異なり中規模であるが、その営農状況を見ると機械化作業を含む多くの農

作業をパ国人に依存しており、日系移住地といえども居住者の大多数はパラグアイ

人である。移住地における日系人の人口比率は最大のラ･パス移住地でも 22％以下

と少なく、パラグアイ人との共存なくしては日系移住地の営農は成り立たなくなっ

ている。  

本試験場は、当初、支援の対象を日系人としていたが、1980 年代後半からは、直

接あるいは間接的に地域のパラグアイ人農家も対象としてきており、例えば 1991

年度からは、農牧省との共同事業として、政府の農業普及員の技術向上と地域の先

導的小農の育成を図るため、営農普及協力研究会を開催している。また、試験場は

試験研究分野において、農牧省傘下の研究所との連携の下、ダイズやコムギ等に関

する各種試験、検定を実施してきており、農牧省の研究所が予算不足で研究が進ま

ない中、これを補完し、パ国の農業試験研究の中で大きな役割を果たしてきた。  

一方、日系農家の状況を見ると、ダイズという基幹作物を得、規模拡大が進んだ

結果、その営農は安定し、国際競争に参画できるだけの力をつけるに至っており、

移住者の定着・安定のための農業技術支援という試験場開設の所期の目的は達成さ

れているとの判断がなされた。1998 年に JICA は国内の関係機関とも協議し、これ

まで支援の対象であった日系の農協が近い将来自ら試験場を運営管理できるとの

考えに至った。また、2002 年 2 月にパ国側関係機関との協議の結果、当該地域にお

ける持続的な農業の展開と地域の活性化を図るためには、移住地及び日系農協を通

して諸活動を実施することが有効であるとの結論に至り、その結果、本試験場を日

系農協中央会に移管することが適当と判断された。  

これらの結果を受け、 JICA は 2010 年の日系農協中央会への移管を円滑に実施す

るため、2001 年度から 2009 年度までの期間で、試験場移管後の事業展開のための

人材育成と組織体制整備を目標とした技術協力プロジェクトを実施することとし、

パ国側とも合意した。これまで試験場で蓄積されてきた成果や現存の人材、施設機

材を有効に活用しながら、地域の営農上の課題を解決しうる実用技術の改善、普及

を中心に実施し、試験場の体制強化を図る。  

 現在、試験場では、取り扱うべき重要課題の方向性を明らかにした上で、「パラ  

グアイ農業総合試験場プロジェクト」として 2001 年度から 2004 年度までの間、第
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1 フェーズの協力が実施されている。2004 年 12 月に行われた終了時評価調査では、

ダイズ新品種育成に係る有望系統の選抜、ダイズ病害虫発生の実態調査、高品質な

トマトとメロンの開発、土壌分類調査に基づく土壌分類図の作成、土壌診断の実施

などがプロジェクトの成果として認められている。  

     また、この期間中、2010 年の移管を前提として、課題、要員等の整理を行った。

高品質野菜の生産技術開発、肉牛の肥育技術等については試験研究を終了し、その

他の課題についても日本人専門家派遣からプロジェクト要員の活用へと切り換え

るなどの整理がなされている。  

     本案件であるプロジェクトは、2005 年度から 2009 年度までを対象期間とする第

2 フェーズの協力として、移管後の組織が試験場として自立的に事業を展開できる  

ようにするための体制整備を行うことを目標として実施する。具体的には、不耕起

栽培におけるダイズ・緑肥作物の輪作体系の開発、ダイズ病害虫に対する環境保全

型防除技術の開発、テラロッシャ地帯における農牧輪換システム技術の開発、これ

ら技術・情報を周辺農家へ普及するための体制の整備を図り、地域の状況とニーズ

を考慮した農業開発のための試験研究・普及活動を行う。また、同国の公的な土壌

認証機関になるための体制作りを行う。これらの活動には移管先である日系農協の

主体性が不可欠であることから、第 2 フェーズ実施中の試験場運営に日系農協中央

会の参画を求めることとし、技術部門に加え運営管理に関わる人材の育成などを実

施し、試験場の体制と機能強化を行ない、2010 年のスムーズな移管を目指すもので

ある。  

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け  

     2003 年 8 月に発足したドゥアルテ政権において策定された国家開発計画の主要   

な 5 本柱は前政権時代に策定された「経済社会発展戦略（PEES）」を実質的に踏襲  

している。この「経済社会発展戦略（PEES）」において、プロジェクトの第 1 フェ

ーズは経済競争力強化のための重要な課題である「品種改良・病虫害・土壌問題へ

の対応を通じたダイズ等農産物生産支援」に貢献するもの、とパ国側から期待され

ていた。引き続き第 2 フェーズとなる本案件も、現政権の国家開発計画の「競争力

強化による経済開発」と合致している。  

 (3) 我が国援助政策との関連、 JICA 国別事業実施計画上の位置付け  

      パ国に対する援助実施計画を定めた JICA 国別援助実施計画では、5 つの援助重点

分野とそれらに対する協力プログラムを策定しており、本案件はこの内の 1 つであ

る重点分野「メルコスール域内外の競争時代に対応しうる経済競争力強化」に対応

するものである。  

４．協力の枠組み 

  パラグアイ農業総合試験場は、本案件実施後の 2010 年に、日系農協中央会による  

運営管理の下、地域社会のニーズに沿った試験研究、技術開発、普及活動を行う、パ

ラグアイ東部地域における『農業振興』の拠点となることが期待されている。試験場

に蓄積された知見を利用して、周辺地域の農家に対して営農相談や研修を実施すると
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ともに、同試験場が公的認証機関として土壌等の分析結果を認証できることが可能と

なる。同国では国レベルの試験場でも、国家基準を満たす実験室を備えている機関が

少ないため、同試験場がパ国内の分析機関の一翼を担うとともに、他の試験研究・普

及機関から、連携先として認められることも期待される。  

   本プロジェクトの実施にあたっては、農牧省等がメンバーとなるプロジェクト合同

調整委員会とは別に、日系農協が移管後に試験場で実施する活動と、そのための人員

の配置計画等について協議し、方針を打ち出すため、既に日系農協中央会内に形成さ

れている移管準備委員会、プロジェクト及び JICA 事務所から構成されるモニタリン

グ委員会を設置する。  

 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

[プロジェクト目標] 

       パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ国東部地域における農業振興の拠点と  

して基盤整備される 

[指標] 

1. 移管後の新生試験場の業務実施規定が策定される 

2. 管理運営計画（組織図、人員の配置計画、予算書、収支計画書等）が策定さ

れる 

3. 上記規定及び計画書が移管先機関に承認される 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

[上位目標] 

 パラグアイ東部地域において持続的な農業技術が普及される 

[指標] 

      2010 年の値を基準値とするパラグアイ東部地域における主要農畜産物の生産性

が、それ以降も基準値以上で安定的に維持される 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

① 成果１：パラグアイ東部地域に適した持続可能な畑作技術が実証される 

 活動 1-1  ダイズ新品種の育成・導入選定を行う 

 活動 1-2  不耕起栽培におけるダイズ・緑肥作物の輪作体系を開発するための試

験を実施する 

 活動 1-3  ダイズの病虫害に対する環境保全型の防除技術を開発するための調査

・試験を実施する 

 活動 1-4  テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換システムを確立するための 

試験を実施する 
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[指標] 

・選定されたダイズの安定多収ならびに食用の有望品種と系統の数（各 10 種が

目標）  

・日系農家等におけるダイズの収量（3 t/ha 以上の安定値が目標）  

・日系農家等のダイズ栽培で、不耕起栽培によるダイズ・緑肥作物の輪作体系が

実施されている割合（ダイズ栽培面積の 50％以上が目標）  

・作成されたダイズの病虫害に関する環境保全型の防除技術マニュアルの数（5

種類以上が目標）  

・農牧輪換システムの実証展示圃場において生産される草地 1 ha 当りの肉牛重

量とダイズの生産量（肉牛は 840 kg/年以上、ダイズが 3 t/ha 以上が目標）  

    ② 成果２：農家・普及員等に対する技術指導が強化される 

 活動 2-1 技術講習会・研修会等を実施する体制を整える 

 活動 2-2 実証された技術を、研修会、営農相談等において指導する 

 活動 2-3 移住地及び現地のニーズに対応した試験場の運営を行う 

[指標] 

 ・技術講習会・研修会の年間開催数（年間 4 回以上が目標） 

 ・営農相談件数の対前年度比（毎年増加が目標） 

③ 成果３：試験場が検査・分析等が行える公的認証機関として登録される 

      活動 3-1  検査・検定制度を調査する 

      活動 3-2  標準規格にあった分析が実施できるラボ（機材、人材、マニュアル等）

を整備する 

      活動 3-3  認証を取得する 

[指標] 

 ・評価・分析ラボの機能が公的認証機関としての要求を満たす 

 

④ 成果４：安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される 

      活動 4-1  ダイズ・コムギ・緑肥作物の優良品種の種子生産・配布する体制を整

える 

      活動 4-2  公的認証機関として土壌検査サービス事業を実施する体制を整備す 

る 

[指標] 

 ・整備されたダイズの種子生産圃場面積（90ha 以上が目標）  

 ・土壌分析点数の対前年度比（毎年増加が目標） 
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(3) 投入（インプット） 

① 日本側（総額約 4 億円）  

1. 専門家派遣 

・長期専門家（2 名を想定） 

  a）チーフアドバイザー（兼場長）5 年間  

         b）業務調整（兼次長）5 年間  

・短期専門家（年間 2～3 名程度、土壌、病害虫、普及技術、組織運営等の分

野を想定）  

2. 研修員受入 

本邦研修および第三国研修（年間 1～3 名程度、普及、組織運営等の分野を想

定） 

3. 機材供与（年間 300 万円×5 年間）  

農業機械、試験機器の更新等  

4. 土地（既設置済） 

本場 115 ha 

分場 56 ha 

5. 施設（既設置済） 

試験場本館、車庫、研究棟、温室、種子用サイロ、宿舎、他 

6. プロジェクト要員の配置 16 名程度 

7. プロジェクト運営の経費 

② パラグアイ国側（総額 1～3 千万円）  

1. 派遣専門家及び携行機材に対する特権免除の付与 

2. C/P の配置  

日系農協役職員  5 名程度  

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

• 日系農協中央会のパラグアイ農業総合試験場の移管引受けが変更されない 

② 成果達成のための外部条件 

• 日系農家の営農形態が大きく変わらない 

• 異常気象が発生しない 

• 病虫害が異常発生しない 

• 農牧輪換システムに使用される肥育素牛（交雑牛）が安定して供給される 

• 認定制度に大きな変更がない 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件 

• パラグアイ国側の関係諸機関の支援が得られる 

④ 上位目標達成のための外部条件 

• パラグアイ東部地域の営農形態が大きく変わらない 
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５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性  

  本案件は以下の点から実施の妥当性があると考えられる。  

• 3（2）のとおり、「パ」国の現政権は、農業及びアグロインダストリーに基礎を

おいた競争力強化による経済の再活性化を重要な施策の一つとしており、本案件

はこれに合致している。  

• パ国で最も重要な輸出産品であるダイズの生産では、近年新たな病虫害の発生、

連作障害の発生、農薬や化学肥料の多投入による環境汚染、土壌の劣化等種々の

課題が顕在化している。このため、これらの課題を解決しながら現在の生産量を

維持するとともに、持続的な農業が可能となるような営農に転換させることが必

要とされている。この課題は、JICA の国別事業実施計画においても、「品種改良・

病虫害・土壌問題への対応を通じた大豆等農産物生産支援」プログラムとして援

助重点分野の一つに取り上げられているが、本プロジェクトはこの課題に対し

て、試験研究や技術普及などを通じて取り組むものである。  

• パラグアイ農業総合試験場から提供される営農技術や営農情報は、地域社会で解

決が求められている事項が中心であり、これら技術や情報は、講習会・研修の実

施などを通じて、日系農家ばかりでなく周辺のパラグアイ人農家にも広く提供さ

れる。また、第 1 フェーズ実施時と同様に、外部からの営農相談を実施する計画

である。これらのことから、本案件は地域社会のニーズに対応しうるものと考え

られる。  

• 本案件の活動の一部は、パラグアイ農業総合試験場の移管先である日系農協中央

会の組織としてのニーズを反映して設定されている。なお、本案件では、 2010

年の移管後に農協が実施する具体的な活動を絞り込み、その結果に基づいて、本

案件の活動実施スケジュールや活動内容を随時見直していく予定である。  

(2) 有効性 

以下の点から案件の有効性が確認される。 

• 本プロジェクトの成果は、地域社会のニーズ及び移管先である日系農協のニーズ

に基づいて設定されているため、技術、組織両面のニーズを満たしており、その

ためプロジェクト目標が達成にいたる可能性は高いと考えられる。 

• パラグアイ農業総合試験場の日系・非日系別農家相談件数の推移表に拠れば、そ

の件数はいずれも年々増加しており、同試験場は地域社会の営農技術の相談機関

として認められてきている。農業振興の拠点となるための技術は既に一定レベル

に達していると考えられることから、プロジェクト目標が達成に至る可能性が高

い。 

• 外部条件である「パ側の関係機関の支援が得られること」については、先方機関

が日系農協の力量を十分理解していること、日系農協の側でも先方政府との良好

な関係を保持することのメリットを認識していることから、満たされる可能性が

高い。 

 



 

Ⅲ－20 

(3) 効率性  

以下の点から効率的な案件実施が可能と考えられる。  

• 本案件は、パラグアイ農業総合試験場に 40 年以上にわたって蓄積された成果を

ふまえ実施されるプロジェクトである。試験研究の実施手法を含む技術的知見は

既にプロジェクト要員に蓄積されており、カウンターパートへの技術指導、人材

育成は、これらのスタッフを通じて実施する。営農技術を普及するための各種教

材についても既に整備されている。  

• 施設や資機材については、これまでに投入されたものを継続的に活用することが

できるため、新規の設備投資や大型機材設置を極力抑えた上で、実施することが

可能である。  

• 本邦派遣長期専門家はセンター運営管理に関わるチーフアドバイザー（兼場長）

と業務調整（兼次長）の 2 名とし、日本側の投入を抑えつつ、プロジェクトを実

施する。  

• 対象地域において長年の営農経験を有し、また西語によるコミュニケーションが

可能な日系農協関係者と協力して、パラグアイ国東部地域のパラグアイ人農家に

対して技術指導を実施することが可能であり、効率的に技術普及や情報提供が実

施される。  

(4) インパクト  

  本案件のインパクトは以下のように予測できる。  

• 対象地域である東部地域は、農業国パラグアイの主要な農牧業地域である。パラ

グアイ農業総合試験場が従来から支援の対象としている日系移住地の農牧業が

大きな発展をみせていることから、日系移住地の営農形態がパラグアイの農牧業

開発のモデルとしてみなされるようになっている。本案件のプロジェクト目標が

達成されることで、日系移住地外の多くの農家が日系農家の営農技術にいっそう

の関心を示す可能性は高く、「東部地域において持続的な農業技術が普及される」

という上位目標が達成される見込みは高いと考えられる。  

• パラグアイ農業総合試験場は、これまでも同国内の国立農業研究所（ IAN）やパ

ラグアイ地域農業研究センター（CRIA）などの試験研究機関、ドイツ技術協力

公社（GTZ）あるいは我が国の国際農林水産業研究センター（ JIRCAS）などとの

連携実績がある。また、同試験場における豊富な研究実績や技術力の高さが、徐々

にパラグアイ国内関係者に知れ渡るに従って、試験研究機関・農業技術者の訪問

が増え、また大学生のインターンとしての受入れ等も実施していることから、同

試験場において実証された技術が、これら関係者に広まるという波及効果が期待

される。  

• 上述の農業技術関係者以外に小・中・高校レベルの生徒等の訪問も多数受入れて

おり、一般層に対する教育的なインパクトが期待できる。更にこれらの層によっ

て、同試験場のみならず日系社会のパラグアイ地域社会への貢献が認識されるこ

とによって、日系社会と非日系社会の間のさらなる相互理解が促進されることが

期待できる。  
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(5) 自立発展性  

本案件の自立発展性は、以下のとおり予測される。  

• 制度的側面の自立発展性に関し、移管後、試験場が実施する活動内容及び日系農

協中央会内における組織上の位置づけが明確になる必要がある。そのため、プロ

ジェクト目標の指標を、「試験場の業務実施規定や管理運営計画が移管先機関に

承認される」と設定し、2010 年までに日系農協中央会組織内の一機関として位

置付けられることを目指すことになっている。現在、農協代表者で構成された移

管準備委員会では、試験場運営のための議論がなされ、各種手続きが開始されて

いる。  

• 財政的側面の自立発展性について、試験場は、日系農協中央会に移管後、財政的

にひとり立ちできる体制を確立することが最も重要であり、そのため、本案件に

おいて、自己収入を支援する活動を盛り込んでいる。特に、土壌分析については、

既に標準規格に対応した実験室が整備されているため、本案件実施期間中に、同

試験場が公的認証機関として分析できるように準備を進め、移管後は外部からの

受託が可能となるようにするなど、収入確保の方策を検討する。また、支出を抑

える点では、試験場の運営に係る収支シミュレーションを実施した上で、活動を

スリム化し、財務的に持続できる事業計画を作成する予定である。  

技術的側面の自立発展性について、専門的技術や試験場の管理能力は現プロジ

ェクト要員が習得しているため、今後はこれら技術や能力を、移管先である日系

農協中央会が配置するスタッフに、どれだけ技術移転できるかが課題である。そ

のため、本案件は、これらスタッフの人材育成を図る活動を盛り込み、移管後も

それらスタッフが試験場を活用して、営農技術を継続的に地域社会に普及できる

土台を作る。なお、施設や資機材の保守管理状況は良好であり、今後の活用に支

障は見られない。しかしながら、現地の営農上の課題や技術のニーズは常に変化

しており、これに応えるためには、先進的な技術を有する試験研究機関との連携

や支援を強化する仕組みを維持することが不可欠と考えられる。本案件は、これ

ら機関からの第三国専門家の受入れ等を通じて連携を働きかけ、将来の活動につ

なげていく計画である。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

  (1) 貧困 

     本案件は協力の対象者に地域主要農民を含めている。農業収入が少ないパラグア

イ人農民も対象とし、直接的な研修・講習会・技術サービスの提供を通じて、営農

技術の指導を行うことを計画するなど、貧困層への支援も含む。 

 (2) 環境 

     本案件では、パラグアイ東部地域に適した持続可能な農業の技術開発として、ダ

イズの病虫害に対する環境保全型の防除技術マニュアルの作成が組み込まれてお

り、農薬の使用量を抑えた適正な病虫害防除法の開発と普及を強化する。また、土

壌診断サービスの充実なども含み、適正な土壌管理を指導し、持続的な農業技術の

普及に努める計画である。 
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なお、試験場で行われるこれらの活動は、環境に配慮しつつ持続可能な農業を考

慮したものであり、そのため環境へのマイナスの影響はないと見込まれる。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

   パラグアイ国に対する JICA の農業、教育、保健医療の各技術協力プロジェクトの

報告書等において、以下の点が共通した教訓として抽出される。  

   ・関係省庁や関係機関の関与の度合いを拡大させることが重要である。  

   ・活動を引き継ぐ機関や人材の早期育成が重要である。このため、案件終了後もパ

国側で活動を継続できる体制作り等が重要となる。  

  本案件はこれらの教訓を踏まえ実施する。 

８．今後の評価計画 

  定期的なモニタリングの他に、本邦から以下の調査団を派遣して、活動の達成度の

確認、案件計画の見直し等を実施する予定である。  

  ・運営指導調査 案件開始から 1 年目、開始から 2 年目、開始から 4 年目  

  ・運営指導調査（中間評価調査） 2007 年度 第 1 四半期頃  

  ・運営指導調査（終了時評価調査）2009 年度 第 3 四半期頃  

また、案件終了後 3 年目を目処に事後評価調査を実施する。 
 

































































 

PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス） 
 
 
プロジェクト名：パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR） 第2フェーズ 国名：パラグアイ共和国 
対象地域：パラグアイ東部地域 協力期間：2005年4月1日～2010年3月31日 
ターゲットグループ：日系農協中央会／日系農協の役職員、対象地域農業従事者、パラグアイ農牧省職員・普及員 作成日：2005年3月30日 

プロジェクトの要約 指  標 指標データ入手手段 外部条件 
上位目標 
パラグアイ東部地域において持続的な農業 
技術が普及される 

 
 2010年の値を基準とするパラグアイ東部地域における
主要農畜産物の生産性が、それ以降も基準値以上で安定

的に維持される 

 
国連食糧農業機関（FAO） 
／パラグアイ農牧省の農業

統計 

 
・パラグアイにおける農業政

策に大きな変更がない 
・日系農協や関係機関の方針

が大きく変更されない 
プロジェクト目標 
パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ国 
東部地域における農業振興の拠点として基 
盤整備される 

 
1. 移管後の新生試験場の業務実施規定が策定される 
2. 管理運営計画（組織図、人員の配置計画、予算書、
収支計画書等）が策定される 

3. 上記規定及び計画書が移管先機関に承認される 
 

 
1. 日系農協の定款 
2. 日系農協の総会資料 
 
3. 移管関係会議議事録 

 
・パラグアイ東部地域の営農

形態が大きく変わらない 

アウトプット 
1. パラグアイ東部地域に適した持続可能な畑 
作技術が実証される 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 農家・普及員等に対する技術指導が強化さ 
れる 

 
3. 試験場が、検査、分析等が行える公的認証 
機関として登録される 

 
4. 安定的な農業生産のための技術支援サービ 
スの実施体制が整備される 

 
1-1 大豆の安定多収ならびに食用の有望品種･系統を
各10選定する 

1-2 日系農家等において、大豆の収量が3 t/ha以上で安
定する 

1-3 日系農家等の不耕起栽培における大豆・緑肥作物
の輪作体系が、大豆栽培面積の50％以上に普及す
る 

1-4 大豆の病虫害に対する環境保全型の防除技術マニ
ュアルが5種類以上作成される 

1-5 農牧輪換システムの実証展示圃場において、肉牛
が草地1 ha当り840 kg/年、大豆が3 t/ha以上生産
される 

 
2-1 技術講習会・研修会が年間4回以上開催される 
2-2 各年度の営農相談件数が前年度より増加する 
 
3-1 評価・分析ラボの機能が公的認証機関としての要
求を満たす 

 
4-1 大豆の種子生産圃場が90ha以上整備される 
 
4-2 各年度の土壌分析の点数が前年度より増加する 
 

 
1-1 CETAPAR年報／試験成
績概要書 

1-2 日系農協の農業統計／
農牧省の農業統計 

1-3 日系農協の農業統計 
 
 
1-4 CETAPAR年報／ 
防除技術マニュアル 

1-5 CETAPAR年報／ 
試験成績概要書 

 
 
2-1 CETAPAR年報 
2-2 CETAPAR年報 
 
3-1 CETAPAR年報 
 
 
4-1 CETAPAR年報／試験成
績概要書 

4-2 CETAPAR年報 

 
・パラグアイ国側の関係諸機

関の支援が得られる 

 
                      投           入   

・日系農家の営農形態が大き

く変わらない 
・異常気象が発生しない 
・病害虫が発生しない 
・農牧輪換システムに使用さ

れる肥育素牛（交雑牛）が

安定して供給される 
・認定制度に大きな変更がな

い 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動 
1-1 大豆新品種の育成・導入選定を行う 
1-2 不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作

体系を開発するための試験を実施する 
1-3 大豆の病虫害に対する環境保全型の防除技

術を開発するための調査・試験を実施する 
1-4 テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換シ

ステムを確立するための試験を実施する 
 
2-1 技術講習会・研修会等を開催する体制を整

える 
2-2 実証された技術を、研修会、営農相談等に

おいて指導する 
2-3 移住地及び現地のニーズに対応した試験場

の運営を行う 
 
3-1 検査・検定制度を調査する 
3-2 標準規格にあった分析が実施できるラボ

（機材、人材、マニュアル等）を整備する 
3-3 認証を取得する 
 
4-1 大豆・小麦・緑肥作物の優良品種の種子生

産・配布する体制を整える 
4-2 土壌認証機関として土壌検査サービス事業

を実施する体制を整備する 
 

日本側 
1． 専門家派遣 
 長期専門家 

 場長／チーフアドバイザー 
次長／業務調整 

 短期専門家 
 必要に応じ 

2． 研修員受入 
 本邦および第三国 

3． 機材供与 
 携行機材として整備 

4． 土地（既設置済） 
 本場 115 ha 
 分場 56 ha 

5． 施設（既設置済） 
 本館、車庫、研究棟、温室、種子用サイロ、宿舎、

他 
6． プロジェクト要員の配置 
7． プロジェクト運営の経費 

 
パラグアイ側 
1． 派遣専門家及び携行機材
に対する特権免除の付与 

2． C/Pの配置 
 日系農協役職員 

前提条件 
 

・日系農協中央会がパラグア

イ農業総合試験場の移管を

引き受けることが変更され

ない 
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別添資料Ⅲ－６　PDM（和）

y.okada
長方形



 

パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR） 第 2フェーズ 

活動計画表 

作成日：2005年 3月 30日 
活動期間（予算年度） 活動内容 

2005 2006 2007 2008 2009 
担当班 備  考 

 「パラグアイ東部地域に適し

た持続的畑作技術が実証され

る」 

       

1-1 大豆新品種の育成・導入選定を
行う 

========================================作物、環境  

1-2 不耕起栽培における大豆・緑肥
作物の輪作体系を開発するた

めの試験を実施する 

========================  環境  

1-3 大豆の病虫害に対する環境保
全型の防除技術を開発するた

めの調査・試験を実施する 

========================================環境  

1-4 テラロッシャ土壌地帯におけ
る農牧輪換システムを確立す

るための試験を実施する 
 

========================================畜産、環境  

 「農家・普及員等に対する技術

指導が強化される」 
       

2-1 技術講習会・研修会を実施する
体制を整える 
 

========================================総務  

2-2 実証された技術を研究会、営農
相談等において指導する 

========================================関係班  

2-3 移住地及び現地のニーズに対
応した試験場の運営を行う 
 

========================================総務  

 「試験場が検査・分析等を行え

る公的認証機関として登録さ

れる」 

       

3-1 検査・検定制度を調査する 
 

================================ 各班  

3-2 標準規格にあった分析が実施
できるラボ（機材、人材、マニ

ュアル等）を整備する 

================================ 各班  

3-3 認証を取得する 
 

  ========================各班  

 「安定的な農業生産のための

技術支援サービスの実施体制

が整備される」 

       

4-1 大豆・小麦・緑肥作物の優良品
種の種子生産・配布する体制を

整える 

========================================作物  

4-2 公的認証機関として土壌診断
サービス事業を実施する体制

を整備する 
 

========================================環境  
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別添資料Ⅲ－７　活動計画（和）

y.okada
長方形



農村開発部修正：2005年3月

1-1）フェイズ1　活動計画 2-1）フェイズ2　活動計画

実施年度 2000 2001 2002 2003 2004 実施年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010

プロジェクト実施期間        （PHASE１）事業主体：CETAPAR プロジェクト実施期間 （PHASE 2） 事業主体：日系農協中央会
（フェーズ概要） 　　　※ 移管先規模に合わせた組織体制の整理、重要課題の明確化 （フェーズ概要） ※日農協の組織、人材育成、試験場機能強化

移管
派遣専門家数（各年度中間期派遣実績） 8名 7名 5名 5名 5名 派遣専門家数 2名（ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ1名、調整員1名）

派遣職員数 2名 2名 派遣職員数

現地職員数 17名 17名 17名 15名 15名 現地職員数 16名

１．持続可能な畑作技術の確立

1-1
作物班
環境班 大豆新品種育成のための試験実施 1-1 作物班、環境班 大豆新品種の育成・導入選定を行う

1-2
作物・環
境・畜産

不耕起栽培下の輪作体系開発の試験
実施 1-2 環境班

不耕起栽培における大豆・緑肥作物の輪作体
系を開発するための試験を実施する

1-3
作物班
環境班

不耕起栽培下の大豆根系分布の改善
のための試験実施 1-3 環境班

大豆の病虫害に対する環境保全型の防除技術
を開発するための調査・試験を実施する

1-4 環境班

不耕起栽培下の土壌物理性と肥沃度
の分析、土壌改良資材と肥料の評価
実施 1-4 畜産班、環境班

テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換シス
テムを確立するための試験を実施する

1-5 環境班
不耕起栽培の各作物の養分吸収特
性、土壌還元率の解明

1-6 環境班 大豆病害虫の発生実態調査 2-1 総務班
技術講習会・研修会等を実施する体制を整え
る

1-7 環境班
大豆病害虫の環境保全型防除技術の
開発試験実施 2-2 関係班

実証された技術を、研修会、営農相談等にお
いて指導する

２．テラロッシャ地帯における農牧輪換システムの確立 2-3 総務班
移住地及び現地のニーズに対応した試験場の
運営を行う

2-1
作物・環
境・畜産

草地／大豆・飼料作物の輪作体系の
確立の試験実施  

2-2 畜産班 若齢肉牛肥育技術の確立の試験実施   3-1
作物班、環境班、
畜産班 検査・検定制度を調査する

３．高品質野菜生産技術の開発 3-2
作物班、環境班、
畜産班

標準規格にあった分析が実施できるラボ（機
材、人材、マニュアル等）を整備する

3-1 作物班
高品質トマトの生産技術の改善の試
験実施 3-3

作物班、環境班、
畜産班  認証を取得する

3-2 作物班
高品質メロンの生産技術の改善の試
験実施

　　　

４．土壌保全技術の改善 4-1 作物班
大豆・小麦・緑肥作物の優良品種の種子生
産・配布する体制を整える

4-1 環境班 土壌分類調査の実施 4-2 環境班
土壌に関する検査・検定事業を実施する体制
を整備する

4-2 環境班 農家圃場の土壌診断の実施

５．農家等に対する技術指導が拡充される

5-1 関係班 普及講習会を開催する

5-2 農家実証展示圃場を設置する

5-3 関係班 営農相談を実施する

1-2）フェイズ1　長期専門家派遣実績 2-2）フェイズ2　長期専門家派遣計画

担当班 指導科目 2000 2001 2002 2003 2004 担当班 指導科目 2005 2006 2007 2008 2009
1 総務・全体 場長/ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 1 総務・全体 場長/ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

2 総務・全体 次長/業務調整 2 総務・全体 次長/業務調整

3 作物班 野菜試験研究 5/8まで

4 作物班 畑作試験研究 11/7まで

5 畜産班 畜産 2/4まで

6 環境班 畑作病害虫 11/3まで 6/4から 6/3から　　11/6から

7 環境班 土壌肥料

8 総務・全体 研究計画 4/6まで

9 作物班 畑作技術に係る技術指導 3/1から

10 畜産班 畜産/有畜複合経営に係る技術指導 3/1から

1-3）フェイズ1　プロジェクトスタッフ配置実績（各年度末人数） 2-3）フェイズ2 プロジェクトスタッフ配置計画（各年度末人数）

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
1 5 5 5 5 5 1 5 5 5 5 5
2 4 4 4 3 3 2 4 4 4 4 4
3 3 3 3 2 2 3 2 2 2 2 2
4 5 5 5 5 5 4 5 5 5 5 5

17 17 17 15 15 16 16 16 16 16

パラグアイ農業総合試験場プロジェクト・10カ年　計画表・実績表　（＊プロジェクトPDMに準拠）

畜産班

環境班

計

総務班

作物班

畜産班

環境班

計

総務班

作物班

班名 班名

１．パラグアイ東部地域に適した持続可能な畑作技術が実証される

2.　農家・普及員等に対する技術指導が強化される

4. 安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備さ
れる

3.　試験場が検査・分析等が行える公的認証機関として登録される

CETAPAR 10年絵巻2005Ⅲ－61

別添資料Ⅲ－８　１０カ年計画表・実績表
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長方形
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